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令 和 ５ 年 

 

枕崎市議会第３回定例会会期及び会期日程 

 

１ 会  期  １９日間（６月１２日～６月３０日） 

２ 会期日程                                      

月  日（曜） 区  分 時   間 内       容 

６月１２日（月） 本会議 

 

前  9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

 

21 

22 

開  会 

開  議 

会議録署名議員の指名 

会期について 

諸般の報告 

行政報告 

議案上程（日程第5号－第12号） 

提案理由の説明、質疑 

予算特別委員会の設置及び委員の選任 

議案委員会付託 

議案上程（日程第13号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第14号－第22号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第23号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会

議員の選挙 

報告（日程第25号－第27号） 

散  会 

６月１３日（火） 休 会 
 

   

６月１４日（水） 休 会 
    

６月１５日（木） 休 会 
    

６月１６日（金） 休 会 
    

６月１７日（土） 休 会     

６月１８日（日） 休 会     

６月１９日（月） 本会議 

 

 

 

前 9：30 １ 

２ 

３ 

開  議 

一般質問（５名） 

散  会 
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 委員会 前 8：50 １ 議会運営委員会 

６月２０日（火） 本会議 

 

前 9：30 １

２

３ 

開  議 

一般質問（５名） 

散  会 

６月２１日（水） 休 会 委員会 前 9：30 １ 総務文教委員会 

６月２２日（木） 休 会 委員会 前 9：30 １ 産業厚生委員会 

６月２３日（金） 休 会 委員会 前 9：30 １ 予算特別委員会 

６月２４日（土） 休 会     

６月２５日（日） 休 会     

６月２６日（月）      

６月２７日（火）      

６月２８日（水） 休 会 委員会 前 9：30 １ 議会運営委員会 

６月２９日（木） 休 会     

６月３０日（金） 本会議 

 

前 9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

 

17 

開  議 

議案上程（日程第1号－第5号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第6号－第7号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第8号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第9号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

継続審査申出について 

議員派遣について 

枕崎市土地開発公社等の経営状況を説

明する書類に係る質疑 

閉  会 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 会 議 第 １ 日 
 

（令和５年６月12日） 
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令和５年枕崎市議会第３回定例会 

 

議事日程（第１号） 

 

令和５年６月１２日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 

議案 

番号 
件              名 

付 託 

委員会 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

 

７ 

 

８ 

 

 

９ 

 

１０ 

 

 

１１ 

 

１２ 

 

 

１３ 

 

 １４ 
  ～  

 ２２ 

 

２３ 

 

２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４ 

 

３５ 

 

 

３６ 

 

３７ 

 

 

３８ 

 

３９ 

 

 

４０ 

 

陳１ 

 

 

４１ 

 

４２ 

～  

５０ 

 

５１ 

 

 

 

会議録署名議員の指名 

 

会期について 

 

諸般の報告 

 

行政報告 

 

令和５年度枕崎市一般会計補正予算（第３号） 

 

枕崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について  

 

枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

枕崎市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について  

 

枕崎市立総合体育館等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

財産の取得について 

 

ゆたかな学びの実現・教職員定数改善をはかるための、2024年度政府

予算に係る意見書の提出を求める陳情  

 

監査委員の選任について 

 

 

農業委員会委員の任命について  

 

 

農業委員会委員の任命について  

 

鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 特 

 

総 文 

 

 

〃 

 

産 厚 

 

 

総 文 

 

産 厚 

 

 

総 文 

 

〃 
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２５ 

 

２６ 

 

２７ 

報１ 

 

報２ 

 

報３ 

繰越明許費繰越計算書について  

 

枕崎市公共下水道事業会計予算繰越計算書について  

 

専決処分の報告について 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 永 野 慶一郎 議員     ２番 下 竹 芳 郎 議員 

３番 辻 本 貴 志 議員     ４番 上 迫 正 幸 議員 

５番 水 野 正 子 議員 ６番 立 石 幸 徳 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 眞 茅 弘 美 議員 

９番 禰 占 通 男 議員     10番 平 田 るり子 議員 

11番 橋 口 洋 一 議員     12番 吉 嶺 周 作 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

新屋敷   増 事務局長 鷺 山 美津代 書記 

宮 下 和 也 書記 川 瀬 裕 也 書記 

山 口 美津哉 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長 本 田 親 行 副市長 

山 口   太 総務課長 日 渡 輝 明 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 松 田 勇 一 市民生活課長 

篭 原 正 二 財政課長  福 永 賢 一 福祉課長 

中 嶋 章 浩 スポーツ・文化振興課長 松 田   誠 建設課長 

沖 園 信 也 農政課長 西 村 祐 一  健康課長 

鮫 島 眞 一 税務課長 川 野 優 治  地域包括ケア推進課長 

上 園 秀 人 水道課長 今給黎   仁  水道課参事 

平 塚 孝 三 市立病院事務長 橋 口 和 洋  監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員 天 達 純 子 地域包括ケア推進課参事 

森   智 賀 健康課参事 中 村 俊 彦 農政課参事 

桑 原 英 樹 水産商工課参事 立 石 秀 和 市民生活課参事 

板 敷 勝 利 会計管理者兼会計課長 大工園 昭 則 建設課参事 

田 代 勝 義 企画調整課参事 平 田 寿 一 総務課参事 

木之下 浩 一 教育長 高 山 京 彦 教育総務課長兼給食センター所長 

森   健一郎 学校教育課長 木 浦 勝 美 生涯学習課長 

永 江 靖 博 農委事務局長兼農業振興係長 木口屋 和 彦 選管事務局長 

宮 原   司 消防長 中 原 広 次 警防課長兼消防署長 

中 山 俊 吾 総務課行政係長 星 﨑 綾 乃 総務課行政係主任 
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午前９時30分 開会 

○永野慶一郎議長 令和５年第３回定例会が本日招集されましたが、出席議員12人で定足数に

達し、議会は成立いたしました。 

よって、開会いたします。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから議事日程に従い会議を開きます。 

日程第１号会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員として、３番辻本貴志議員、10番平田るり子議員を指名いたしま

す。 

次に、日程第２号会期についてを議題といたします。 

お諮りいたします。 

本定例会の会期は、本日から６月30日までの19日間にしてはと思いますが、御異議ありませ

んか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

この際、お諮りいたします。 

休会日は、御手元の会期日程に記載のとおり定めてはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

なお、会期中の日程は、御手元の会期日程によりますので、御承知おき願います。 

次に、日程第３号諸般の報告を行います。 

まず、枕崎市議会報調査特別委員会の委員長及び副委員長の互選結果についてでありますが、

委員長に平田るり子議員、副委員長に水野正子議員が選出されております。 

次に、監査委員から、令和５年３月、４月及び令和５年５月執行の例月現金出納検査結果報告

書を受理し、事務局に保管してありますので、御閲覧願います。 

また、令和５年第１回定例会以後の議長会等の報告につきましては、御手元に配付いたしてあ

りますので、御承知おき願います。 

以上で報告を終わります。 

次に、日程第４号行政報告を行います。 

市長から発言の申出がありますので、これを許可いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 令和５年第３回枕崎市議会定例会の開会に当たりまして、行政報告を申し上げ

ます。 

４月23日の枕崎市議会議員選挙では、新たに議員となられた４名を含む12名の皆様が当選さ

れ、新たな議会体制でこの６月定例会を迎えることとなりました。 

当選された議員の皆様に改めてお祝い申し上げますとともに、これから４年間、枕崎市発展の

ために、議員の皆様と執行部がお互いに切磋琢磨してまいりたいと思います。 

よろしくお願いいたします。 

九州南部は、５月30日頃に梅雨入りし、これから大雨、そして台風による災害が発生しやす

い時期となってまいります。 

今月８日には、12時14分から13時13分までの１時間に74ミリの非常に激しい雨が降り、一部

で道路の冠水や土手の小規模な崩土が発生しました。 
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雨はその後、次第に小康状態となり、人的被害や大規模な被害はありませんでした。 

なお、小中学校におきましては、下校時に教職員による通学路の見回りや集団下校を行うなど

の対応を取ったところです。 

先月には梅雨・台風シーズンを前に、市の防災点検及び南薩地域振興局による県下一斉防災点

検を行っておりますが、今後も大雨、台風対策に万全を期してまいります。 

５月８日から国は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけを２類相当から季節性

インフルエンザと同等の５類に変更しました。 

各地で様々な行事が再開されるなど、社会経済情勢がコロナ禍前の状況を取り戻しつつありま

す。 

本市においては、３月19日にまくらざき春の市、５月５日にはこどもの日かつおまつりが、

いずれも４年ぶりに開催され、多くの方に御来場いただいたところです。 

また、市営野球場では、鹿児島水産高校と枕崎高校の野球の交流戦や九州女子硬式野球リーグ

戦が昨年に引き続き開催され、今年度も市営野球場の活用が大いに期待されるところです。 

今後も、８月５日、６日に４年ぶりの２日間開催で予定されているさつま黒潮きばらん海枕崎

港まつりのほか、７月２日に総合体育館で開催されるなぎなたプレ国体、８月11日から南溟館

で開催される果ての鉄道展などのイベントを通じて、関係人口の拡大につなげてまいります。 

経済活動では、ポストコロナにおいて本市産業の更なる活性化が求められますが、４月には枕

崎市漁業協同組合の大型冷凍冷蔵庫が完成し、枕崎漁港のストック機能の充実、冷凍カツオをは

じめ青物等の安定流通の確保が期待されるところです。 

また、金山小学校跡地にはIT企業によるＩＣＴ、情報通信技術拠点がオープンし、地域活性

化・人材育成へ向けた取組が始まっています。 

私は、新型コロナの５類への変更を機に、これまで開催を見送ってきた語る会を再開させるこ

ととし、ポストコロナにおける公民館活動についてのお話を伺うため、各自治公民館に開催の意

向についての案内をしていましたが、５月15日に茅野公民館で市長と語る会を開催し、多くの

御意見を聴かせていただきました。 

今後も、積極的に市民の方々と直接語る場を設けてまいります。 

次元の異なる少子化対策を目標に掲げる政府は、今月１日のこども未来戦略会議において、子

育て支援を中心とした少子化対策の素案を示しました。 

少子化対策は本市においても重要な課題ですが、その対策については施政方針でも述べました

とおり、経済の視点と子育て環境の視点、双方の視点から取り組む必要があります。 

子育て環境においては、長年、本市及び南薩地域の周産期医療を支えていただいている市内産

科医療機関が、今月末をもって分娩の取扱いを終了することとなっています。 

今後、本市居住の方の分娩については、先月移転し、産婦人科を新設した県立薩南病院や鹿児

島市内の医療機関などを利用していただくこととなりますが、ただいま申し上げた市内の産科医

療機関では引き続き、日帰りの産後ケアに取り組んでいただくこととしています。 

また、さきの12月議会及び３月議会で提案させていただいたこども家庭センターの機能を持

つ保健センターとしての活用を検討していた民間医療施設跡地の取得を、正式に断念することと

し、交渉相手にお伝えしました。 

子育て支援の環境整備については、こども家庭センターの設置場所をはじめ、一体的な相談支

援体制の整備へ向けて改めて検討を進めることとします。 

ふるさと納税の委託事業者の選定について、既存事業者を含む４事業者による公募型プロポー

ザルを実施しましたが、受託候補者から辞退の申出があり、次点候補者との協議も不調となりま

した。 

この件に関しては、本日の本会議終了後の全員協議会で説明させていただきます。 
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冒頭も申し上げましたが、新たな議会体制の下、これからも本市発展のために諸課題に前向き

に取り組んでまいります。 

議員の皆様の御理解、御協力をよろしくお願い申し上げます。 

以上で、行政報告を終わります。 

○永野慶一郎議長 ただいまの報告については、御承知おき願います。 

次に、日程第５号から第12号までの８件を一括議題といたします。 

市長提出に係る案件について、市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 提案理由の説明を申し上げます。 

今議会に提案しようとする案件は、補正予算１件、条例５件、財産の取得について１件、人事

案件11件及び報告事項３件の計21件であります。 

このうち、人事案件及び報告事項を除く７件について、説明を申し上げます。 

まず、議案第34号令和５年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）について申し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ２億7,815万6,000円を追加し、予算総額を160億6,640万円

にしようとするものです。 

地方債の補正は、過疎対策事業の変更によるものです。 

補正予算の主なものとしましては、一般職人件費、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金事業、国県支出金等精算返納金、妊産婦相談支援体制確保事業補助、認定農業者等担い

手育成対策事業補助、県の地域振興推進事業を活用したトモダチパーク整備事業、コミュニティ

助成事業補助などをお願いしてあります。 

その他、主な内容につきましては、別途説明資料を添付してありますので、省略させていただ

きます。 

次に、議案第35号枕崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて申し上げます。 

これは、人事院規則の改正内容に準じ、新型コロナウイルス感染症に係る防疫作業手当の特例

を廃止しようとするものです。 

次の議案第36号枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定につきましては、地方税法等の一

部改正により、燃費・排ガス等の不正行為に係る軽自動車税の環境性能割及び種別割の賦課徴収

の特例の見直しがなされたこと等に伴い、所要の改正をするほか、森林環境税及び森林環境譲与

税に関する法律の施行による森林環境税の導入に伴い、賦課徴収の方法等について規定を整備し

ようとするものです。 

次の議案第37号枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして

は、町の区域の変更に伴い、片平山児童センターの位置について条文の整理をしようとするもの

です。 

次の議案第38号枕崎市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につきましては、対象火気

設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を

定める省令の一部改正により、急速充電設備の全出力の上限が撤廃されたこと等に伴い、所要の

改正をしようとするものです。 

次の議案第39号枕崎市立総合体育館等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定につきましては、総合体育館等の入館の制限に係る規定を改めようとするものです。 

次の議案第40号財産の取得につきましては、本市消防団に配備している消防車両を更新する

ため、消防ポンプ自動車を２台取得することについて、枕崎市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を得ようとするものです。 

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提
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案理由の説明を終わります。 

○永野慶一郎議長 ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。 

○６番立石幸徳議員 私は、ただいま上程されました議案の中で、議案第34号並びに議案第39

号についてですね、本会議でお尋ねをさせていただきます。 

最初にこの一般会計補正予算（第３号）の関係では、後もって予算委員会も設置されますけど、

主なものについてですね、幾つか質疑をいたします。 

今度の補正の中で一番予算額が大きい新型コロナ関係の地方創生臨時交付金事業、この中で低

所得世帯支援給付金ですね、給付額が１億2,000万円出されております。これはさきの５月の臨

時議会でも、いわゆるひとり親あるいはふたり親に対する子育て支援の関係からの給付金もあっ

たんですが、その際３万円分の給付金事業はどうなっているかということで、福祉課長のほうか

ら現在検討中という答弁もあったんですけどね。そうすると給付額は３万円とそうしますが、対

象の世帯は4,000世帯ということになろうかと思うんです。 

ここで聞きたいのはですね、これまで地方創生の臨時交付金、ひとり親やふたり親、あるいは

その非課税世帯ということで極めて具体的な対象世帯、対象者になっていたかと思うんですが、

今度の低所得世帯、この基準ですね、どこからどこまでが低所得なのか、この点についてはどう

いうことになっているのか、最初にお尋ねをします。 

それから、予算の説明資料５番目に出る生活保護の関係もあるんですが、低所得世帯の給付金

は、生活保護世帯は対象になるんですか、どうなんですかね。その点もお答えをいただきたいと

思います。 

そして、条例の関係では議案第39号にですね、総合体育館の関係で条例の一部改正が出され

ております。 

新旧対照表を見ますと、今まであった体育館への入館を拒絶あるいは退館を命ずることができ

る項目の中に、伝染性の疾患にかかり、又は精神に異常があると認められる者、この方々は入館

を拒絶または退館を命ずることができていたわけですが、今回この部分を削除しておりますが、

その理由について説明をいただきたいと思います。 

○福永賢一福祉課長 まず私のほうから、低所得世帯支援給付金給付事業について概略説明いた

します。 

対象世帯につきましては、令和５年６月１日時点の住民基本台帳の世帯全員が、令和５年度住

民税均等割の非課税である世帯ということで、4,000世帯を見込んでおります。お尋ねの生活保

護世帯につきましても、この条件に該当すれば支給の対象になるということになります。 

令和３年度以降、いろいろな給付金等がございましたが、非課税の給付金につきましては、そ

れぞれ全員が非課税世帯であることと、あと課税の方に扶養されてないということが前の給付金

等では条件でございましたが、今回の給付金については、そこは条件にはしておりません。そこ

が以前の給付金等との違いでございます。 

○中嶋章浩スポーツ・文化振興課長 今回お願いしております条例の一部改正につきましては、

枕崎市総合体育館の設置及び管理に関する条例の一部ということで、第１条に指定管理者は次の

号のいずれかに該当する者に対しては、入館を拒絶し、又は退館を命ずることができるとなって

おります。 

その経緯につきましては、鹿児島県のほうから４月28日付に鹿児島県くらし保健福祉部障害

福祉課長名で、精神障害を理由とする制限条項についての照会があったところであります。 

該当したのは本条例１件で、もう既に回答書として、早期に議会上程して改定したいという回

答をしております。 

説明の理由といたしましては、伝染性の疾患にかかり、又は精神に異常があると認められる者

に対する制限は、特定の個人や団体に対して差別的である可能性があると判断したところで削除
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するということでお願いしております。 

○６番立石幸徳議員 条例関係についてはですね、また常任委員会で審査が深まるだろうと思う

んですが、予算の関係で確認を含めてですね、再度お尋ねします。 

先ほどの福祉課長の説明では、いわゆる非課税世帯は当然、低所得者ということで対象になる

と。ただ課税世帯であったとしても、非課税相当の所得というものについても、今回は対象にな

ると、こういう理解でいいんですかね、それを確認しときます。 

それから生活保護世帯の関係では、まず、先ほどの質問をもう一回繰り返しますが、生活保護

世帯は対象になるんですか。 

そして、この説明資料にもある５番目の生活保護適正実施推進事業、こういった事業が出てき

ますと、現況が適正でないというようなふうにも考えられるんですけど、このコロナ以後ですね、

本市の生活保護の受給者、この推移はどうなっているんですか、お尋ねいたします。 

○福永賢一福祉課長 低所得世帯支援給付金給付事業につきましては、家計急変の部分について

も対象となるということで、５年度が課税であっても、家計が急変した世帯については、申請に

よっての対象となるというふうに御理解いただければと思います。 

それから、生活保護世帯につきましては、同じように、まず生活保護であるということでの対

象ということではなくて、この非課税世帯であるということの対象として、そしてまた課税であ

って生活保護の方も中には出てくるかと思いますが、そういった方は、家計急変ということで申

請をいただいて、対象になるということで拾い上げて対象とさせていただくような形になるかと

思われます。 

生活保護の世帯、人数等につきましては、ちょっと今正確な数字は持っておりませんけれども、

現在、約150世帯、180人が被保護者、被保護世帯となっておりまして、減少傾向にあります。 

○永野慶一郎議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

この際、お諮りいたします。 

ただいま上程中の予算関係議案については、議長を除く全議員で構成する予算特別委員会を設

置し、これに付託して審査したいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

ただいま上程中の案件のうち、予算関係議案を除く案件については、議事日程に記載のとおり、

所管の委員会に付託いたします。 

次に、日程第13号監査委員の選任についてを議題といたします。 

地方自治法第117条の規定により、下竹芳郎議員の退席を求めます。 

［下竹芳郎議員 退席］ 

○永野慶一郎議長 市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第41号監査委員の選任について、提案理由の説

明を申し上げます。 

これは、市議会議員のうちから選任する監査委員に、下竹芳郎氏を選任したいので、地方自治

法第196条第１項の規定に基づき、議会の同意を求めるものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○永野慶一郎議長 お諮りいたします。 

 ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 
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○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。 

日程第13号監査委員の選任について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○永野慶一郎議長 ただいまの表決権を有する議員数は、10人であります。 

念のため申し上げます。 

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○永野慶一郎議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○永野慶一郎議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○永野慶一郎議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○永野慶一郎議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、３番辻本貴志議員、４番上迫正幸議員、５

番水野正子議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○永野慶一郎議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数10票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成９票、反対１票。 

以上のとおり、賛成多数であります。 

よって、議案第41号は、同意することに決定いたしました。 

下竹芳郎議員の着席を求めます。 

［下竹芳郎議員 着席］ 

○永野慶一郎議長 次に、日程第14号から第22号までの９件を一括議題といたします。 

市長に提案理由の説明を求めます。 
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［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第42号から議案第50号までの農業委員会委員の

任命について、提案理由の説明を申し上げます。 

これら９件は、現在の農業委員会委員の任期が、令和５年７月19日をもって満了となること

に伴い、俵積田広昭氏、今給黎龍浪氏、眞茅文男氏、原田克子氏、園田和寛氏、篠原正氏、天達

範隆氏、白澤千恵子氏、畑野真人氏を引き続き、それぞれ農業委員会委員に任命したいので、農

業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基づき、議会の同意を求めるものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○永野慶一郎議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。 

日程第14号から日程第22号までの農業委員会委員の任命について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○永野慶一郎議長 ただいまの表決権を有する議員数は、11人であります。 

念のため申し上げます。 

それぞれの案件について同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載

し、点呼に応じ、順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○永野慶一郎議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○永野慶一郎議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○永野慶一郎議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○永野慶一郎議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、６番立石幸徳議員、７番豊留榮子議員、８

番眞茅弘美議員を指名いたします。 
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ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○永野慶一郎議長 まず、日程第14号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第42号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第15号の投票結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第43号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第16号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第44号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第17号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第45号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第18号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第46号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第19号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第47号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第20号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第48号は、同意することに決定いたしました。 
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次に、日程第21号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第49号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第22号の投票の結果を報告いたします。 

投票総数11票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成11票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第50号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第23号を議題といたします。 

地方自治法第117条の規定により、水野正子議員の退席を求めます。 

［水野正子議員 退席］ 

○永野慶一郎議長 市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第51号農業委員会委員の任命について、提案理

由の説明を申し上げます。 

これは、現在の農業委員会委員の任期が、令和５年７月19日をもって満了になることに伴い、

水野正子氏を引き続き、農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律第８条第

１項の規定に基づき、議会の同意を求めるものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○永野慶一郎議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。 

日程第23号農業委員会委員の任命について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○永野慶一郎議長 ただいまの表決権を有する議員数は、10人であります。 

念のため申し上げます。 

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 
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［書記投票用紙配付］ 

○永野慶一郎議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○永野慶一郎議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○永野慶一郎議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○永野慶一郎議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、９番禰占通男議員、10番平田るり子議員、

11番橋口洋一議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○永野慶一郎議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数10票。 

これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成10票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第51号は、同意することに決定いたしました。 

水野正子議員の着席を求めます。 

［水野正子議員 着席］ 

○永野慶一郎議長 次に、日程第24号鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙を行い

ます。 

本選挙は、現在の広域連合議会議員が令和５年７月１日で任期満了となることに伴い、広域連

合規約第８条第２項の規定により、市議会議員区分から６人の議員を選出するものです。 

本選挙は、広域連合規約第８条第４項の規定により、全ての市議会における得票総数の多い順

に当選人が決定されますので、会議規則第30条の規定に基づく選挙結果の報告にかかわらず、

有効投票のうち、候補者の得票数のみを報告することにいたします。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○永野慶一郎議長 ただいまの出席議員は、12人であります。 

念のため申し上げます。 

投票は、単記無記名であります。 

投票用紙に被選挙人１人の氏名を記載願います。 

まず、候補者名簿を配付いたします。 

［書記候補者名簿配付］ 

○永野慶一郎議長 候補者名簿の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

次に、投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○永野慶一郎議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 
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投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○永野慶一郎議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○永野慶一郎議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○永野慶一郎議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、２番下竹芳郎議員、３番辻本貴志議員、 

４番上迫正幸議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○永野慶一郎議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数12票。 

これは、先ほどの出席議員数に符合いたしております。 

そのうち、有効投票12票、無効投票０票。 

有効投票中、持留良一６票、川村孝則５票、山下美岳１票。 

以上のとおりであります。 

次に、日程第25号から第27号までの３件について、市長に報告を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 報告事項３件について、報告いたします。 

まず、報告事項第１号繰越明許費繰越計算書につきましては、昨年の９月定例会において議決

をいただきました令和４年度枕崎市一般会計補正予算（第５号）第２条の繰越明許費並びに３月

定例会において議決をいただきました令和４年度枕崎市一般会計補正予算（第10号）第２条及

び令和４年度枕崎市一般会計補正予算（第11号）第２条の繰越明許費について、繰越計算書の

とおり翌年度へ繰り越しましたので、地方自治法施行令第146条第２項の規定により報告するも

のです。 

次の報告事項第２号枕崎市公共下水道事業会計予算繰越計算書につきましては、令和４年度枕

崎市公共下水道事業会計予算について、繰越計算書のとおり翌年度へ繰り越しましたので、地方

公営企業法第26条第３項の規定により報告するものです。 

次の報告事項第３号専決処分の報告につきましては、地方自治法第180条第１項の規定により

専決処分した和解について、同条第２項の規定に基づき、これを報告するものです。 

以上、報告を終わります。 

○６番立石幸徳議員 私は報告事項にですね、ちょっと確認をさせていただきたいんですが。 

一般的に報告事項は、御承知おきくださいで終わるんですけどね。下水道関係の報告で、今回

下水道の補正予算も出ていませんのでね、どうしてもこの報告事項で確認だけをしたいんですよ。 

というのが、今回、事故繰越、つまり地方公営企業法第26条第２項のほうの事故繰越で、再

度といいましょうか、この枕崎終末処理場汚泥処理施設の新設が４年度から５年度に事故繰越に

なって2,000万円報告されていますよね。 

ただこの件については、１年前の、同じく下水道会計の事故繰越としてですよ、枕崎終末処理

場汚泥処理施設改築ということで1,500万円。これは１年前に事故繰越をして、今度もまた500
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万円が増えているんですが、また事故繰越と、この経過はどうなっているわけですか。 

○今給黎仁水道課参事 ただいま立石議員から質問のあった件でございますけど、今、立石議員

がおっしゃいました前年度の1,500万円の事故繰越、これと今回の2,000万円の事故繰越につい

ては別物でございます。 

1,500万円のほうにつきましては、去年事故繰越をしたわけですけど、これにつきましては、

あくまで処理場の汚泥濃縮脱臭設備の基本設計に関する事故繰越だったわけですけど、これにつ

いては、令和４年度について完了しているところでございます。 

今回、この2,000万円については、新たな処理場の新設ということで、設計をやっているとこ

ろですけど、これが３年度事業から続けて進まず、４年度についても完了できないということで

事故繰越をしたところでございます。 

○６番立石幸徳議員 報告事項ですので深入りはしませんけど、いずれ９月の下水道会計決算で

ですね、詳しくお尋ねしますけど、いずれにしても地方公営企業法第26条の第３項ですね、市

長が先ほど報告事項の根拠にされた第３項ではですよ、私この第３項の条文も下書きをしてまい

りましたが、管理者は地方公共団体の長、本市の場合は管理者も公共団体の長も一緒ですのでね。 

繰越額の使用に関する計画について、計画についてですよ、報告をするものとし、報告を受け

た地方公共団体の長つまり市長はですよ、次の会議において、議会にその旨を報告しなければな

らない。 

今、水道課参事が言われたことはですよ、きちっとした書面で我々議会に提出すべきじゃない

んですか。そうでないと、地方公営企業法第26条の第３項がきちっと遵守されていないという

ことになりますよ。説明を求めて答えるようなもんじゃないですよ。 

もうこれは議長いいです、答弁は。いずれ４年度決算の下水道会計で、詳しく資料を求めてお

聞きします。 

○永野慶一郎議長 ただいまの報告につきましては、御承知おき願います。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午前10時46分 散会 
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令和５年枕崎市議会第３回定例会 

 

議事日程（第２号） 

 

令和５年６月１９日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 
件              名 

 

１ 

 

 一 般 質 問  上 迫  正 幸  議員（20ページ～23ページ） 

 

  橋 口  洋 一  議員（23ページ～33ページ） 

 

  眞 茅  弘 美  議員（33ページ～42ページ） 

 

  辻 本  貴 志  議員（42ページ～45ページ） 

 

  下 竹  芳 郎  議員（46ページ～52ページ） 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 永 野 慶一郎 議員     ２番 下 竹 芳 郎 議員 

３番 辻 本 貴 志 議員     ４番 上 迫 正 幸 議員 

５番 水 野 正 子 議員 ６番 立 石 幸 徳 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 眞 茅 弘 美 議員 

９番 禰 占 通 男 議員     10番 平 田 るり子 議員 

11番 橋 口 洋 一 議員     12番 吉 嶺 周 作 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

新屋敷   増 事務局長 鷺 山 美津代 書記 

宮 下 和 也 書記 川 瀬 裕 也 書記 

山 口 美津哉 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        本 田 親 行 副市長 

山 口   太 総務課長         日 渡 輝 明 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 松 田 勇 一 市民生活課長 

篭 原 正 二 財政課長  福 永 賢 一 福祉課長 

中 嶋 章 浩 スポーツ・文化振興課長 松 田   誠 建設課長 

沖 園 信 也 農政課長 西 村 祐 一  健康課長 

鮫 島 眞 一 税務課長 川 野 優 治  地域包括ケア推進課長 

上 園 秀 人 水道課長 今給黎   仁  水道課参事 

平 塚 孝 三 市立病院事務長 橋 口 和 洋  監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   天 達 純 子 地域包括ケア推進課参事 

森   智 賀 健康課参事   中 村 俊 彦 農政課参事 

桑 原 英 樹 水産商工課参事 立 石 秀 和 市民生活課参事 

板 敷 勝 利 会計管理者兼会計課長 大工園 昭 則 建設課参事 

田 代 勝 義 企画調整課参事 平 田 寿 一 総務課参事 

木之下 浩 一 教育長 高 山 京 彦 教育総務課長兼給食センター所長 

森   健一郎 学校教育課長 木 浦 勝 美 生涯学習課長 

永 江 靖 博 農委事務局長兼農業振興係長 木口屋 和 彦 選管事務局長 

宮 原   司 消防長 中 山 俊 吾 総務課行政係長 
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午前９時30分 開議 

○永野慶一郎議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから一般質問を行います。 

質問は、１番上迫正幸議員、２番橋口洋一議員、３番眞茅弘美議員、４番辻本貴志議員、５番

下竹芳郎議員、６番禰占通男議員、７番平田るり子議員、８番豊留榮子議員、９番水野正子議員、

10番立石幸徳議員の順に行います。 

まず、上迫正幸議員。 

［上迫正幸議員 登壇］ 

○４番上迫正幸議員 本年度最初の質問者となりました。しばらくの間、お付き合いをお願いい

たします。 

新型コロナウイルス感染症の影響が残る中、ロシアによるウクライナ侵攻が世界の耳目を驚か

せて１年４か月が過ぎようとしています。その影響は広く世界に及び、食糧、エネルギー、資源

等の価格が高騰し、途上国の食料難を引き起こしました。我が国でもほとんどの商品が値上がり

してきております。特に食料品価格の値上げは家計を圧迫しており、先行き不透明な状況であり

ます。 

まだまだ戦争終結にはかなりの時間を要すると予想されます。一日でも早く、ロシア・ウクラ

イナ問題が解決することを心より願いたいものです。 

それでは通告に従いまして質問させていただきます。 

まず初めに、少子化で年々、児童生徒数が減少してきているが、市長の見解をお聞きいたしま

す。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 通告にございました部活動の地域移行ということで答弁させていただきたいと

思います。 

本市におきましても、少子化によりまして年々、児童生徒が減少している現状がございます。

また、少子化の進展により、学校によりましては従前と同様の学校単位での部活動の運営が難し

くなっている状況もございます。 

そのような状況下においても、本市の子供たちが将来にわたりスポーツ・文化芸術活動に継続

して親しむ機会を確保することが必要だと考えております。 

そのため、部活動の地域移行を進めて、地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てるという

意識の下で、地域のスポーツ・文化資源を最大限活用し、生徒のニーズに応じた多様で豊かな活

動を実現したいと考えております。 

さらには、生徒の望ましい成長を担保するための、そしてできる限り生徒の希望がかなうよう

に、地域での持続可能で多様な環境を整備することが、地域住民にとってもよりよいスポーツ・

文化芸術の環境整備につながるものと考えております。 

○４番上迫正幸議員 次に、４校区の小学校４、５、６年生の児童数と中学１、２年生の生徒数

とありますが、打合せのときに詳しい数字はお聞きしましたので、ここでは５年後、令和10年

度の校区ごとの生徒数の増減についてお尋ねいたします。 

○森健一郎学校教育課長 それでは現在から５年後の令和10年度の生徒数の推移を校区ごとに

申し上げます。 

枕崎中学校は、現在195人から令和10年度は165人となり30人減少となります。桜山中学校は、

現在76人から令和10年度は66人となり10人減、別府中学校は、現在61人から令和10年度は61人

となり増減はございません。立神中学校は、現在131人から令和10年度は108人となり23人減少

となっております。 
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○４番上迫正幸議員 現在、合同で練習などを行っている部活動は何がありますか、お聞きいた

します。 

○森健一郎学校教育課長 ６月１日現在で、他校と合同で部活動を行っている部活動については、

野球部が市内中学校４校合同で活動しております。また、サッカー部が枕崎中、桜山中、立神中

の合同、女子バレー部が桜山中と別府中が合同で活動を行っております。また、枕崎中が試合の

ときのみ立神中から部員を借りて参加しております。 

○４番上迫正幸議員 その部活動の練習場所と合同練習の度合いを教えてください。 

○森健一郎学校教育課長 合同練習の状況をお伝えいたします。 

野球部については、平日は学校で練習し、土日の練習については塩浜グラウンド、枕崎中学校

で合同練習を行っております。サッカー部については、平日は桜山中で練習し、土日は桜山中、

深浦グラウンド等で練習しております。女子バレー部については、桜山中、別府中については平

日は各学校で練習し、土日の練習はどちらかの体育館で合同練習を行っております。 

○４番上迫正幸議員 それでは次の質問です。 

今後の運動部活動はどうなっていくのかをお聞きいたします。平日の部活動の取扱いはどうな

っていくのかをお尋ねいたします。 

○森健一郎学校教育課長 これまでの部活動については、生徒にスポーツや文化芸術に親しむ機

会を確保し、生徒同士や生徒と教師等の好ましい人間関係の構築に大きく寄与してきました。 

昨今の少子化や教員の働き方改革への対応を目的に、国のスポーツ庁と文化庁は、令和７年度

末までに休日の部活動の指導を地域団体等に委ねる方向性を示しており、県もそれに沿った形で

学校部活動の在り方に関する方針を本年５月に策定しました。 

枕崎市においても、望ましい部活動の環境構築及び中学校における教職員の働き方改革の実現

を図る観点から、部活動の地域移行に向けて、枕崎市地域部活動推進協議会を設置しております。 

また、部活動地域移行に向けて総括コーディネーターを新たに学校教育課に配置し、体制の整

備を段階的に推進し、令和８年度からの休日の部活動の地域移行を目指してまいります。 

その後の平日の部活動の地域移行については、令和７年までの取組状況等を勘案し、必要な見

直しを行い、取組を進めてまいります。 

○４番上迫正幸議員 部活動は、仲間をつくるということに大きな役割があると思われますが、

その役割が失われるおそれはないのかをお尋ねいたします。 

○森健一郎学校教育課長 部活動は、仲間づくりに関しても、大きな教育的な意義を持っており

ました。今後、地域移行に関しましても、今まで培ってきた仲間づくりという視点を持ちながら、

地域移行できるように取り組んでまいりたいと思います。 

○４番上迫正幸議員 それでは地域移行に伴い、保護者の経費負担はどのようになるのか。そし

て、市としての支援はないのかをお聞きいたします。 

○森健一郎学校教育課長 部活動の地域移行に伴う経費負担については、外部指導者の人件費や

運営に関する管理費などが考えられます。 

現在、部活動予算の確保については、学校単位でＰＴＡ活動費等として予算化したり、地区中

体連の負担金や、地区や県大会への出場補助金として一部公費負担をしたりしているものから受

益者負担へ移行していくものと考えられますが、地域クラブ活動は、学校と連携し、学校部活動

の教育的意義を継承・発展することを踏まえ、地域クラブ活動に係る活動・運営に必要な会費等

については、可能な限り低廉な額にすることや、経済的に困窮する家庭などへの支援の在り方に

ついても今後検討してまいります。 

○４番上迫正幸議員 練習場への移動とか試合会場への移動とかに、現在使われているスクール

バス、あれを利用しようという考えはないのでしょうか。 

○高山京彦教育総務課長 スクールバスの関係ですけれども、部活動の地域移行に伴いまして、
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現在、協議しておりますけども、現在のところではスクールバスの利用というのは考えてはござ

いません。 

○４番上迫正幸議員 スクールバスの利用は考えていないということですが、やっぱり経費の面

を考えると保護者に負担が行くので、ぜひともスクールバスを利用できるように検討していただ

きたいと要望しておきます。 

それでは次に、今まで中体連の大会は先生方が中心になって運営してきたと思いますが、地域

移行に伴い、今後はどうなるのかをお聞きいたします。 

○森健一郎学校教育課長 中学校体育連盟の主催する大会の運営については、今後、学校部活動

の地域連携や地域クラブ活動への移行が進む中で、地域クラブ活動が大会に参加する場合は、地

域クラブ指導者等も大会運営へ携わることになるということです。 

○４番上迫正幸議員 中体連の大会のほうは分かりました。 

それでは、練習試合はどのように行われると思われますか。 

○森健一郎学校教育課長 練習試合については、従前のとおり部活動顧問が引率するということ

になると思いますが、これについても地域移行へ伴い、地域の指導者への移行を今後検討してま

いります。 

○４番上迫正幸議員 指導者に必要な資格があるのかをお聞きいたします。 

○森健一郎学校教育課長 現時点で、部活動指導者に関する資格について明確に求められている

ものはありませんが、今後の動向を注視してまいりたいと思います。 

なお、資格の有無にかかわらず、指導者については、資質を高めるために学校部活動及び地域

クラブ活動の適切な運営の在り方について理解を深めるための研修を行っていく必要があると考

えております。 

○４番上迫正幸議員 地域移行に伴い、外部指導者の派遣について、どのように考えているのか

をお聞きいたします。 

○森健一郎学校教育課長 地域移行に伴う外部指導者の派遣についてでございますが、県からの

外部指導者の派遣はないということですが、市町村で必要とする人材を確保するための人材バン

クについては設置に向けて検討中とのことです。 

本市としても、指導者の確保は大きな課題の一つと考えております。そこで、市独自の人材バ

ンクの設置を検討したり、本市の各競技団体に指導者の派遣を依頼したりして指導者の確保を行

っていきたいと考えております。 

○４番上迫正幸議員 例えば大学でスポーツをしている人にお願いしようとか、そういう考えは

ないんでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 人材バンクを整備していく上で、部活動の協議会とも協議しながら整

理していきたいと考えております。 

○４番上迫正幸議員 次に、子供たちがけがをしたときの保険の対応はどのようになるのかを教

えてください。 

○森健一郎学校教育課長 現在、本市の全児童生徒は、市と保護者が経費を負担し、日本スポー

ツ振興センターに加入しており、部活動などの学校の管理下におけるけがや事故などに対して、

日本スポーツ振興センターから保護者に対して給付金が支払われております。 

地域クラブ活動においては、学校の管理下ではないことから、指導者や参加する生徒等に対し

て、スポーツ安全保険など自身のけが等を補償する保険や個人賠償責任保険等に加入することを

義務づけていきたいと考えております。 

保険料の負担については、県や他市の状況を調査、研究しながら検討してまいります。 

○４番上迫正幸議員 運動部の地域移行は分かりました。 

それでは文化部活動の地域移行はどうなるのかをお答えください。 
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○森健一郎学校教育課長 吹奏楽部等の文化部活動においても、運動部活動と同様に、令和５年

度から令和７年度までを改革推進期間として、まずは休日の部活動の地域連携・地域移行を進め

てまいります。 

○４番上迫正幸議員 文化部のほうは、ただいま練習するときは学校の教室を利用していると思

うんですが、地域移行した場合の練習施設などはどうなりますか。 

○森健一郎学校教育課長 基本的に、練習場所については学校等を活用することになると思いま

す。これについても、また今後、協議会等で検討が必要だと考えております。 

○４番上迫正幸議員 コロナ禍でなかなか保護者同士がそういう部活動移行について話し合う場

はなかったと思うんですが、保護者はこの地域移行を理解していると考えているのでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 本市において、枕崎市地域部活動推進協議会が設置されましたので、

そこでの内容を今後、保護者には伝えていく必要があると考えております。 

○４番上迫正幸議員 児童生徒に説明会は開かないんですか。 

○森健一郎学校教育課長 協議会の内容や地域移行に関するロードマップ等については、各中学

校の校長やスポーツ推進委員の代表へ説明を済ませておりますので、各中学校の教職員や保護者

の皆様への周知や、児童生徒の周知については、今後、ホームページや広報紙を利用して説明を

していきたいと考えております。 

○４番上迫正幸議員 地域移行についてはなかなか来年度からの施行ということで、詳しい内容

と質問等が掘り下げていけなかったわけですが、来年から実施されていくと思うので、来年以降

も掘り下げて質問していきたいと思います。 

最後に、これから児童生徒も減少していく中で、ぜひ中学校の統合ということも検討していた

だきたいと要望し、私の一般質問を終わります。 

○永野慶一郎議長 以上で、上迫正幸議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前９時52分 休憩 

午前10時01分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、橋口洋一議員。 

［橋口洋一議員 登壇］ 

○11番橋口洋一議員 今日は初めての一般質問ということで、どのようになるかちょっと心配

しているとこでもございますが、私からの一般質問を始めさせていただきたいと思います。 

よろしくお願いします。それでは通告に従って質問いたします。 

昨今の気候変動の影響などで局地的な大雨が増える中、先日も東海地方で豪雨が猛威を振るい、

河川氾濫等により住民に甚大な被害を与えております。 

昨今の護岸整備の進展により、堤防を越えて発生する浸水被害は総体的に減っているものと考

えられますが、一方では、市街地化による排水というものがクローズアップされ、行き場を失っ

た雨水が地上にあふれ出て問題となる内水氾濫が大きな問題となっているところであります。 

これは、農村地域において低地に集まる雨水対策において問題になってきていたところと、本

質的には同じであると考えております。 

今回は、河川、それを取り巻く地域について、これまでの対策、今後の計画について、市内の

河川の改修状況等についてまずお伺いいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 市域内に流れる主要な河川である２級河川は、花渡川・中洲川・馬追川・金山

川・尻無川の５本があります。これまで幾度の豪雨により、河川の越水や河川水位の上昇により

内水が排除できないことを原因として、床上・床下浸水や耕作地・道路の冠水などの災害が発生
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してきました。 

そのような災害が発生した箇所や災害が予測される箇所については、土地の保全と住民の生命、

身体及び財産を守るために、県南薩地域振興局など関係者へ事業化の要望を随時行ってきており、

浸水被害などの事前の災害対策は重要であると認識しております。 

これまでの改修状況の詳細につきましては、担当課のほうから答弁させていただきます。 

○松田誠建設課長 市域内に流れる２級河川のうち、特に重要である花渡川においては、河川の

断面が狭小で沿川が低平地の箇所もあることから、平成５年・９年の豪雨により床上・床下浸水

が発生したため、平成12年度より、河口から２番目にある花渡橋から金山浄水場付近の滑川橋

までの約6,000メートルを、総合流域防災事業と床上浸水対策特別緊急事業により河川改修を実

施しております。 

工法的には、川の流れを阻害する原因である中洲川合流付近や、金山川合流付近の河川線形な

どの改修工事、河川堤防を越水した権現橋周辺の護岸のかさ上げ工事、通水断面を確保するため

の花渡橋から中州橋までの河床の掘削工事及び河川工事に伴う４橋の架け替え工事を実施してい

ます。 

また、花渡川河川改修と同時に行う必要があった花渡川支線の中洲川においても、花渡川合流

地点から下園橋までの河川改修に着手しており、３橋の架け替え工事、鹿篭堰の更新や護岸工事

が完了し、現在は、下園橋の架け替えと町田頭首工の更新工事が事業中であり、令和７年度に完

了する見込みと聞いております。 

立神地区にある馬追川では、平成５年の集中豪雨により、第２馬追橋付近が被災し、床上・床

下浸水で家屋に被害をもたらしたことから、災害復旧工事による橋の架け替えと護岸を整備し、

その後においても、年次的に県単河川等防災事業により、護岸整備を実施しているところです。 

金山地区にある金山川では、田布川公民館付近にある田野々頭首工上流側右岸からの氾濫によ

り、農地等に被害が出ていることから、県単河川等防災事業において、令和３年度から測量設計

業務に着手しているところです。 

市街地東側に位置する尻無川では、これまで危険箇所においては部分的な護岸改修を県単事業

で実施してきており、今後も護岸の状況を把握しながら改修が必要な箇所は、南薩地域振興局へ

要望していくこととなります。 

○11番橋口洋一議員 今、改修の報告があったわけですけれども、この改修によって、現在は

河川における流量等は非常によく流れていると判断してもよろしいということでしょうか。 

○松田誠建設課長 河川改修後の花渡川沿岸では、１時間雨量が多かった令和２年９月豪雨、こ

のとき時間124.5ミリ降っていますが、また総雨量の多かった令和３年８月豪雨、531ミリ降っ

ていますが、こちらにおいても、床下浸水はあったものの床上浸水がなかったことから、成果が

あったと考えております。 

○11番橋口洋一議員 そのほかの地域についてはどう考えられますか。 

○松田誠建設課長 ほかの地域につきましては、大規模な改修工事を行っていませんが、直近の

豪雨による床上浸水等はないものでございますので、部分的な改修ではございますが、効果があ

ったものと考えております。 

○11番橋口洋一議員 分かりました。 

今のところ河川の改修については順調に計画に基づいてですね、推移しているものと理解しま

す。 

次に、市の防災計画における水防箇所10地点の中で、鹿篭麓町、山下地区と妙見町、瀬戸口

地区における危険対象雨量及び波高がほかのところと違って、時間雨量ではなく、日間降水量と

なっているのはなぜかというところで質問いたします。 

○松田誠建設課長 枕崎市水防計画書の水防箇所は、市内の河川・護岸等の重要水防箇所以外で、
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人口密度や土地利用の状況等の観点から、保護すべき必要性の高いものと認められる地点で10

か所を選定しています。 

各水防箇所においては、洪水や高潮などの予想される危険や、耕地や住家などの予想される被

害の程度のほか、危険対象となる雨量や波高が記載されています。 

その中で、御質問にあったとおり、花渡川と中洲川の危険対象雨量は日雨量となっています。 

花渡川については、南さつま市を起点として流域が広く、継続的な降雨による河川水位の上昇

と、朝夕の干満など時間的な影響を受けやすいことから、危険対象雨量を時間雨量でなく日雨量

で示しております。 

中洲川については、花渡川に合流していることから、朝夕はもちろんのこと、花渡川の水位の

影響を受けやすいことから、花渡川同様、日雨量で示しているところでございます。 

○11番橋口洋一議員 花渡川及び中洲川は流域が広く、広範囲の降雨状況が影響するというこ

とが、今御説明で分かりました。 

次に、水防計画書を見ておりますと、中洲川においては、排水能力は毎秒１立米の排水機を右

岸に２台、毎秒0.35立米の排水機を左岸に２台ずつ設置となっております。 

水防箇所としては日間降水雨量等、同じ基準で対応に当たっている花渡川において、下流であ

る平田町は除きますけれども、上流である鹿篭麓方面において排水機などはないところですけれ

ども、対応はどのようになっているでしょうか。 

○松田誠建設課長 水防計画書の排水ポンプ一覧表では、御指摘のとおり、中洲川沿岸には井ノ

尻橋付近の中洲川左岸と、宝寿庵橋付近の中洲川右岸に排水機場を設けています。また、花渡川

においては、平田潟地区の内水排除を目的として、花渡川左岸の小川橋付近と新花渡橋付近の２

か所に排水機場を設けております。 

なお、過去に床上浸水などの被災実績のある山下・水流地区においては、花渡川改修のほか、

それぞれ排水路の改修等により、浸水被害が軽減されてきましたが、花渡川の水位上昇による内

水の排除を手助けするため、豪雨が予測される場合は仮設ポンプを設置しております。 

○11番橋口洋一議員 仮設ポンプを借りて排水を実施しているということを、今答弁いただき

ましたが、その操作というのはどのような形になっているんでしょうか。 

○中村俊彦農政課参事 山下地区の排水ポンプの操作につきましては、農政課職員が２名体制で

対応しているところです。作業につきましては、仮設排水ホースの設置と道路の通行止めを行っ

た後にポンプ稼働しております。 

それと、中洲川沿いの排水機場にも職員が２名待機しておりまして、お互いの連絡体制を取り

ながら対応に努めているところです。 

○11番橋口洋一議員 この排水ポンプっていうのは、大雨が降るという予測が立つようなとき

に、その都度置いていかれるようなものになりますか。 

○中村俊彦農政課参事 梅雨時期及び台風シーズン前に、事前に山下地区の上流・下流側に２か

所、建設業に依頼しまして設置をしているところです。 

○11番橋口洋一議員 それであれば、今も梅雨時期ということで、もうずっと設置をされて、

梅雨時期が終わった、台風時期も終わった頃にまた撤去されるというような運用をされているん

でしょうか。 

○中村俊彦農政課参事 梅雨時期前に設置しまして、今年は６月になってから設置しているとこ

ろです。その後、やはりちょっと大雨もあったりしまして、雨の状況を見ながら、梅雨明け後も

やはり台風シーズンが来ますので、その辺も時期を見ながら検討しているところです。 

○11番橋口洋一議員 分かりました。 

今、お話にありましたレンタルしてある排水機の排水能力になりますけれども、固定で設置し

てある排水機と比較したところですね、どのような程度のものであるかというところをお尋ねし
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ます。 

○中村俊彦農政課参事 現在の仮設ポンプの排水能力につきましては、花渡川沿いの上流側ポン

プにおいては、ホース径が100ミリで毎分１トン、下流側のポンプにおいては、ホース径が150

ミリで毎分２トンの排水容量となっています。 

○11番橋口洋一議員 先ほどありました水防計画書に載ってある毎秒１立米の排水機が２台と

ありました。その単位でいうと、比較するためにどのぐらいの能力なのかをお伺いしたいと思い

ます。 

○中村俊彦農政課参事 水防計画書に載っております桜馬場地区の排水機場につきましては、先

ほど建設課からも説明がありましたが、桜馬場地区は下流側で１秒間に２トンです。上流側が１

秒間に0.75トンです。 

山下地区におきましては、毎分１トンから２トン程度でありますが、ここにつきましては、山

下地区の周辺整備としましては、集落内の排水路改修工事、花渡川改修事業により総合的に浸水

軽減が図られてきましたが、やはり河川水位が潮位の関係で高くなり、集落内の排水が妨げるこ

とを予測して仮設ポンプを設置している状況にあります。 

平成28年、令和２年の床下浸水の実績とか、近年においての局地的な大雨による浸水予測が

されることから、どの程度の排水ポンプ容量が必要なのか、今後検証する必要があると考えてお

ります。 

○松田誠建設課長 参考までに申し上げますと、今の排水ポンプの容量ですが、市営プールのプ

ール、大プールが1,400トンぐらいの容量があります。それを満杯にするのに毎分１トン程度で

あれば、120分程度かかるような関係でございます。 

○11番橋口洋一議員 能力的には大分小さいんじゃないかなという印象を持ちました。 

そこら辺も、今後設置する際に、レンタル等を行う場合、もしくは、そこに設置する場合、機

器を設置する場合、そういったときにも、十分に考慮していただいて対策を取っていただきたい

と思います。 

続きまして、もう一問質問させていただきたいと思うんですけど。 

令和３年９月の議会における市長答弁におきまして、揚水ポンプ、固定のポンプ、そういうも

のの設置について年次的な対応として、専門のコンサルなりを入れて状況を把握し、そしてどの

ような対応をすべきか前向きに検討したいというふうに答弁がございます。 

そのような指示を既に出しているとありましたが、その後の対応はどのようになっております

でしょうか。 

○松田誠建設課長 令和３年９月議会の市長答弁のとおり、令和３年度初旬から市内の浸水対策

について庁内協議を繰り返し実施しております。令和４年度では、下水道事業の防災安全交付金

事業により、雨水管理総合計画の第１弾である浸水リスクなどの調査を専門のコンサルタントに

委託しまして、調査・研究を行っているところです。 

○11番橋口洋一議員 まだ調査段階とお伺いしました。自然は待ってくれるものではありませ

んので、対応が十分であるかという検討、対応する人員、危険負担の問題等々あると思いますの

で、さらにスピードを上げて検討してもらいたいと思います。 

続いて、その検討の中の一つと考えられます本市における雨水管理総合計画の策定状況につい

てでございます。 

先般の施政方針演説におきましても、雨水管理総合計画について言及がございましたが、その

内容はどのようなものでしょうか。 

○松田誠建設課長 近年、全国各地で水災害が激甚化・頻発化するとともに、気候変動の影響に

より、今後、降水量や洪水発生頻度が増加することが見込まれています。 

そのような中、流域治水関連法が改正され、各地域の水災害状況、将来の気候変動による降雨
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量の増加を見据えた計画降雨に基づき、浸水リスクの高い地域での整備を重点化するなど、事前

防災の考えに基づく整備ができるよう、あらゆる関係者が協働して取り組むこととなりました。 

本市におきましては、令和２年９月豪雨で21件の床下浸水被害、令和３年８月の豪雨では、

家屋への直接被害はなかったものの、多数の道路冠水などの被害が確認されましたが、中長期的

な浸水対策計画がないことから、今後、起こり得る浸水被害が懸念されるため、市街地や浸水被

害経歴のある地域における、中長期的な浸水対策計画を策定する必要があるため、令和４年度か

ら雨水管理総合計画策定に着手しました。 

雨水管理総合計画は、浸水リスクと地域の重要度を調査し、優先度を決める雨水管理方針と、

詳細な浸水シミュレーションにより、効果的な対策を検討する段階的対策計画により構成されて

おり、令和４年度は雨水管理方針の決定を行うため、下水道区域のほか浸水実績のある水流・山

下地区を含む75の流域を地区設定し、氾濫解析ソフトのシミュレーションにより浸水予測箇所

と深さを推定し、各浸水予測箇所の被害額と重要度を算定した上で、基本計画となる段階的対策

計画の地区を設定しました。 

本年度の段階的対策では、計画降雨Ｌ１に対する浸水対策として、排水路の断面拡幅、バイパ

ス水路の新設、排水機場の更新や新設などのハード事業の手法の選定と、概算事業費を算出し、

事業計画を決定していくこととなります。 

なお、本年度の対象地域としましては、シミュレーション結果で床上浸水が予測されている平

田町地域を計画しております。 

○11番橋口洋一議員 今、計画を策定中ということで、降雨シミュレーションという言葉がご

ざいましたが、降雨シミュレーションにおいて想定される浸水被害域というものは、線状降水帯

が頻発している中、想定される最大雨量等の降水を使って算定しているところだと思うんですけ

れども、実際にその際に浮かび上がってきた地域というのをお示しください。 

○松田誠建設課長 降雨シミュレーションの解析では、まずは氾濫解析ソフトに入力した地盤高、

水路・河川の断面・勾配などの地理情報が現況に整合しているか確認するため、平成28年９月

20日台風16号の実績降雨Ｌ１’時間雨量115ミリで解析しました。その結果、これまでの床上・

床下浸水実績とほぼ合致していたことから、地理情報は間違いないことの確認を行っております。 

次に、確認された地理情報に、計画降雨、時間雨量、88ミリを再度、氾濫解析ソフトにより

解析し、浸水予測箇所と浸水深さを推定しました。 

計画降雨に対する主な解析結果としましては、宮前地区は、浸水深さ５センチ以上50センチ

未満の床下浸水が27件、浸水深さ50センチ以上の床上浸水はなし。平田潟地区は床下浸水32件、

床上浸水３件。神園川沿線は床下浸水21件、床上浸水なし。枕崎中学校南側は、床下浸水４件、

床上浸水なし。田畑地区では床下浸水14件、床上浸水なし。桜山小学校南側は床下・床上浸水

ともに見られないが、農地や空き地での冠水あり、塩浜地区は床下浸水３件、床上浸水なし。水

流地区は住宅地では申請は見受けられないが、農地での冠水あり。山下地区は床下浸水19件、

床上浸水なしとの結果となりました。 

このように計画降雨では、床上浸水は平田潟地区しか見られないものの、床下浸水による住宅

への被害が想定される地区もあるところです。 

○11番橋口洋一議員 浸水被害が想定される地域において、見込まれる災害対応についてどの

ような対策を取られる見込みか、お示しください。 

○松田誠建設課長 枕崎市水防計画書においては、河川沿岸の中で豪雨による浸水の被害が予想

され、水防上特に注意を必要とする重要水防箇所が３か所、人口密度や土地利用の状況などの観

点から保護すべき必要性の高いと認められる水防箇所が９か所あります。 

このような重要水防箇所等においては、梅雨前や豪雨が予測される場合は、河川に設置してい

る排水樋門の稼働点検や排水路の流水確認のほか、水田地帯にある堰の転倒状況を確認していま
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す。 

また、建設課所管の３排水機場と農政課所管の２排水機場においては、年間を通じてポンプ設

備や発電機設備の動作点検を委託しているところです。 

これまで２級河川や排水路の改修、バイパス水路の新設、排水機場の機能強化など、未然に災

害を防ぐ事業を行ってきましたが、近年の豪雨に対応できるよう、雨水管理総合計画で得た情報

を基に、浸水リスクの高い地域での整備を重点化するなど、事前防災の考えに基づく整備を行い

たいと考えております。 

○11番橋口洋一議員 事前防災の考え方を徹底して対策を取るということを理解いたしました。 

私の理解しているところでは、雨水管理対策については、下水道地域が対象になると考えてお

りましたが、同計画に対応しないと考えられるその他の地域についても、雨水管理対策は行われ

るということでよろしいんでしょうか。 

○松田誠建設課長 雨水管理総合計画は、流域治水関連法の一部見直しにより、浸水リスクの高

い地域での整備を重点化するため、令和４年度より取り組んでいるところです。 

当計画の雨水管理の方針の決定では、市全体として浸水対策の優先度を決定する必要があるこ

とから、下水道区域以外で浸水履歴のある地域も交付金事業の対象となりましたが、令和５年度

予定の段階的対策計画では、下水道事業区域のみが対象となることから、水流・山下地区におい

ては交付金事業の対象外となっています。 

しかしながら、市の浸水被害対策においては、水流・山下地区を含む浸水リスクのある全域が

対象地域であることから、優先度等を考慮して計画していく予定です。 

○11番橋口洋一議員 そういう今お話を伺いまして、安心したところです。充実した整備をよ

ろしくお願いしたいと思います。 

続きまして、山下地区の一時避難所ということで通告してございます。 

今までの御答弁で当局としては雨水対策を進めたところで、市民の生命財産を守るという方向

性にあるということは承知いたしました。早めの避難というものを従前から周知されているとい

うところも承知しております。 

先ほど、鹿篭麓町、山下・水流地区というお話がありましたが、以前、幼稚園を一時避難場所

としていたことがあると承知しております。その幼稚園跡地は寄附を受ける以前は、学校法人と

地域公民館、市の三者で協定を結んだところで、園舎を一時避難所として利用していたという過

去がございます。その後、市に移管されたんですけれども、そのときには使われることがなくて、

老朽化したため、今建物が取り壊されて更地になっているという状況であると承知しております。 

現在の更地の状態から、その跡地、その方向性というのを検討しているのでしょうか。 

一時避難所というところからまた質問させていただきたいと思います。 

○篭原正二財政課長 招魂塚幼稚園跡につきましては、今質問者からありましたとおり、平成

28年10月に市が寄附を受けまして、これまで行政目的に使用されない普通財産として財政課財

産管理係で維持管理を行っております。そして、建物に大きな亀裂が入るなど老朽化が著しい状

況であったことから、危険防止のため昨年度、令和４年度に解体工事を実施し、現在更地となっ

ている状況でございます。 

敷地内にある招魂塚の碑は、従前から地域の方々が管理されておりますけれども、今後、この

敷地をどのように活用していくかにつきましては、現在のところ検討が進んでいない状況でござ

います。 

○11番橋口洋一議員 いわゆる物理的な面からハード対策ですね、そういったものを利用して、

駆使して浸水被害発生を抑え込むという浸水被害対策には終わりがないと考えられるところです

ね、ソフト的な対策として人的被害を最小限に防ぐという、避難を前提とした対応を考えざるを

得ない面もあると考えております。 
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一方で、幼稚園跡の更地になった土地を見て、山下地区をはじめとした近隣住民の方々は、桜

山西側地区から川を越えずに自主避難できる大変有用な施設、また周辺地域10団体が一緒にな

って活用できる地域集会施設としての役割を持たせたコミュニティセンターとしても再出発を期

待していたところも想像に難くありません。 

いろいろな制約があって建物を建てられないという話もお聞きしますが、建築技術的な制約な

のか、地形的な制約なのか、そこらあたりをお示しください。 

○平田寿一総務課参事 山下地区の住民の方々をはじめ、地域の声として、第１避難所に指定さ

れている城山センターや妙見センターに避難しようとしても花渡川を渡らなければ避難できず、

台風や大雨時に花渡川を渡ることに危険や不安を感じることから、西鹿篭地区に指定避難所の設

置を望む声などがあることは承知しております。 

指定避難所につきましては、災害の危険性があり避難した住民等の危険性がなくなるまで必要

な期間滞在させ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させることを目的

とした施設であり、市町村が指定するものです。 

これまでも、民間の施設を含め、西鹿篭地区に指定避難所として指定できる既存の施設がない

か検討してきているところです。しかしながら、なかなか目的に合った施設等はなく、これまで

設置できていないところですが、今後も引き続き検討していきたいと思っております。 

招魂塚幼稚園跡地に建設的な問題を技術的にクリアし、社会福祉・健康増進対策のためのコミ

ュニティセンターの整備はできないかとのお尋ねですが、現在のところ、そういった具体的な計

画はないところです。 

住民の避難行動につきましては、市民の一人一人が災害の状況に応じた避難方法についてふだ

んから検討し、危険や不安を感じる前に早めの避難を心がけ、場面に応じた適切な避難行動を取

ることができるよう、平時から防災知識の普及を図るとともに、災害時においても住民自ら主体

的な避難行動が取れるよう、様々な情報伝達手段を通じ、確実かつ迅速に災害情報を伝達できる

ように今後とも努めてまいります。 

また、避難とは難を避けると書きますが、危険な場所から安全な場所へ移動し、安全を確保す

ることです。避難する場所は、指定避難所だけでなく、親戚や知人宅など安全が確保できる避難

場所を日頃から検討していただくようお願いしてまいりたいと思います。 

○11番橋口洋一議員 取組については、了解いたしました。 

当局におきましては、公共施設等総合管理計画等もございます。それで建物の長寿命化を含め

て適切な運営、管理を行うという方針であるということは承知しておりますので、軽々に新設と

言うことは難しいなということは理解しております。 

しかし、当局におかれましては、必要と思われる施設につきまして、様々な要望を踏まえたと

ころで、新設を踏まえたところの対応も念頭に置きながら、対応していただけるようお願いをし

たいと思います。 

前半部分については、以上でございます。 

引き続きまして、ふるさと納税についての質問に移らせていただきたいと思います。 

まず、質問１番目、枕崎市の納税額・件数の過去５年間の推移についてということでよろしく

お願いします。 

○日渡輝明企画調整課長 本市のふるさと納税返礼事業については、平成30年度に公募型プロ

ポーザルにより選定した市内の事業者と委託契約を締結し、これまで本市特産品である返礼品の

企画・提案、返礼品のＰＲなど、求められるニーズを的確に把握し、委託事業者、返礼品協力事

業者、行政ともに連携を図りながら、最新の情報を発信することで寄附額の増加につなげてまい

りました。 

本市ふるさと納税額の推移につきましては、寄附件数、寄附額の順に申し上げますが、平成
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30年度は１万7,943件、８億0,747万1,613円、令和元年度は７万0,761件、27億4,180万1,204

円、令和２年度は９万1,614件、33億2,906万1,817円、令和３年度は10万4,928件、34億0,685

万6,855円、令和４年度については、６万4,723件、15億9,936万1,000円で、前年度と比較しま

すと、寄附件数で61.68％、寄附額で46.95％と大きく下回る結果となっております。（55ペー

ジに訂正発言あり） 

以上です。 

○11番橋口洋一議員 これまで寄附額が大きく伸びていたにもかかわらず、昨年度は大幅に減

少しているということがよく分かりました。 

続いて、市外自治体へのふるさと納税額・件数について、過去５年間の推移をお伺いいたしま

す。 

○鮫島眞一税務課長 本市住民がふるさと納税先として選んだ各地の自治体への寄附金に関して、

全国の都道府県、市区町村へ行った特例控除対象寄附金の過去５年間の課税年度ごとの人数及び

寄附金額の合計につきまして申し上げます。 

令和元年度は122名で945万円、令和２年度は155名で1,214万5,000円、令和３年度は245名で

1,977万5,000円、令和４年度は350名で2,475万円、令和５年度は446名で3,359万3,000円とな

っております。 

なお、寄附を行った翌年に始まる年度が課税年度となります。 

以上でございます。 

○11番橋口洋一議員 市外地方自治体への納税額というのは、私も初めて耳にした項目だった

んですけれども、枕崎市にとっては、ふるさと納税に係る寄附額からすると、大きくは影響しな

いものであるというのは印象を持ちました。 

しかしながら、今お伺いしていますと寄附、入ってくる額につきましては、非常に少なくなっ

てきた令和４年度に対して、最終年に流出した金額というのは、1,000万から伸びているという

ことは、また入ってくる額が少なくなったにもかかわらず、流出しているものも多くなっている

ということですので、非常に危機的な状況があるのではないかなと考えております。 

業者等の協力を得ながら、ふるさと納税に関する制度を行っているかと思うところですけれど

も、その返礼事業協力事業者について、募集状況・選定はどのようになっているものか、お示し

ください。 

○日渡輝明企画調整課長 ふるさと納税制度による本市への寄附促進と地元特産品等のＰＲ・販

売促進及び地元産業の活性化などの相乗効果を図るため、市外にお住まいの寄附者に対する返礼

品を提供していただける返礼品協力事業者を随時募集しているところであります。 

返礼品協力事業者の要件としましては、本社、支社・支店、事業所や事業場が市内にある企

業・団体、個人であること。代表者等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定

する暴力団員の構成員ではないこと。市税等の滞納がないこと。各種法令等を遵守した生産、製

造、加工、販売またはサービスの提供を行っていること。事業所内で電子データの送受信が可能

であることや出荷管理システムが導入できるパソコンやセキュリティ対策が行われた環境が全て

整っているか整備予定であることとなっております。 

そのほか募集する返礼品についても条件を満たしている返礼品であることが求められておりま

す。 

原則、枕崎市で生産、製造、加工もしくはサービスの提供がされているものまたは枕崎市で栽

培、採取もしくは育成された原材料を使用しているものであること。枕崎市の魅力を伝えること

ができ、枕崎市のＰＲにつながる要素があること。品質及び数量の面において、安定供給が認め

られること。食品衛生法、食品表示法、農林物資の規格等に関する法律、商標法、特許法、著作

権法、不当景品類及び不当表示防止法、不当競争防止法など、関連法規を遵守しているものであ
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ること。平成29年４月１日付総務大臣通知、ふるさと納税の趣旨に反するような返礼品に該当

しないものであること。 

以上の条件に加えまして、寄附額の区分に応じた返礼品の上限額を定めておりますので、これ

まで申し上げた要件を満たしている必要がございます。 

返礼品の提供を希望する事業者から、申請書と必要書類が提出されましたら、市が審査を行い、

適当と認められる場合は、返礼品協力事業者として決定し登録をすることになります。 

以上です。 

○11番橋口洋一議員 要するに、要件を満たせば協力事業者として承認することとなりますと

いうことですね。 

前年90社ほどありました協力事業者の構成につきましては、今も同様の状況でしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 返礼品協力事業者の登録者数のこれまでの推移を申しますと、平成

29年度が13社、平成30年度が27社、令和元年度が38社、令和２年度が70社、令和３年度が87社、

令和４年度が90社、現在が92社となっておりまして、毎年度増加をしております。 

増加の要因としましては、ふるさと納税制度の認知の高まりや平成30年度から委託を開始し

た管理委託事業者が返礼品協力事業者の拡大に努めたことが考えられます。加えまして、返礼品

協力事業者にとっては、通常のインターネット上の商取引と比べまして、独自サイトの立上げや

ポータルサイトの管理運営をする必要がなく、また、ふるさと納税に関するポータルサイトへの

掲載手数料や輸送コストにつきましても市が負担するため、協力事業者にとってメリットは大き

く事業参加しやすい形態となっていることが上げられます。 

以上です。 

○11番橋口洋一議員 状況につきましては、了解しました。それでは返礼事業協力事業者との

協力体制ということで質問させていただきます。 

参加申込みの質問に対する回答書というのがございました、今回のプロポーザルの仕様書にで

すね。その回答には、本年４月に返礼品事業者の団体が設立され、その協議会の目的は、ふるさ

と納税制度の活用を図り、地場産業の振興及び枕崎市のＰＲに寄与するものとされておりました

が、具体的にはどのような活動方針になって活動されているのでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 本市特産品のブランド価値を高め、返礼品を通して本市の魅力を広く

伝える手段の一つでもあるのがふるさと納税であり、産業競争力の向上、地場産業の振興につな

げていくためには、返礼品協力事業者、委託事業者、行政が良好な関係を保ち相互理解を深めて

いくことは重要なことであります。 

任意の団体でありますが、令和５年４月27日に返礼品協力事業者の方々が一堂に会し、連絡

協議会が設立されております。返礼品協力事業者の皆様が相互理解、連携のもと、事業者おのお

のが得意とする分野を生かしながら、本市の魅力あふれる新たな特産品の開発などにつながって

いくことが期待されるところであります。 

返礼品協力事業者の連絡協議会についての活動は、これから会員相互の密接な関係性の下、体

制が構築されていくものと考えております。ふるさと納税制度の推進を図る上で、市としまして

も積極的に関わりを持ち、協力体制を築き上げていきたいと考えているところでございます。 

○11番橋口洋一議員 税収が大幅に減った中、非常にスピードが遅いというふうに思っており

ます。市当局におかれましては、スピード感を持った対応を考えていただきたいというふうに考

えております。 

次の質問でプロポーザルについての部分がございましたが、時間がございますので、この部分

は後ほど、またほかの議員の方々の一般質問等に上がっておりますので、そちらに回したいと思

います。 

６月以降のふるさと納税に関する対応状況についてということで、入札が不調になったという
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ことはホームページ等を見たところで理解をしております。 

一昨年の枕崎のふるさと納税においては県内で４番目、全国で見ると33番目という、そうい

った驚異的な額を寄附していただいているところでもあります。というこの事実は、枕崎のポテ

ンシャルの高さを現わしているものであります。これは、より一層伸ばしていくということがで

きる貴重な分野であると考えております。 

それらを踏まえて、６月以降の対応についてお伺いいたします。 

○日渡輝明企画調整課長 ６月１日以降の対応状況について申し上げますと、６月３日に本市ふ

るさと納税において利用できるポータルサイトのうち、寄附の受付額が最も多いポータルサイト

での受付を再開しており、委託事業者が選定されるまでの期間は、ポータルサイトの運用につい

て、ふるさと納税の担当部署である企画調整課企画調整係で受注・管理を行ってまいります。 

その他のポータルサイトにつきましても、寄附受付額が多いサイトのうち１つのポータルサイ

トを６月14日に再開をしておりまして、これから順次ポータルサイトを再開する手続を進めて

いるところでございます。 

本市への寄附を検討されている多くの方もおられますし、返礼品協力事業者のふるさと納税に

期待する声もありますので、スピード感を持って対応をしていきたいと考えているところです。 

○11番橋口洋一議員 今説明で昨年のウェブサイトにおいて取扱いの多かった２サイトの運営

をしているというようなお話がありました。もし企業であれば、見込まれていただろう重要な収

益が十何億減ったとなれば、抜本的な対策を取ろうと動くのが当然の行動かと思います。現状は、

市においてもせっぱ詰まった状況であることを当局は強く認識する必要があると思います。 

この難局を乗り越えるために、市当局においてもプロジェクトチームを立ち上げるなど、一昨

年度のふるさと納税額に追い付くことはもとより、大幅に減収となった昨年度を教訓に様々な取

組を行い、枕崎市におけるふるさと納税の正常化、さらなる飛躍を視野に対策を行いますと、市

長が旗を振り、市政発展のため邁進する決意はおありでしょうか。 

○前田祝成市長 今、ふるさと納税の現状について企画調整課から説明がございました。ふるさ

と納税につきましては、本市を応援してもらうための寄附金でございます。寄附をすることで多

くが住民税であるとか、所得税から控除される制度となっております。 

申し訳ございません、釈迦に説法ですが、住所地の自治体以外への寄附には寄附を受け取る自

治体から返礼品を送ることができると、こういうルールになっているわけでございます。 

自治体にとりましては、返礼品を通して、町の魅力を伝える効果、それに加えまして、その施

策を推進することで財源確保にもつながる貴重な手段となっております。 

安定した行政サービスの充実でありますとか、地場産業の活性化のためにも、本市でも制度の

活用を積極的に推進していく必要があると考えております。 

そのためには、事業を運営していくための仕組み、これをしっかりと構築する必要があり、こ

れまで業務委託事業者を通じてふるさと納税事業を進めてきたところでございます。 

一方、参加される返礼品協力事業者にとりましては、事業拡大あるいは新たなビジネスチャン

スへのきっかけといった魅力もありますので、今後も返礼品事業者への参加の働きかけは必要と

思います。 

その仕組みの中で、参加事業者がどのぐらいの販売規模で返礼品を提供されるのか、商品の調

達あるいは在庫管理、発送業務など、それに必要な人的リソースも含め、事業規模の判断はそれ

ぞれの事業者で行うものと理解してございます。 

まさに企業戦略であり、企業の意思決定であると思います。 

今後とも、返礼品事業者との情報交換、事業見込みなどをしっかりと把握しながら、本市のふ

るさと納税返礼事業を進めていこうと考えております。 

そして、その仕組みにつきましては、これまでの事業運営でありますとか、今回のプロポーザ
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ルにおいて学んだ知見でありますとか、検証等を踏まえまして、その仕組みがどうあるべきかを

しっかりと検討した上で事業を進めていこうと考えてございます。 

○11番橋口洋一議員 市長におかれましては、スピード感のある対応で、大きな決断、素早い

決断とともに行っていただきたいと考えております。 

今、ふるさと納税のお話をさせていただいているところですけれども、ちまたでは、何かの調

査を受けると何十億入ってくるような話も聞いております。そのような話に振り回されることな

く、枕崎として、現行の税制上において取り得るあらゆる知恵を絞り、自立的、持続的な市の発

展につなげる取組に尽力していただきたいと思います。 

取組いかんによっては、一昨年度の34億円はもとより、一昨年度寄附金額トップの自治体の

ように150億の寄附を頂く、そういう可能性も秘めている事業でございます。 

市にとって危機的な状況であることを市長以下当局の方々が認識を新たにしていただき、この

難局に立ち向かってもらいたいと思います。 

最後に、市長。進みましょう前へ。市民のために。市民・事業者と一体となって。 

以上をもちまして、私の一般質問を終わります。 

ありがとうございました。 

○永野慶一郎議長 以上で、橋口洋一議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時01分 休憩 

午後１時10分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、眞茅弘美議員。 

［眞茅弘美議員 登壇］ 

○８番眞茅弘美議員 枕崎市議会におきましては、４月に市議会議員選挙があり、定数も２減の

12名となりました。私は２期目となりましたが、今まで以上に研さんを重ね、市民の代表とし

てしっかり責務を果たしてまいりたい所存でございます。 

さて、新型コロナ感染症法上の位置づけが５類に移行しました。市民の皆様の生活様式も日常

に戻りつつあります。本市においても様々な行事ごとが通常に戻り、市外からの観光客も、休日

になると多く見かけるようになりました。 

学校生活においても、これまで感染症対策や様々な制限がなされ、特に楽しいはずの給食時間

は黙食だったと聞いておりますが、現在は、感染対策を行いながら楽しい雰囲気での給食時間に

戻っているようです。学校は、単に教科や知識、すなわち勉強を教えるだけでなく、子供たちの

生活全体や成長の様々な側面に深く関わり、多様な資質・能力を育てることに貢献していただい

ていると存じます。 

そこで、１日の大半を学校で生活する子供たちが安心して学校生活を送れるように、学校の個

室トイレに生理用品を置いてほしいということで、１つ目の質問をさせていただきます。 

本市では、昨年度、県の事業を活用して、学校のトイレに生理用品を配置したと聞いておりま

すが、こちらの内容をお願いします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 生理の貧困問題については、経済的な理由により生理用品を購入できないだけ

でなく、家庭や家族の事情によって生理用品が手に入らないことや、性に対する理解や知識不足

など様々な要因が考えられ、社会の理解不足があるとされています。 

そこで昨年度、質問にありましたように、県の『生理の貧困』支援促進事業を活用し、各学校

の実態を把握した上で、必要とする学校の個室トイレに生理用品を常備するために配布を行いま

した。 
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具体的な取組内容につきましては、担当課長が答弁いたします。 

○森健一郎学校教育課長 県の『生理の貧困』支援促進事業を活用し、学校における生理の貧困

問題の解消を図るために、学校と連携し令和４年11月から令和５年２月までの４か月間、市内

３中学校の女子トイレの個室に生理用品を設置できるように必要数を配布いたしました。 

○８番眞茅弘美議員 本市には中学校４校ございますが、３校に配布したということはどのよう

な理由でしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 学校規模により、設置場所の衛生面や管理面、定期的な点検に要する

校内体制を整える時間がなかったため、まずは体制の整った３校へ配布し、成果や課題を整理す

ることとしました。 

○８番眞茅弘美議員 その３校で、例えば一月にどのくらいの数の利用があったとか、その辺の

数について分かりますか。 

○森健一郎学校教育課長 一月当たりの使用数というのは把握しておりませんが、実証期間中に

配布した数が３校で、１校目が80枚、２校目が160枚、３校目が200枚配布しております。 

○８番眞茅弘美議員 それではその数が分からないということでしたら、どのくらい残っている

かということも分からないわけですよね。 

○森健一郎学校教育課長 実証事業を行いました３校に必要に応じて配っておりますので、80

枚配った学校と160枚配った学校と200枚配った学校は、それぞれその枚数だけ使っていると考

えております。 

○８番眞茅弘美議員 承知しました。あと、配布の後の子供たちの反応というものはどのような

感じだったのでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 昨年度の「生理の貧困」支援促進事業の取組の成果として、学校から

は、生理用品がトイレに常備されることで安心感がある、日常的に使用できるようになった、必

要とする子供たちへの配慮があってありがたいなどの意見が報告されております。 

課題としましては、衛生面を踏まえた管理体制を今後整えていく必要があるということ、各自

で生理用品を常備するという基本的な習慣づけが難しいといったような意見が報告されておりま

す。 

○８番眞茅弘美議員 私、学校の個室トイレに生理用品を置いてほしいという質問は、今回で２

回目ですが、これまでも、やはりそのような声が届いております。 

ある方からは、もう当たり前のように置いてあるんじゃないの、それから、どうしてトイレに

置かないのかねなど、そのような意見がございます。 

そして近年よく耳にするようになりました生理の貧困は、子供の貧困問題に深いつながりがあ

り、社会全体で取り組む必要がある問題だと存じますが、経済的・家庭的な問題がなくても人間

として誕生してからの生理現象でございます。１日の大半を学校で過ごす子供たちは、いつ始ま

るか予測がつかないことも多分にあると存じます。また、家庭環境によって生理用品の入手が困

難だったり、十分な替えを持ち合わせていないなど、困ったり恥ずかしい思いをすることのない

ように小中学校の個室トイレに生理用品を設置していただきたい。県の事業に引き続き、本市で

も取り組んでいただけないでしょうか、お願いします。 

○森健一郎学校教育課長 今年度は、市内の全中学校の女子トイレの個室に生理用品を設置し、

成果と課題を整理しながら、生理の貧困に陥っている子供たちに生理用品が確実に届き、安心し

て健康に学校生活を送ることができるように、学校と連携した取組を進めてまいりたいと考えて

おります。 

なお、小学校の個室トイレへの配置については、発達段階に応じた取組を慎重に検討していき

たいと考えております。 

○８番眞茅弘美議員 ありがとうございます。まずは中学校からということですが、大きな第一
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歩です。子供たちの大きな反応もあり、教育委員会として寄り添っていただけた、そのように感

じたところでございます。また、小学校に関しては年齢の幅も広く、そしてまだまだ年季の入っ

たトイレも多く、配置場所に苦慮されることでしょう。 

しかし、小学生の子供の立場になりますと、最近では早い子供では２年、３年生から初潮があ

ると聞いております。学校としてできることとして、例えば個室トイレに、保健室に来てくださ

いとか、分かりやすいチラシを掲示していただくなどしていただければ、ありがたいと存じます。 

それから、先日聞いた話ですが、本市の女性団体の皆様が、バザーや募金活動で得た収益金で

購入した生理用品を小中学校に寄贈してくださったということです。その贈呈式に参加した小学

生の女の子が、家に帰ってから父親に話をしたそうです。 

内容は、今日、おばちゃんたちが学校に来て、生理用ナプキンをくれたんだよ。うれしかった。

できればトイレにあるといいなという内容だったそうです。 

そのお父さんは、何よりも父親に話をしてくれたことがうれしかった。娘の言うとおり、トイ

レに置いてほしいとも言われました。これは貴重な生の声でした。 

小学校は、また検討してくださるということではございますが、中学校に置いてくださるとい

うことで安堵いたしました。中学校の個室トイレに置いてくださる生理用品の予算ですが、これ

は本市の予算でしょうか。あと、どのくらいの金額でしょうか、お願いします。 

○森健一郎学校教育課長 予算につきましては、令和４年度から新たに保健室常備用生理用品等

として、各小学校に5,000円、各中学校に１万円の予算措置をしております。 

○８番眞茅弘美議員 承知しました。それから、保健室には以前から準備してくださっているよ

うですが、同時に下着のほうも準備していただきたいと思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 下着の設置状況ですが、学校の現状としては、小学校４校、中学校４

校の全学校において、着替え用の下着を保健室に常備しております。 

衛生面の観点から、今後も保健室に常備することを基本として、児童生徒が安心して使用でき

るようにしていきたいと考えております。 

○８番眞茅弘美議員 それは安心いたしました。これまでも養護教諭の先生方には、いろいろと

配慮いただいております。これまで同様、保健室の相談に行ける環境を継続していただくようお

願いしたいと思います。 

今年度は中学校の個室トイレに置いてくださるということですが、先ほど予算も発表していた

だきましたが、経費もそんなにかかるものではございません。ぜひ今後、永続的に設置をお願い

したいと思います。そして小学校につきましても、個室トイレに設置していただくよう、ぜひ前

向きに検討していただきまして、子供たちが困ったり恥ずかしい思いをすることなく、安心して

学校生活が送れるように、御検討よろしくお願いいたします。 

次の質問に移ります。ふるさと納税についてでございます。 

午前中のふるさと納税についての質問の中で、ここ数年の納税額を上げていただきましたが、

令和元年には27億円、令和２年には33億円、令和３年には34億円という大変大きな納税額とな

っておりました。令和３年度は、県内で４位という結果となり、これも、これまで委託事業者、

そして協力事業者、また当局担当課の皆様のおかげでもございます。 

しかし、ところが昨年度、協力事業者からの不満の声などもございまして、議会でも幾度とな

く質疑が交わされ、このままでは納税額がかなり落ちるのではないかと危惧していたところ、残

念ながら半減以下となる結果となりました。昨年度約16億円、こういう結果となっております。 

私これまでもふるさと納税に関しましての質問をさせていただいておりますが、その中で、委

託事業者は一社随意契約でなく、プロポーザルするべきだと言ってまいりました。いろいろ検討

してくださった結果だったと存じますが、今年度４月にプロポーザルを実施されました。 

それでは、まず、公募型プロポーザルの応札、落札の結果をお願いいたします。 
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○日渡輝明企画調整課長 ふるさと納税返礼事業業務の委託業者を選定するための公募型プロポ

ーザルを今回実施いたしましたが、本定例会初日の本会議終了後の全員協議会で報告したとおり

でございますが、改めて経緯を申し上げますと、平成30年度に公募型プロポーザルにより選定

した市内事業者と委託契約を締結し、平成31年度から令和４年度までは、寄附金額の状況や当

該市内事業者の契約の履行状況等の評価を行った上で、当該市内事業者と随意契約により委託契

約を締結してまいりましたが、事業機会を平等に提供するため、一定期間で公募型プロポーザル

による事業選定を実施することが必要であるとの考えの下に、令和５年度につきましては、当該

市内事業者と５月末までの２か月間の委託契約を締結し、６月１日からは、新たに選定した事業

者と委託契約を締結するというスケジュールで公募型プロポーザルを実施しております。 

枕崎市ふるさと納税返礼事業業務受託業者選定委員会による審査において選定された最優秀者

と、次点候補者との協議が整わず、６月１日以降、委託事業者が決定していない状況になってお

ります。 

○８番眞茅弘美議員 委託業者ですが、プロポーザルが行われまして、最優秀者となった事業者

が辞退されたということをお聞きしております。その理由をお願いいたします。 

○日渡輝明企画調整課長 今回公募型プロポーザルにおいて、最優秀者から受託の辞退届が提出

されましたが、この辞退の理由としましては、「受託に当たり、業務内容の詳細を貴庁と協議し、

その内容を基に、社内各部署で業務に関する協議を行ったところ、一定の期間で人的リソースの

確保並びに弊社の提供するサービスの水準に持っていくことができないと判断したため辞退しま

す」という理由になっているところです。 

最優秀者も、社内のシステム担当、政策担当、受注担当の各部署で本市業務の内容を数回にわ

たり精査していただいたと確認をしております。本市も相手方の作業スケジュールに合わせた提

案をしたところでありますが、協議を整えるに至りませんでした。 

○８番眞茅弘美議員 このプロポーザルの様式を見ますと、Ｑ＆Ａも実施されております。その

Ｑ＆Ａの中で不安要素は解決するのではないかと思いますが、前事業者のお持ちのデータ、これ

っていうのは帰属されるのでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 まず、情報の保存及び引渡し並びに保有の禁止につきましては、業務

委託に関する仕様書にうたわれておりまして、業務に関する資料や情報を書面または電磁的記録

により保存すること、委託期間の終了後に、業務に関する資料や情報を書面または電磁的記録で

市へ引き渡さなければならない。ただし、引き続き本業務と同じ内容の業務を契約を締結した場

合、この限りではない。委託期間の終了後に、業務に関する資料や情報を書面または電磁的記録

を市へ引き渡した後は、本業務によって得た資料や情報を保有してはならない。ただし、引き続

き本業務と同じ内容の業務の契約を締結した場合、この限りではないとされております。 

また、知的財産権についてでございますが、業務委託契約書において、本契約の履行に際し、

乙が著作物等の制作物を作成する場合は、合意のない限り、乙の制作物に生ずる著作権、特許権、

その他の知的財産権は全て乙に帰属するとされております。 

今回のケースで申し上げますと、返礼品協力事業者の方々が出品する返礼品の画像等について

は、契約書において、知的財産権は原則として委託事業者に帰属するものとなっていることから、

著作物等の制作物を除く書類データは市に引き渡されているところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 そのように書かれておりますが、このＱ＆Ａの中に、今回の業務委託開始

時にポータルサイト及びシステム上の寄附情報、返礼品情報、画像、返礼品提供事業者等の各種

データ及びログイン情報等を引き継がれますかとの質問に、引き継ぐことを想定しているとある

のですが、これはどういうことでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 まず、画像等の著作物に関する部分については、先ほど申し上げたと

おりでございます。 
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今回、本市ふるさと納税において利用できるポータルサイトのうち、寄附の受付の額が最も多

いポータルサイトでの受付を６月３日に再開しているところでありますが、このポータルサイト

の運用につきましては、委託事業者から引き渡されたデータでありまして、画像の使用について

も許可をいただいた上で運用を行っているところであります。 

その他のポータルサイトにおきましても、６月14日に再開したサイトもあり、これから順次、

ポータルサイトを再開する手続を進めているところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 ということは、現在、市で運営しておりますよね。市で運営が始まったの

で、引き継いでいただいたっていうことでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 今回のケースにつきましては、これまでの委託事業者が次点となった

ときから協議を始めておりますが、その段階から、現在６月３日から開設されているポータルサ

イトについては、引き続き運用をしても構わないということで協議がその部分については整って

いたところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 理解できない部分もあるんですが、その辺のところにつきましては、課題

があるのではないかなと思っております。そして、このプロポーザルの期間、これも短かったの

ではないかなと思いますが、そこに関してはいかがでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 今回の公募型プロポーザルの検証、今後の方針について整理を行って

いるところでございますが、御指摘のありました募集から契約までの期間が短かったのではない

かという点におきましては、今回、公募型プロポーザルに県内、県外から４社の申込みがあった

一方で、最優秀者、次点候補者との協議が整わず、委託業務を契約するに至らなかったことを考

えますと、次に向けた検討すべき課題として整理をしているところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 それでは、次の質問に移りますが、今回の結果により、事業者への混乱と

迷惑をおかけすることになったわけですが、５月25日から受付が一時停止しておりました。現

在は、本市で２つのサイトを運営されているようです。その辺についての協力事業者への説明、

または対応はどのようにされましたか。 

○日渡輝明企画調整課長 公募型プロポーザルの結果により、これまでの委託事業者との契約が

５月31日に満了となることになり、委託事業者と協議の結果、ポータルサイトに掲載を行って

いた返礼品の受注・発注に係る業務の整理を契約期間内に全て終える必要があったことから、５

月25日から全ての受付を一旦停止することになりました。 

限られた時間の中で、返礼品協力事業者へのお知らせをしなければならなかったこともあり、

返礼品協力事業者へはメールと文書による併用でお知らせをいたしましたが、５月25日以降、

既に受付が停止した時点で情報を確認された返礼品協力事業者もいたことから、混乱を招き、委

託契約の進め方について多くの課題が見受けられたところであります。 

６月以降の対応につきましても、返礼品協力事業者へ案内ができたのが前日の５月31日とな

りました。公募型プロポーザルで選定された最優秀者、次点候補者との協議が５月31日まで及

んでしまったことから、ふるさと納税に関する具体的な工程をお伝えすることができずに、関係

者の皆様に大変御迷惑をおかけいたしました。 

６月14日に返礼品協力事業者の皆様方にお集まりいただき、今回の公募型プロポーザルの経

緯やこれから委託事業者が決定するまでの間、ポータルサイトの運用、受注・発注に関する事項

など、今後どのように本市のふるさと納税を進めていくのか御説明をさせていただき、御理解を

いただいたところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 ポータルサイトの運営を、現在、担当課で行っているようですが、現時点

での寄附額、こちらをお願いいたします。 

○日渡輝明企画調整課長 ６月３日からポータルサイトを再開しまして寄附を受け付けしており

ますが、６月15日現在で申しますと、437件、901万6,000円となっております。 
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○８番眞茅弘美議員 １つのサイトは、結構これまで数的にも多くを占めていたサイトだと聞い

ております。今後、どうするか非常に大事になってくると思いますが、運営をどのようにしてい

くか、お願いします。 

○日渡輝明企画調整課長 これまでの答弁と重複するところもございますが、６月３日から本市

ふるさと納税において利用できるポータルサイトのうち、寄附の受付額が一番多いポータルサイ

トでの受付を再開しており、また、その他のポータルサイトにつきましても、寄附受付額が多い

サイトのうち１つのポータルサイトを６月14日に再開をしており、これから順次ポータルサイ

トを再開し、体制を整えていきたいと考えております。 

委託事業者が選定されるまでの期間は、ポータルサイトの運用について、ふるさと納税の担当

部署である企画調整課企画調整係で受注・管理を行っていくこととしているところでございます。 

また、今回の公募型プロポーザルの検証と今後の方針についての整理を並行しながら、これも

重ねての答弁になりますが、本市へ寄附を検討されている多くの方もおられますし、返礼品協力

事業者のふるさと納税に期待する声もありますので、スピード感を持って対応をしていきたいと

考えているところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 今、課長が申されたとおりでございます。このふるさと応援基金は、本市

にとって本当に大きな財源でございます。この２年間は、幅広い多くの予算の中でも90前後も

の事業にふるさと応援基金事業を充てて予算を立てることができたようでございます。一刻も早

くしっかりとした形に収まってほしいとは思いますが、どのような方法がベストなのか、よく考

えていただきたい、そういうわけでございます。 

現在、何とか２つのサイトの運営が可能となり、安堵しているところではありますが、しかし、

現在、担当課の限られた職員で対応しているわけでございます。通常の業務もやりながら、非常

に大変だと存じます。このふるさと応援基金は、本市にとって本当に大きな財源ですので、担当

課だけでなく、市役所、ほかの課にも、例えば企画調整課の経験者もいらっしゃるはずです。手

が空いている職員に応援をいただくなど縦割り横割りでなく、協力し合い、助け合う、これ民間

企業では当たり前でございます。このようなことをきっかけにまとまり、そしてさらにふるさと

納税事業が盛り上がると思います。 

今の状況はすぐ改善されそうにも今のところございません。そのあたりの協力体制、こちらに

ついて、市長、いかがでしょうか。 

○前田祝成市長 現状については、先ほどから答弁しているとおりでございます。 

今議員からございました御提案に関しても、当然、通常業務がある中で企画調整課が今、かな

りハードな仕事をしている状況でございますので、そのあたりについては、組織横断的に助けら

れる部分はしっかりやっていきたい、そのように考えますが、基本はやはり担当部署で、今回の

件を検証した上でどうあるべきかというところを、先ほどの質問者の答弁とも重なりますが、し

っかりと取り組んでいくということをやっていきたいと、そのように考えております。 

○８番眞茅弘美議員 よろしくお願いいたします。一刻も早くしっかりとした形に収まってほし

いという思いはございますが、どのような方法が一番ベストなのか、よく思案していただきたい。 

それで、今回、この公募型プロポーザルもこのような結果になったわけでございますが、今後、

市で運営する、または第三セクターであるお魚センターに委託するなどの考えはございませんか、

市長、お願いします。 

○前田祝成市長 答えが重複するかもしれませんが、特に返礼品に関する業務につきましては、

本市の魅力を伝えることができる返礼品の企画・提案、新たな特産品の発掘や体験型メニューの

提案などに積極的に進めていただきたいと考えております。 

返礼品の安定的供給、そして品質の確保につきましては、返礼品協力事業者との調整を十分に

行った上でやる必要があると考えております。 
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今質問がございました第三セクターのお魚センターでということでございますが、これにつき

ましては、運営に関する件については、市としてはお答えする立場にないので、答弁を控えたい

と思います。 

御質問はお魚センターへの質問でありまして、それをこの議会の場で市長としてお答えするこ

とは差し控えますが、そのような問いが一部返礼事業者からお魚センターへあり、そのことに対

しましては、お魚センターが一定の答えを出しているということは認識、確認してございます。 

○８番眞茅弘美議員 お魚センターに関しては、半分以上の出資もしてございます、市でですね。

それから昨年12月には、5,000万円の貸付けの提案があり、議会としては附帯決議を付したとこ

ろでございます。特に附帯決議の理由といたしまして第三セクターとしての経営方式についてで

ございましたが、市長は第三セクター方式で進んでいき指導的立場でやっていきたいと述べられ

ました。この責任はとても重いと思います。5,000万円の貸付けの返済も７年据え置き。しかし

ながら、貸付けはこれだけではございません。返済時期が必ずやってまいります。大改修をした

ら来客は増える、こんな甘いものではございません。もちろん担当者の方では一生懸命やってい

らっしゃると思います。そして、聞いております。 

利益を出し、テナント料を安価にすれば、入るテナントも増えると活気も出ます。そして、私

以前から申しておりますが、お魚センターの目玉である生きた魚をほかにない安さで売る、これ

も実現できます。 

検討・計画は入念にされていらっしゃると存じますが、しっかりとした運営ができる見通しを

立てるためにも私は進めるべきではないかと存じます。ぜひ検討をよろしくお願いいたします。 

次の質問に移ります。火之神地区の養豚場跡地についてでございます。 

火之神地区の養豚場跡地は、地域の活性化と関係人口の創出・拡大につながる地域の魅力創出

事業としてワークショップを実施しております。仕様書の中では５回ほど行うように書かれてお

りますが、実施回数、そして内容についてお願いします。 

○田代勝義企画調整課参事 火之神地区の当該土地につきましては、景観及び環境の保全を目的

に取得いたしましたが、この土地を有効的に活用することで、地域の活性化や関係人口の創出・

拡大につながるなど、様々な地域課題の解決につながる大きなポテンシャルを秘めているものと

考えております。 

昨年度に当該土地の利活用に関し、将来的なビジョンを描くための取組としまして、ワークシ

ョップを活用した検討会を全５回にわたり実施いたしました。 

検討会の参加者は、市役所内の複数の課の様々な年代の職員26名と、まちづくりに関心のあ

る市民８名の計38名でございましたが、第１回目のワークショップは職員のみでスタートし、

ファシリテーターの指導の下、インタビュー形式で枕崎の魅力や価値、枕崎の未来について互い

に聞き取りを行い、それをグループ間で論議し、その思いを全員で共有することから始まりまし

た。 

第２回目のワークショップでは、リノベーションまちづくりに取り組んでいる霧島市の職員の

方を講師に招きまして、事業の取組や実例報告を紹介していただき、その後のワークショップで

は本市の魅力や当該土地の利活用についてのアドバイスをいただきました。 

第３回目のワークショップから市民の方も参加いただきまして、番所鼻自然公園の視察を行い、

多くの方が訪れる観光地になるまでの経緯や、公園整備に携わっているＮＰＯ法人の取組、補助

事業の活用による今後の公園整備計画について学びました。 

第４回目のワークショップでは、レゴブロックを用いてグループ内での認識を可視化し、理解

度を高めた後、枕崎市を取り巻く機会（Opportunity）と脅威（Threat）、枕崎市における強

みと弱み、この４つの要素によるＳＷＯＴ（スウォット）分析を行い、さらにこの４つの要素を

掛け合わせて戦略を導き出すためのクロスＳＷＯＴ（スウォット）分析を行いました。 
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このような取組から、当該土地を様々な視点から導き出した利活用方法について、５回目とな

る最後のワークショップで５つのグループによりプレゼンテーションが行われたところです。 

このプレゼンテーションに向けては、各グループで互いに時間を調整しながら複数回集まり、

プレゼン資料に使う写真や表現方法、見せ方などに、これまで培った各自の経験やスキルを取り

入れた工夫やこだわりの見える興味深いプレゼン資料が出来上がりました。 

プレゼンテーションの内容について幾つか申し上げますと、景観を生かしたみんなが集まれる

日常と少し距離を置いた空間として、大人も子供も遊べる憩いの場の整備や森林浴のできる遊歩

道の整備、火之神公園と差別化したキャンプ場の整備、また枕崎の食を生かした、その時期のテ

ーマに合わせて楽しめるポップアップストアの展開や、海の見えるオープンキッチンの整備など

がございました。 

このような提案につきましては、あくまでも各グループによる今後の利活用に対する考え方の

一つにすぎません。当該土地の利活用につきましては、市民の皆さん方のそれぞれ思い描くビジ

ョンもあるかと思います。そういった幅広い御意見等をいただきながら、有効活用が図れるよう

引き続き検討を進めてまいりたいと考えております。 

○８番眞茅弘美議員 ワークショップのメンバーですが、市の職員が26名、一般市民から８名

ということでございました。 

話によりますと、その職員は若手を中心にということで集められたと聞いておりますが、この

市民の方ですけどもどのような方が参加されたのでしょうか。 

○田代勝義企画調整課参事 ワークショップの市民の方からの参加者につきましては、当初から

まちづくりに関心のある市民ということで検討していたところです。 

まちづくりに関心のある市民の方は結構いらっしゃると思いますが、今回は、まちづくりや地

域課題解決について、市職員と市民との論議や協働作業を通じて市民の方の考え方を知り、そし

てお互いの考え方の違いなども学ぶ場として捉えておりましたので、これまで市のイベント企画

や観光に携わってきた経験のある方などを中心に、委託事業者と話し合いながら直接、参加者に

お声かけをさせていただいたところです。 

○８番眞茅弘美議員 個別的な誰々ということはもちろん申せないと思うんですが、これワーク

ショップが終わってからだったのですが、このようなワークショップは自分も参加したかったと

か、いつどのような方法で集められ、決まったのかという声もございました。 

そういうことから、公平平等性とかいう観点からも、市民に広くお知らせし、呼びかけるとい

うことも大事ではないかと思います。 

このワークショップ、約300万円の予算をかけて実施されました。委託事業者からの報告とい

うかまとめも出ていると思いますが、この予算が生きていくように、今後はどのような方法で進

めていくのか、お願いします。 

○田代勝義企画調整課参事 先ほどもありましたとおり、参加したい市民の方というのもいらっ

しゃるということで、今後につきましては、ただいま申し上げましたそういう市と市民の方々と

のワークショップ、そういったものを一つの参考にしながら、今度また具体的な計画をつくる中

で市民の方の参加も呼びかけていくという状況になっていくと思います。 

また今、解体も進んでおりますので、そういった解体した後に更地になったそういう状況等の

風景等もまた皆さん方に御覧いただきながら、今後の計画についても、また策定に向けて取り組

んでいきたいと考えております。 

○８番眞茅弘美議員 市長は、この養豚場跡地について施政方針の中で幅広い御意見を収集して、

本市のさらなる魅力発信につながる基本構想について検討を続けてまいりますと述べていらっし

ゃいますが、現時点での市長の見解をお願いいたします。 

○前田祝成市長 施政方針で述べましたとおり、幅広い意見を収集して基本構想について検討し
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たいと考えてございます。 

先ほど参事からございました２か年で跡地整備を計画してございますので、その期間も有効に

使いながら、そして投資する費用でありますとか、維持管理していく費用等に関しても、長期的

な費用対効果あるいは投資リスクなどを慎重に検討しながら基本構想を立てていくことになろう

かと思います。 

先月から語る会を開始してございますが、その中でも市民からの御意見があれば聞かせていた

だこうと思っております。現に、さきの茅野公民館で会がございましたが、そこでも御意見をい

ただいたところです。 

また、先ほどから説明がございますワークショップですが、昨年度の職員と市民によるワーク

ショップ、これにつきましても、各グループの最終プレゼンについて私自身も聞かせていただい

ておりますので、今後、様々な御意見を収集した上で基本構想を検討してまいりたいと、そのよ

うに考えております。 

○８番眞茅弘美議員 現在、養豚場跡地にはたくさんの鉄筋コンクリートの構造物が残っており

まして、計画では、先ほどもございましたが２年かけて解体すると聞いております。 

これは火之神地区建物解体事業ということで、２年で３億円の計画で本年度は１億5,000万円

が計上されていたと思いますが、これ入札はどうなっておりますか。 

○篭原正二財政課長 ただいま御質問のありました火之神地区建物解体事業につきましては、今、

質問者からありましたとおり２か年で３億円程度の予算ということで本年度１億5,000万円、２

か年度に分けて実施するということになっております。 

今年度につきましては、まず、敷地の東側、海岸通りの市道に面した場所につきまして、それ

を北側、中央、南側の３工区に分けまして建物の解体工事を進めます。現在、３工区のうち北側

と中央の２工区につきまして、契約手続を完了いたしまして、そして６月下旬から今月下旬から

着手いたします。 

実質的な工事は７月中旬ぐらいからになろうかと思いますけれども、もう６月には着手してい

くということになります。残りの南側の１工区、一番大きな建物がございますが、その建物につ

きましては、８月に契約手続を行いまして、８月下旬に工事に着手し、２月末までに完了する予

定となっております。 

令和６年度につきましても、敷地の西側の建物解体工事を行いまして、令和７年２月までには

完了する予定となっております。 

○８番眞茅弘美議員 この解体工事の業者は何社でしょうか。 

○篭原正二財政課長 契約手続に当たりまして、まず、本市内の事業者のうち、この規模の解体

が可能である土木業務のある程度大きな企業になりますけれども、その企業８社を御指名いたし

まして、現在２工区発注いたしておりますので、今そのうちの２社が受注をしているということ

になります。 

○８番眞茅弘美議員 分かりました。この解体事業費も、ふるさと応援基金活用事業で計上され

ております。３億円という大変大きなお金でございます。近年、物価高騰も続いておりますが、

おおよそ３億円という金額で、果たして解体作業が終わるのか、そこら辺はどのように見てらっ

しゃいますか。 

○篭原正二財政課長 申し上げましたこの約３億円という事業費でございますが、この事業費に

つきましては、まず、予算を立てるに当たりまして、市内事業者にも中を見ていただきまして、

必要となる事業費というものを見積もっていただいております。その上で、市といたしまして予

算化をして、市で設計を立てまして、それで入札手続にかかっているということでございます。 

基本的には、この３億円という事業費で、当初予算で申し上げました工区、この敷地内の建物

及び基礎部分のみ残っているコンクリート部分、そこの部分については撤去を完了する予定でご
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ざいます。当初予算の３月定例会でも申し上げましたけれども、その際様々な、例えばもう少し

撤去しなければならないものが発生したりとか、そうした場合には、その都度必要に応じた予算

措置も併せてお願いしたいと考えておりますが、基本的にはこの３億円という事業費で完了する

ものと見込んでございます。 

○８番眞茅弘美議員 ふるさと応援基金は納税者の方の善意でございますので、有効に活用して

いただきたいです。 

以上で、私の質問を終わります。 

○永野慶一郎議長 以上で、眞茅弘美議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時07分 休憩 

午後２時16分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、辻本貴志議員。 

［辻本貴志議員 登壇］ 

○３番辻本貴志議員 私は、去る４月23日の市議会議員選挙におきまして、市民の皆様の温か

い御支援により当選させていただき、枕崎市議会議員に就任いたしました。 

一票を投じていただいた市民の皆様に深く感謝するとともに皆様の思いを深く受け止め、市政

の発展に尽力してまいります。 

初めての質問に入ります。本市の人口流出の現状についてお尋ねします。 

私の周りは子育て世代が多く、その方々の話を聞くことが多いのですが、枕崎が本当に大好き

で、枕崎に本当に頑張ってほしいといった意見が多く聞かれています。 

しかし、中には今後の枕崎に希望を持てずに転出し、住まいは近隣の市であり、そこから本市

で仕事を行うために通勤しているという現状も多く聞かれています。実際に何人転出していると

いった数字的なものはありませんが、最近、印象としては、近隣の市から通っている方が増えて

いるような印象です。中でも子育て世代の転出が多い印象です。その現状についてどのように把

握しているか、質問いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 本市では、人口減少対策として、現在第２期地方創生総合戦略に掲げる４つの

政策分野において、それぞれ目標指標を定め、その目標達成のための具体的な施策を中心に総合

的に取り組んでおります。 

しかしながら、本市の人口につきましては、平成27年国勢調査と令和２年国勢調査の比較で

申しますと、2,013人、9.1％減少しており、令和５年６月１日における住基人口は１万9,480人

となり、人口減少が進む本市の状況は極めて深刻な状況にあると認識しております。 

この人口動向の要因としては、出生と死亡による自然動態、そして転出と転入による社会動態

の２つがございますが、本市の特に社会動態の現況につきましては、担当参事から答弁をいたし

ます。 

○田代勝義企画調整課参事 本市の社会動態における人口の転出数と転入数について令和元年か

ら令和４年までの推移を申し上げます。 

令和元年は、転出888人、転入711人で177人の転出超過となっており、令和２年は、転出824

人、転入573人で251人の転出超過、令和３年は、転出753人、転入555人で198人の転出超過、令

和４年は、転出742人、転入733人で９名の転出超過となっている状況です。 

鹿児島県内における本市との人口の移動状況につきましては、本市との出入りの多い市につい

て増減数だけで申し上げますと、令和元年は県内に203人の転出超過となり、そのうち鹿児島市

に66人の転出超過、南さつま市に46人の転出超過、南九州市に15人の転出超過、指宿市の出入
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り数は同数で増減はなしとなっております。 

令和２年は県内209人の転出超過、そのうち鹿児島市に105人の転出超過、南さつま市からは

６人の転入超過、南九州市に６人の転出超過、指宿市からは19人の転入超過となります。 

令和３年は県内に147人の転出超過、そのうち鹿児島市に72人の転出超過、南さつま市に42人

の転出超過、南九州市に８人の転出超過、指宿市からは４人の転入超過となっております。 

令和４年は県内に87人の転出超過、そのうち鹿児島市に78人の転出超過、南さつま市から４

人の転入超過、南九州市に７人の転出超過、指宿市から５人の転入超過となっております。 

県内におきます本市からの転出先につきましては、転出元と同様に、今申し上げました鹿児島

市や近隣３市が多い傾向にございます。 

この社会動態につきましては、結婚・新学・就職・転勤・家庭の都合など様々な要因が考えら

れますが、転出・転入理由につきましては確認できないところです。 

また、子育て世帯の転入・転出の移動状況についてですが、この転入・転出世帯の家族類型に

ついての把握はできていないところです。 

しかしながら、支援等の施策等を実施する上で、また支援等の効果検証をする上でも世帯等の

状況把握については必要だと考えておりますので、この世帯等の把握の方法についてはまた今後

研究していきたいと考えております。 

○３番辻本貴志議員 今ありましたけれども、支援とか転出する理由とか、そういったことを聞

いていただく、研究していただくということなので、ぜひそういった情報も、今後調査していっ

てほしいと思っております。 

次に、昼間人口、夜間人口の枕崎の現状はどうでしょうか。 

○田代勝義企画調整課参事 昼間人口につきましては、国勢調査において従業地及び通勤地を用

いて算出されておりますので、令和２年の国勢調査の結果で申し上げます。 

令和２年国勢調査における本市の人口は２万0,033人で、昼間人口は１万9,870人で夜間人口

と比較しまして163人減となっております。昼間人口指数につきましても99.2％となっておりま

す。 

昼間人口における本市から市外へ通勤や通学する流出人口は2,287人で、市外から本市へ通勤

や通学をする流入人口は2,124人となっております。 

流出地域につきましては、人数が多い順に県内で申しますと南九州市、南さつま市、鹿児島市

へ、流入地域としましては、人数が多い順に南さつま市、南九州市、鹿児島市となっております。 

傾向といたしましては、本市から市外へ通勤や通学をする流出人口は、本市の人口減少に伴い

減少傾向にありますが、市外から本市へ通勤や通学をする流入人口は、大きな増減もなく推移し

ており、流出人口と流入人口の差は縮まってきているところです。 

○３番辻本貴志議員 昼間仕事をするために市外から来て、結局、なかなか枕崎に住んでもらえ

ないっていう方もやっぱり増えていっているような状況なので、ぜひそれを踏まえて、次に全国

的に出生数が減少しており、日本国全体で人口が減少する中でありますが、人口増に対しての本

市の考え方はいかがでしょうか。 

○田代勝義企画調整課参事 人口減少の根本的な問題は、少子化が進展していることにあると考

えられます。出生率が低下することで、将来的に労働人口や消費者層が減少し、経済成長の鈍化

や社会保障制度による財政の悪化が懸念されます。 

また、少子化の背景には、出会いの場の減少、若者を取り巻く雇用環境の厳しさ、女性が社会

進出する機会が増えたことによる結婚・出産のタイミングの遅れや仕事や家事・子育ての両立の

難しさ、さらには結婚、妊娠・出産、子育てに対する多様な価値観・考え方の変化など、経済的

な要因や社会的な変化が複合的に影響を与えております。 

このような状況を改善させるためには、結婚、出産・子育てに関する支援等の充実、若者の就
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労環境の整備、住宅・教育環境の充実、さらには本市の地域資源を生かした農業・水産業の振興

による地域経済を活性化させるための施策を講じまして、市民が住んでいることに誇りを持てる

魅力あるまちづくりを目指して、粘り強く取り組んでいきたいと考えております。 

○３番辻本貴志議員 人口減少はなかなか難しい課題であると思いますが、今、答弁の中にあり

ました住宅とか、教育環境の充実といったところはどういったところに取り組んでいただける予

定でしょうか。 

○田代勝義企画調整課参事 住宅につきましては、結婚された方、結婚されてすぐ住めるような

そういう住居の提供でありますとか、また子供を産んでも住みやすいというようなそういう住宅

環境です。 

教育環境の充実につきましては、今で言うとデジタルを活用したそういう教育でありますとか、

また地域の方々と触れ合う、そういった様々なことも教育の一環だと考えておりますので、そう

いったことをしながら子供を育てやすい、そういう地域を目指していければと考えております。 

○３番辻本貴志議員 今、実際行っていないことで、これから何かやっていくようなことが、予

定していることがありますでしょうか。今やっていて現状がこうですけど、でも何か変わらない

と変わっていけないと思っているんですが、今もやっていることですか。 

○前田祝成市長 今、第２期地方創生総合戦略の中で取り組んでいることを基本的にはやってい

くというのが現状だと考えます。 

その中で、当然、毎年効果・検証を行っていくわけですけれども、その中でどうしても不足し

ている部分等については新たな取組として、新たな少子化対策であったりとか、子育てであった

りとかという部分を取り組んでいくということになろうかと思いますが、基本的には、現在進行

中のものをしっかりと効果・検証を図りたいと考えてございます。 

○３番辻本貴志議員 効果・検証をしながら、私もずっと見ていきたいと思っていますので、よ

ろしくお願いいたします。 

では、次の質問に移ります。通告書と少し順番が異なることを御了承いただきたいと思います。 

本市における学校のいじめ問題と、不登校の現状と課題について質問いたします。 

本市で不登校からひきこもりになって、部屋や家庭から出られないケースっていうのがあるの

か。また、専門家につながないと難しいケースはあるのか。そのようなケースへの対応というの

はどういった準備がされているのかをお尋ねいたします。 

○森健一郎学校教育課長 本市の小中学校における議員がお尋ねのひきこもりのケースですが、

ひきこもりの定義である６か月以上にわたり家庭にとどまり続けているケースに該当する児童生

徒はおりません。 

議員がお尋ねのケースへの対応ですが、まずは学級担任を中心に養護教諭や生徒指導担当者が

チームを組んで家庭訪問や教育相談を行い、対象の児童生徒やその保護者に寄り添った支援を行

います。また、学校だけで対応するのではなく、学校に配置されているスクールカウンセラーに

よる児童生徒や保護者へのカウンセリングや、学校の教職員の対応に対する助言など心理面から

の支援を行います。その後、スクールソーシャルワーカーや福祉の関係機関との連携を図り、ケ

ース会議を行い、児童生徒個々の状況に応じた対応について検討し、児童相談所や医療機関など

必要な関係機関につないでまいります。 

○３番辻本貴志議員 ケース会議とか児童相談所への準備もできているということで、ぜひいろ

んな多角的な視点から、そういった方へのサポートを今後とも引き続きお願いしたいと思います。 

続いて、本市でのいじめの現状はどうでしょうか。 

以前、大阪府吹田市立吹田第六小学校では、いじめの予防に取り組んでいるというＮＨＫのテ

レビでの紹介がありました。本市で取り組む計画はいかがでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 いじめは、どの子供にも、どの学校でも起こり得ることを踏まえ、い
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じめ問題の克服のためには、全ての児童生徒を対象としたいじめの未然防止が重要であると考え

ております。 

本市の取組状況ですが、いじめ防止対策推進法を基に、各学校において学校いじめ防止基本方

針を作成しております。 

また、子供たちが児童会、生徒会活動を行う中で、年２回のいじめ問題を考える習慣や人権週

間の取組を子供たち同士で工夫して取り組ませ、その中で自己肯定感を育み、共感的な人間関係

づくりや、いじめに向かわない魅力ある学校や学級集団づくりを行っております。 

また、道徳の授業の充実を図るとともに、年間５回以上実施するいじめに関するアンケートや、

それらの結果を基にした教育相談を充実させ子供たちの心情を把握することで、いじめの未然防

止を図ってまいります。 

吹田市でのいじめの未然防止に力を入れたプログラム等、効果的な取組については、今後の取

組の参考とさせていただきたいと思っております。 

○３番辻本貴志議員 吹田市の学校のテレビは私もすごく感銘を受けて、いじめが起こると大人

が結構周りでそれを解決に向かわせるっていうのがもう当たり前かと思っていたんですけど、子

供同士で予防をするということで、人間関係をつくることにもすごくつながると思ったので、ぜ

ひ取り組んでいっていただきたいと思っております。 

続いて、不登校の改善に対してのスクールカウンセラーは効果的だと思います。ある学校では、

学校に１人常駐していて、子供たちの日常にも目を向けており、非常に近い関係にある学校もあ

るそうです。本市の状況はどうでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 本市においてのスクールカウンセラーの配置状況ですが、県の事業と

して、本市の小学校に年間３回ずつ、中学校については、学校規模や相談の実情により６回から

12回派遣されております。 

なお、本市では県の派遣に加え、市の事業として各学校に年間３回ずつ派遣し、いじめや不登

校など児童生徒の問題行動等の対応のため、学校における教育相談体制の充実を図っております。 

○３番辻本貴志議員 全国的にもやっぱり不登校が増えている現状がありますので、引き続きス

クールカウンセラー等を配置して、予防に努めていただきたいと思っております。 

次の質問に移ります。 

小学校における教科担任制についてお尋ねします。令和４年度から小学校で本格的に始まった

教科担任制、本市の取組状況はどうでしょうか。 

○森健一郎学校教育課長 本市の教科担任制の取組状況について、お知らせいたします。 

小学校高学年における教科担任制の導入については、令和４年度から４年程度をかけて段階的

に進めていくこととなっております。 

本市においては、令和４年度から県のモデル事業として枕崎小学校に算数科の教員が１人配置

され、５・６年生を中心に指導に当たっているところです。 

本事業を推進するに当たっては、国や県の予算の確保や人的配置の課題があることから、今後

も県と連携しながら進めていきたいと考えております。 

○３番辻本貴志議員 文部科学省は、高学年でつまずきやすいとされる理科、英語、算数、体育

の４教科で、こういった教科担任制というのが大事だと言っております。 

５・６年生を対象とすることで、学級担任以外の教員を手厚く配置できる、担任の負担も軽減

できるといったことも聞かれておりますので、ぜひ今後とも継続して取り組んでいってもらいた

いと思います。 

以上で、私の質問を終わります。 

○永野慶一郎議長 以上で、辻本貴志議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 



- 46 - 

午後２時40分 休憩 

午後２時49分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、下竹芳郎議員。 

［下竹芳郎議員 登壇］ 

○２番下竹芳郎議員 本日最後の質問となりました。よろしくお願いします。 

本市では、この４月、８年ぶりの市議会議員選挙が行われ、定数を２名減らして新たに４名の

新人議員、女性議員４名でこれから４年間この12名体制でやっていきます。 

緊張感があり前向きで活発な議論をして、このまちをよりよくしていかなければなりません。 

さて今年は、コロナ感染症の影響により３年間延期を余儀なくされました燃ゆる感動かごしま

大会が10月７日から、特別全国障害者スポーツ大会燃ゆる感動かごしま大会が10月28日から開

幕いたします。そして10月14日から３日間、本市が会場となっているなぎなた競技が開催され

ます。市長の意気込みをお聞かせください。よろしくお願いします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 燃ゆる感動かごしま国体なぎなた競技会の開催まで、あと４か月となりました。 

一時は、新型コロナ感染症拡大の影響で開催が危ぶまれましたが、特別国民体育大会として今

年の10月に開催されることになり、市内の企業や団体長、競技団体の代表者で構成する枕崎市

実行委員会では会を重ね意見を交わすなどして機運を高めてまいりました。また、花いっぱい運

動の継続や各種イベントでのリズムなぎなたの披露など、広報啓発にも力を注いでまいりました。 

公募しておりましたボランティアも予定数に達するなど、市民の皆さんの御理解と御支援によ

り、準備は順調に進んでおります。 

国体開催前の７月２日には、九州管内から８チームが参加するプレ国体が総合体育館において

開催されます。そして、全国からなぎなた競技の選手や関係者を大会前日の10月13日から16日

までの４日間、本市でお迎えすることとなります。これからさらに総力を挙げ準備を進めて、最

高のおもてなしを提供したいと考えております。 

選手たちが演技競技や試合競技で十分に力を発揮できるよう、会場を整備し万全な体制で受け

入れる準備を進めていきます。 

この大会は、地域の活性化にも大いに貢献するものと期待しております。選手や関係者の方々

が本市を訪れることで、地域の魅力や観光資源が広く知られる機会となります。大会を通じて地

域の魅力を最大限に発信し、地域経済の活性化や交流促進につなげるための取組を進めてまいり

ます。 

○２番下竹芳郎議員 今からとても楽しみでございます。 

本市では、10月14日からの３日間なぎなた競技が開催されるんですが、選手団、関係者、応

援団等全国から多数の人が本市に訪れます。 

そこで、本市が迎える準備、おもてなし等はどのようになっているのでしょうか。 

○中嶋章浩スポーツ・文化振興課長 燃える感動かごしま国体なぎなた競技は、10月14日から

16日の３日間の日程で、総合体育館を競技会場に開催されます。 

選手団や関係者の方々をお迎えするため、様々な準備とおもてなしを計画しております。 

47都道府県から成年女子・少年女子の計314名の選手団は、大会の前日から本市に入り、なぎ

なたの用具検定や武道館と枕崎高校での公開練習に参加することになります。 

運営体制として、競技役員82名、審判員21名、競技補助員28名の方が携わります。さらに、

高校ボランティアとして枕崎高校と水産高校から32名、一般公募のボランティアを合わせると

総勢82名が大会運営に参加いたします。また、86名の市職員も競技会係員として総力を挙げて

大会運営にあたります。 



- 47 - 

昨年のとちぎ国体では、選手監督939名、観覧者699名の計1,638名が来場しました。かごしま

国体なぎなた競技でも、県内外から多くの来場者が予想されます。 

来場者をお迎えする準備といたしまして、市内の小中学校に協力をお願いし、児童生徒による

各都道府県への応援メッセージを込めた手作りののぼり旗と季節の花をプランターで育ててもら

い、会場周辺に設置する予定です。学校応援として児童生徒の観戦も計画しております。 

また、10月８日の日曜日、市内全域で国体に向けた清掃活動を実施するなど、市民全体で歓

迎ムードを高める予定です。 

おもてなしとして、会場地にはおもてなしブースを設置して、現在調整中ですが、茶節、カツ

オの腹皮の揚げ物、つけあげなどを無料で提供する予定であります。 

○２番下竹芳郎議員 学校の児童生徒や一般の応援団、体育館の応援席が満杯で応援すると、選

手の方々も最高のパフォーマンスを発揮してくれるはずです。そして、本市の児童生徒の自慢の

明るい挨拶、それをすると選手団の皆さんも感動歓喜いたします。 

小中学生は、体育の授業でもあるんでしたよね、もちろんなぎなたのルールは分かっているん

ですよね。 

さっき言った本市のホームページなどでボランティアや出店を募っていたんですが、出店は現

在どんな状況になっているでしょうか。 

○中嶋章浩スポーツ・文化振興課長 売店の出店状況という御質問であろうかと思います。売店

につきましては、総合体育館前の駐車場にテント５張り分、５業者の出店スペースを確保し募集

しております。現在、地場センターから郷土特産品の販売、その他３社からスポーツ用品、大会

記念グッズの販売など出店の希望を受けております。 

○２番下竹芳郎議員 はい、分かりました。 

何年か前の委員会だったかな、質問で車椅子利用の方は１階っていう話だったんですが、今回

も１階でそこはどこのスペースになるんでしょうか。 

○中嶋章浩スポーツ・文化振興課長 車椅子での来場者への対応といたしまして、競技会場１階

に福祉席を２か所特設いたします。計車椅子４台分のスペースを確保することになっております。 

○２番下竹芳郎議員 いろんなことを想定して準備をお願いします。選手団・関係者の皆さんも

おいしい食事をしてよい思い出をつくっていただいたら、リピーターとなって２度３度この枕崎

に来てくれます。まずそのためにはしっかり準備して大成功に収めましょう。 

51年前の太陽国体、本市はレスリング競技会場で国体終了後もレスリング熱が盛り上がった

そうです。なぎなた競技大会が成功裏に終わり、国体終了後もなぎなた競技を盛り上げていって

もらいたいですが、そこはどのようにお考えでしょうか。 

○中嶋章浩スポーツ・文化振興課長 これまでなぎなた競技の普及のため、県なぎなた連盟の指

導の下、市内中学校の武道授業でなぎなた体験を実施してきました。 

また、一人でも多く子供たちになぎなたを体験してもらうために、スポーツ少年団リーダー研

修会が今年の５月13日に開催され、53名の団員が参加し礼儀作法や基本的な動作など、県なぎ

なた連盟の指導を受けました。 

また、昨年度の総合型地域スポーツクラブ枕崎きばらん海クラブのなぎなた教室において、小

中学生会員３名、一般会員２名が登録し、第２土曜日に武道館で10回開催されております。今

年度は開催日を第３土曜日に変更し教室を開催しております。 

国体なぎなた競技会の開催中には、先ほども申しましたが市内の小中学校の児童や生徒に対し

て学校応援として応援・観戦を計画しておりますので、全国レベルの大会を観戦することで将来

的になぎなた競技を目指す子供たちが現れることを期待しております。また、枕崎きばらん海ク

ラブがその受け皿となるように取り組んでまいりたいと考えております。 

○２番下竹芳郎議員 この国体に出場した選手、今なぎなたを習っている児童生徒が指導者とな
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って地元に帰ってきて普及活動をしてくれる可能性がありますので、地道に頑張ってくだされば

と思います。 

次に、市長は公約でも施政方針でも子育て支援を前面に押し出しています。もちろん議員の皆

さんも関心がある取組でもあります。本市も今月から高校生の医療費が無償化になります。とて

もありがたいことでございます。 

先日、地元新聞発表で県内自治体の子育て支援比較がありました。小中学校の給食支援・０歳

から２歳児保育料無償・医療費の無償化対象の３項目です。それを比べて言いますが、支援策が

近隣市、南さつま市、南九州市ですが、それと比べて遅れ気味ではないかと思うんですが、それ

についてはどうでしょうか。 

○福永賢一福祉課長 本市の子育て支援策のうち保育料につきましては、令和元年10月からの

幼児教育・保育の無償化以降は、０歳から２歳児の保育料について国が定める基準額から２割程

度の市独自の軽減を実施しておりましたが、令和４年度からは国基準の５割軽減を実施しており

まして、本年度の市独自負担の予算額は2,200万円程度となっております。これは近隣３市と比

較いたしますと、南さつま市と同じ制度で他の２市より手厚い支援であると認識しております。 

また、子供医療費の助成につきましても、議員が言われるように本年６月診療分から対象とな

る子供を中学生までから高校生までに拡大し、近隣２市と同じ制度になりました。 

本市の特徴的な支援策につきましては、保育所等入所児童おむつ給付事業があります。この事

業は保育士や保護者の手間を省くとともに、保護者の経済的負担を軽減する目的で令和４年度か

ら実施しております。 

事業の内容は、市内の保育所や認定こども園に入所する２歳までの子供が園で使用する紙おむ

つについて、手ぶら登園というサブスクリプション、いわゆる定額使い放題を活用し、その利用

料金月額2,508円を市が全額負担するもので、手ぶら登園を活用しない保護者には、利用料金と

同額を支給しております。 

この事業は県外では幾つかの自治体が実施しているようですが、利用料金全額を自治体が負担

するのは珍しく、幾つかのメディアでも取り上げていただいております。 

また、子育て環境の整備に関しましては、本市では病児保育事業を県内でも先行して平成26

年12月から実施しており、今議会においては健康課の事業になりますが、妊産婦相談支援体制

確保事業補助の補正予算を計上しております。 

子育て支援に関する施策については、現状各自治体が知恵を絞り推進しておりますが、本来の

姿は子育て世帯が全国どこにいても同じようなサービスを受けられるべきであると考えておりま

す。 

先日開催された南薩地域振興局主催の南薩４市による南薩地域行政懇話会においては、南薩地

区を一体とした子育て支援施策の推進について議論がなされ、今後４市の子育て支援担当者レベ

ルで協議、議論する場を設置することが確認されたところです。 

○２番下竹芳郎議員 本市独自の支援策もあるみたいですね。続けていってもらえればと思いま

す。 

給食費無償化についても、国も早期実現に向けて歩を進めているんですが、本市としてはどう

いうお考えでしょうか。 

○高山京彦給食センター所長 学校給食費につきましては、学校給食法第11条の規定で、「学

校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経費は、学校の

設置者の負担とし、経費以外の学校給食に要する経費は、学校給食を受ける児童又は生徒の保護

者の負担とする」と定められております。 

本市としましては、これまで一般質問で答弁しておりますとおり、学校給食法第11条の規定

に基づき、設置者の負担以外の学校給食に要する経費は、学校給食を受ける児童または生徒の保
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護者が負担するものと考えており、今後も食材費の負担については引き続き保護者の皆様にお願

いしたいと考えております。 

なお、本市の学校給食費の負担軽減策として、就学援助費及び特別支援教育就学奨励費の対象

となる世帯に対しまして、令和元年度から学校給食費の全額を助成、また、令和４年度には物価

高騰に伴う新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業を活用した食材費への補助、

さらに今年度は、全児童生徒の物価高騰等による給食費の値上げ分の補助を行っているところで

す。 

今後は、政府が示した少子化対策の素案で学校給食費の無償化の実現に向けて、無償化を実施

する自治体における取組実態や成果・課題の調査を行うとしていますので、国の動向を注視して

いきたいと考えております。 

○２番下竹芳郎議員 給食費は今までと変わらない答弁ですが、給食費無償化は明日からの一般

質問でもいっぱいあるようなのでそこで深掘りをお願いします。 

第２期の枕崎市子ども・子育て支援事業計画にも掲載があります子ども・子育て会議、これは

どのように進められているでしょうか。 

○福永賢一福祉課長 枕崎市子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援法の規定に基づき、平

成26年度から条例を制定し設置しております。 

委員は17名で、保育園や幼稚園などの施設の園長や保護者会や関係機関の代表などで構成し、

毎年２回から３回の会議を行っています。 

会議の内容としましては、５年ごとに策定する子ども・子育て支援事業計画の策定時において

の幼児教育・保育の必要量の見込みと確保方策、いわゆる施設の利用定員になりますが、その内

容等についての審議や計画推進時における進捗状況の確認により中間年の利用定員の見直しなど

議論していただいております。 

○２番下竹芳郎議員 委員名簿を見ますと本市の保育のスペシャリストがそろっています。どん

どん活用して意見を聞くべきです。 

有識者、子育ての当事者の意見も参考にして、子育て支援策、近隣市と足並みをそろえるか、

もしくはそれ以上にするべきだと思います。 

国も異次元の少子化対策などとしてこの問題に大変力を入れています。施政方針でも市長は経

済の視点と子育て環境の視点で取り組むとあります。この３か月で新たな取組とか具体的にどう

するというのがあれば教えてください。 

○福永賢一福祉課長 先ほども質問者からありましたが、子ども・子育て支援事業計画ですけれ

ども、この子育て支援に関する事業につきましては子ども・子育て支援事業計画により実施して

おります。 

現在の第２期計画は令和６年度までとなっており、令和７年度から令和11年度までの第３期

計画を令和６年度に策定することとしております。 

このため今年度中に子育て中の保護者や子供に対しニーズ調査を行いまして、子育て世代等の

要望を確認しながら必要な施策の実施を検討していきたいと考えております。 

また、改正児童福祉法で各自治体へ設置が求められているこども家庭センターについては、当

面の間、その機能を福祉課と健康課で担うことになりますが、市民の利便性や近年の児童虐待件

数の増加等を考慮しますと、子育て支援の環境整備はこども家庭センターの設置場所をはじめ、

母子保健部門と児童福祉部門による一体的な相談支援体制の整備へ向けて改めて検討を進める必

要があると考えているところです。 

○２番下竹芳郎議員 今回、なぜ子育て支援、次に質問をする定住者支援を近隣市と比べるかと

いうとその理由と併せて最後に市長にお伺いいたしますが、これは置いていてですね。 

次に定住者・移住者支援についてですが、これも全国いろんな自治体が力を入れている事業、
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取組です。本市の住宅取得、リフォーム関係の補助の過去５年間の実績をお願いします。 

○日渡輝明企画調整課長 移住者住宅確保支援補助金につきましては、Ｕターン者、Ｉターン者

の住宅確保に関する助成制度となっておりまして、平成31年４月１日にＩターン者に限定した

住宅取得に関する支援策を創設し、令和３年度からＵターン者も補助対象として拡充をしてきて

おります。 

新築住宅取得に関しましては、住宅を新築または新築住宅を購入した場合70万円、市内建築

事業者と工事請負契約した場合においては30万円が加算され、最大100万円を補助するものです。

中古住宅を購入した場合は50万円、自己所有の住宅を市内の建築事業者でリフォームを行った

場合、補助率２分の１で上限20万円の補助となっており最大70万円の補助金を交付する内容と

なっております。 

この制度による実績としましては、令和元年度新築住宅取得１件100万円、対象１世帯１人で

補助金を交付しております。 

令和２年度の実績はありませんでした。 

令和３年度は、新築１件100万円、中古４件200万円、リフォーム１件６万円で、計６件306万

円となっており、対象５世帯14人でＩターンによる補助金交付となっております。 

令和４年度につきましては、新築４件280万円、中古３件150万円、リフォーム３件52万6,000

円で、計10件482万6,000円となっており、Ｉターン４世帯９人、Ｕターン３世帯10人を対象に

補助金を交付しております。 

○２番下竹芳郎議員 令和２年の実績ゼロはコロナの影響ですかね。本年度も既に何人か申込み

はあるんですか。 

○日渡輝明企画調整課長 令和５年度につきましては、現在のところ、中古住宅取得１件50万

円、リフォーム１件20万円、計２件70万円となっておりまして、Ｉターン１世帯３人を対象と

した内容となっております。 

○２番下竹芳郎議員 本市の場合、住宅取得、リフォーム関係はＩターン、Ｕターン、移住者だ

けが補助の対象ですよね。近隣市、つまり南さつま市、南九州市は、既に住んでいる人も補助を

受けられる場合もあります。近隣市はいろんなパターンで補助金の加点があり、住宅所得の場合、

最大で本市がさっき課長の言ったように100万円であるんですけど、南さつま市は160万円にな

ります。本市の場合、少しこれが手薄だと思うんですがどうでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 住宅の確保に係る経費等を支援することの効果につきましては、本市

への定住促進が図られることや地域コミュニティの維持と活力ある地域社会の実現にもつながる

ことが期待されます。 

本市におきましては、先ほど答弁したとおりＵターン者、Ｉターン者に限定した移住者住宅確

保支援補助金により、住宅確保に関する助成制度となっておりますが、近隣市におきましては移

住・定住を目的とした補助メニューとなっており、現に定住されている方も利用することができ

る内容となっております。 

 人口減少につきましては本市にとっても大きな課題であり、本質的な解決に向けての施策も必

要であると思っております。 

そのためには、第２期枕崎市地方創生総合戦略に掲げた、ひとと産業（仕事）をつなぐ、市外

のひと・まちをつなぐ、若者とまちをつなぐ、地域と地域をつなぐの４つの分野に掲げた取組が

総合的に進めなければならないと考えているところでございます。 

○２番下竹芳郎議員 これも財源確保の問題もあるんですが、近隣市と遜色ないようにするとか

本市独自の支援策を拡充してもらわないと、若者が近隣市に家を造り移り住んでしまいます。ま

た、地元の工務店の方々からもこれは何とかならないかという声がありました。そういうのを踏

まえてどうでしょうか。 
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○日渡輝明企画調整課長 移住・定住による本市の活性化につなげていくためには、移住・定住

支援、子育て支援などの生活環境の充実を図りながら、住み続けたい、住んでみたい、帰ってき

たいまちとして、本市の持つ特性、魅力を生かした施策を推進し、展開させるための環境を整備

していくことが重要であると考えております。 

質問者からございました本市独自の支援策の活用や寄せられている声に関しましては、今後補

助メニューの制度設計を行う際の参考にさせていただきたいと考えているところでございます。 

○２番下竹芳郎議員 よろしくお願いいたします。 

今回、この子育て支援、定住者支援、これを取り上げた理由の一つに、先月のことですが５月

です。今年結婚したばかりの本市出身在住のカップルが、子育て定住者支援が本市に比べ手厚い

ということで近隣市に引っ越すという話を聞きました。それだけが理由ではないと思いますが大

きな要因だと思います。 

３年前にも同じような案件があり、その人たちは近隣市に家を造り移り住みました。結婚をし

て子供を産み育て家を造るという人生設計をしたときに、そういう選択肢をしたんだと思います。

ほかにもそういう例はあるんではないかと推測します。 

枕崎は本当にすばらしい、市長も言うようにポテンシャルを秘めたいい町です。これ以上その

ような理由で流出者を出すわけにはいきません。住みやすいまち、子育てしやすいまちになるた

めに足並みをそろえるべきだと思います。市長の見解をお願いします。 

○前田祝成市長 ここまで答弁してきましたが、現状の子育て支援、定住者支援につきましては、

これまで福祉課、企画調整課など関係課より答弁してきたとおりでございます。 

私の子育て支援、定住者支援についての見解との御質問ですが、いずれも人口減少、少子化対

策を進めていく上では必要な対策の一つであると認識してございます。国においても先日の岸田

首相の会見で述べられていますが、少子化対策については、経済成長と少子化・子育て支援は車

の両輪と発言され、先日取りまとめられた経済財政運営と改革の基本方針2023、いわゆる骨太

の方針においても経済政策の重要性が示されているところです。 

今回の政府方針は子育て支援が前面に出されておりまして、国民の注目を集めているものと承

知しておりますが、私は国の言う車の両輪のもう一つ、経済成長が少子化対策を進めていく上で

最も重要と考えております。 

これまで四半世紀続いたデフレ経済を脱却して国が目標とする２％のインフレ目標とそのイン

フレ率を上回る賃金上昇を持続的に継続していく、いわゆる経済成長を実現し、出産適齢期にあ

る若い世代の雇用と所得を持続可能な安定的なものとすることが最も重要と考えます。 

その点では今回示された骨太の方針は、金融政策や機動的な財政政策といったマクロ経済視点

の部分が非常に具体性に欠いて、リスキリングやＤＸ、ＧＸといったミクロ戦略に重点が置かれ

ておりまして、私自身は少し物足りないなという見解を持っています。 

御質問にございます子育て支援、移住支援については、現在進めております施策の評価・検証

をしっかりとした上で、本市の今後の改善の必要性について検討していくこととなろうかと思い

ます。 

先ほど福祉課長から少し説明もございましたが、南薩地域振興局主催の行政懇話会におきまし

ては、本市からの議題提案で自治体間の支援の在り方について協議し、今後、南薩４市の子育て

支援担当者の協議の場を持つこととなっております。 

首長においても、先般の行政懇話会では率直な意見交換をさせていただきました。給食費の支

援などを含めた支援策の違いが自治体間の不毛な人口の奪い合いになっていないかといった意見

や、一方では全国的な話題では兵庫県明石市などの子育て支援を評価する意見など、様々な意見

交換を市長の間でもさせていただきました。 

私の見解は少子化という環境を乗り越えて、今子育てをされている世帯に対する支援を厚くす
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ることよりも、これから子供を産み育てようとしている若い世代の雇用と所得に焦点を当てた経

済政策に、特に国レベルでは取り組む必要があるという見解です。 

今後の本市の取組としましては、先ほど申し上げましたが、現在の施策の評価・検証を進めた

上で、人口動態についての正確な数値データ、よく国ではＥＢＰＭとか言いますが、これに基づ

いた政策立案をしっかり進めていくこと、繰り返しになりますが、地域としても産業競争力の向

上による経済成長をしっかり追いかけていくということが大事だと考えます。 

議員から御提案のございました定住者の支援、あるいは子育て支援の充実という部分について

は、しっかりと検証をしていく、その必要があろうかと思いますし、近隣４市も含めて鹿児島県

内の各自治体の動向も含めて何が必要か、そして財源も含めて検討していくことになろうかと思

っております。 

○２番下竹芳郎議員 子育て支援、定住者支援、いろんな考え方があろうかと思いますが、ふる

さと枕崎が住みやすいまち子育てしやすいまちになっていきますよう祈念いたしまして、私の質

問を終わります。 

○永野慶一郎議長 以上で、下竹芳郎議員の一般質問を終わります。 

以上をもちまして、本日の日程は終了いたしました。 

本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時27分 散会 
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午前９時30分 開議 

○永野慶一郎議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

昨日に引き続き、一般質問を行います。 

まず、企画調整課長から発言の訂正の申出がありますので、これを許可いたします。 

○日渡輝明企画調整課長 昨日の橋口議員の一般質問の中で答弁いたしました、令和４年度のふ

るさと納税の寄附件数、寄附額について、クラウドファンディングによる10件12万円分の内容

が反映されておらず、誤りがございました。 

改めて内容を申しますと、寄附件数６万4,723件、寄附額15億9,936万1,000円と答弁してお

りますが、正しくは、６万4,733件、15億9,948万1,000円でございました。前年度比較割合に

ついて、寄附件数で61.68％が61.69％となります。 

大変申し訳ありませんでした。おわびして訂正をいたします。 

○永野慶一郎議長 発言の訂正につきましては、議長の許可となっておりますので、申出のとお

り許可いたします。 

それでは、禰占通男議員。 

［禰占通男議員 登壇］ 

○９番禰占通男議員 昨日からふるさと納税についても、複数の質問がありました。私もそれに

ついて、昨日答弁のあった部分については、できれば割愛して質問していきたいと思います。 

ふるさと納税については、平成27年度からの返礼品の事業化により、寄附額の増加が続いて

きています。寄附金は本市財政においては、年々、重要度を増し続けていると実感しております。 

令和４年度の寄附額については、市長の施政方針演説で15億を超えるとありましたが、今日

も訂正がありましたように16億という報告がありました。 

政府は今回、通常国会で次元の異なる少子化対策の素案を公表し、子供関連予算の倍増を言及

しています。 

この枕崎のふるさと納税返礼事業の利益金、また今回、政府の少子化対策支援がいろいろあり

ますけど、私は市長も施政方針演説で述べておられるように、若者の雇用が先ではないかと実感

しております。 

では、質問に移ります。 

令和４年度の納税額の減収要因は何かについて質問いたします。よろしくお願いいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 答弁いたします。 

ふるさと納税は、市区町村等に対し寄附を行い、その寄附額の多くが住民税や所得税から控除

される制度です。 

また、その寄附が住所地団体以外へのものであった場合、寄附金を受け取る側の団体は、地元

特産品などの返礼品を用意し、その品をお礼として送ることができます。 

ふるさと納税返礼事業は、総務省からふるさと納税制度実施に関する指定を受けた自治体が枠

組みを構築し、返礼品協力事業者の協力をいただきながら行うものです。 

自治体にとりましては、返礼品を通じて広く全国の方々に地場産品のアピールができ、さらな

る販路拡大が図られることや、そこに参加する返礼品協力事業者のそれぞれの業態に応じた利益

向上が図られ、新たなビジネスチャンスにもつながるなどの効果が見込めることから、本市とし

ましても、地場産業全体の発展に寄与するこの制度を活用しているところです。 

御質問にございました令和４年度の寄附額が減収した要因につきましては、担当課長から答弁

をさせます。 

○日渡輝明企画調整課長 ふるさと納税制度は全国的に拡大傾向にあり、多くの自治体が寄附額
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をさらに増やしていきたいと、ふるさと納税の運営の一部を通販・ＥＣサイトで培ったノウハウ

が生かせる事業者へ委託を行っている状況にあります。 

寄附額が多い自治体には、地域特産の返礼品があることやラインアップが多い傾向があり、本

市の場合も、魅力あふれる返礼品を取りそろえた効果が寄附額の増加につながっておりましたが、

令和４年度の実績につきましては、前年度を大きく下回る結果となったところです。 

これまで、本市における人気の返礼品の構成は、全体の９割程度を占めており、特定の返礼品

協力事業者が人気の返礼品を取りそろえておりました。 

令和４年度につきましては、特定の協力事業者の人気の返礼品をラインアップにそろえること

ができない状態が長引いたことによって、寄附額が落ち込んだ大きな要因となっております。 

一方で、特定の返礼品協力事業者を除く他の返礼品協力事業者については、前年度を上回る結

果となってきておりますが、多くの返礼品協力事業者がさらに魅力的な返礼品を生み出していく

ことが、寄附額の安定につながっていくと考えているところでございます。 

○９番禰占通男議員 今課長からもありましたように、簡単にいえば品ぞろえができなかったと

いうことですけど、この９割のサイトを見ても９割の品物については、枕崎でもほかの業者も作

っている部分もありますよね。 

そういった場合、ほかの業者との提携で融通してもらうとか、そういうことは今まで委託もろ

もろの返礼事業の中で、この庁舎内での検討とかそういうのはなかったんですか。 

○日渡輝明企画調整課長 ポータルサイトに掲載してある返礼品の中で、返礼品協力事業者が在

庫不足を解消し、提供できる体制を整えていかなければなりませんが、ポータルサイトから返礼

品に係る情報については、各返礼品協力事業者と相談を行いながら対応を行っているところでご

ざいます。 

また返礼品の確保や返礼品事業者への対応につきましては、委託事業者で充実が図れるように、

委託業務の中で取組を行っているところでございます。 

○９番禰占通男議員 一番私も気にしているところは、10割の中で返礼品３割、そしてあとサ

イト料これが１割、残りもう50％以内に収めなさいという総務省の告示でなっていますけど、

残りはその１割を委託業者もろもろの益金として活用するしかないんですけど、そうした場合で

すよ、どこを削るかといったら、送料と委託料、今ポータルサイトで募集して契約がならなかっ

たという前日の一般質問等からありますけど、やっぱりこの送料が物価値上がりで上昇している。

それで５月の臨時会では、私もその送料についてはどうなっているのかって聞いたら、一月に１

回は打合せをしているので大丈夫という今の課長からの答弁もあったんですけど、やはり限られ

た１割の中でどういうふうに委託業者も利益を上げるか、削れるところはないのかって。 

そしてあと返礼品協力事業者ですよね、やはり地場産品を育てる、企業を育てるといったら、

やはり関係するみんながありがたみを感じないと、総務省のおっしゃっている地域の特産品を使

って、地域の活性化、昨日から市長も何回か答弁している地域活性化、それがゆくゆくは人口増

につながるか、人口減の歯止めにするかとか、それしか考えがないので、総務省もこうして長々

と問題があるけど続けているんだろうと思っております。 

それで私が言いたいのは、今後の委託業者が決まっていないっちゅうことですけど、今後の在

庫管理の在り方をどうするのかということも、今回いい経験になるんじゃないですか。 

それと、ほかの自治体は、委託業者を１社じゃなくて、２社多いところは３社使っている県内

の自治体もあります。それについてはどのようなお考えを持っていますか。 

○日渡輝明企画調整課長 まず、募集に要する費用等について説明をさせていただきますと、平

成31年総務省告示第179号により、地方税法第37条の２第２項及び第314条の７第２項の規定に

基づき、寄附金の募集の適正な実施に係る基準並びに物品または役務に類するもの、返礼品等の

調達に要する費用の額の算定の方法及び返礼品等の基準が定められております。 
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募集の適正な実施に係る基準につきましては、ふるさと納税の募集に係る費用全体を対象とす

るものであって、返礼品等の調達に要する費用、返礼品等の送付に係る費用、広報に係る費用、

決済等に係る費用、事務に係る費用とされており、総務省告示第２条第２号において、寄附金の

募集に要する費用の合計額が寄附金受領額の合計額の100分の50に相当する金額以下であること

が求められております。 

先ほど質問者からありましたように、返礼品等の送付に係る費用につきましては、総務省基準

に該当する経費となりますので、配送料につきましても、御指摘のとおり対策を講じる必要があ

ると考えております。 

現在は、返礼品事業者ごと返礼品のサイズにより価格に違いがありますので、支払いについて

は、返礼品事業者からの請求により市で支払いを行っております。 

本市には魅力あふれる返礼品が充実しており、今後さらに返礼事業者の皆様による取組により、

新たな商品開発やコラボ商品が生まれてくることも期待されます。 

寄附単価の高い返礼品が充実することで、１件当たりの寄附単価が上がり、送料割合が低減し

ていくことも期待されます。 

そのあたりの施策についても、返礼事業者の皆様方と連携を図りながら、取り組んでいきたい

と考えているところでございます。 

○９番禰占通男議員 本当に先ほど言いましたように、いい経験として新しいふるさと納税、本

市にとって重要な財源ですから、よろしくお願いいたします。 

それで次の質問の２番、３番ですけど、業者が決まっていないということですので、一緒にし

てその業者に関する部分は除いて質問いたします。 

初めに１つ伺っておきたかったのは、この返礼品協力事業者団体設立、これについては、もう

なされていると思いますけど、昨日のあれでも、今年度四十何社の協力事業者、そして今後それ

が昨年度みたいに90社ぐらいになるのか、それについての団体の設立そういうものについての

内容はどうなっているんでしょうかね。 

○日渡輝明企画調整課長 昨日の一般質問の中でも答弁をしたところでございますが、現在、返

礼協力事業者については92社ございます。 

４月27日に返礼協力事業者による連絡協議会が設立されておりまして、今回、委託事業者が

決定していないこと、今後の方針等についても、先週６月14日にお集まりをいただいて、御説

明をさせていただいたところでございます。 

返礼品協力事業者の皆様方の活動については、これから行われていくものと思っておりますが、

市も積極的に関わりを持ちながら、新しい返礼品の開発であったり、コラボ商品、魅力あふれる

定期便の開発、そういったものに一緒になって取り組んでいきたいと考えているところでござい

ます。 

○９番禰占通男議員 あと前言ったようにポータルサイトですよね、これ１割が使用料というこ

とで、企画調整課からも打合せのときに、サイトにアクセスして実行された分だけの支払いで済

むということなんですけど、１割だったら私はポータルサイトを本市専用のやつを立ち上げても

いいんじゃないかと。 

私が議員になってから十何年かかっていますけど、おととし３年度分で34億まで伸びてきた

わけですから、10年ぐらいの活動を続けていけば、ふるさと納税が続いたとしての話だけど、

やはりある程度いいものであれば効果が出るんじゃないかと思っています。 

まず、金山小学校の跡地にＩＣＴ拠点が４月から開校ということ。市内にもこのＩＴ教室なん

かを設けている企業とかあります。そういった協力事業者を募ったり、もう本市にも電算室があ

って、四、五人いつも詰めておられる。やっぱりそれなりの知識があると思うんですよね。 

それで調べてみると、ワードプレスを使った場合は簡単につくれる、あと管理がちょっと大変
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ですけど、そういう本市独自のポータルサイトを立ち上げて、それについてはいろいろネットの

使用料で月額、年額ってありますけど、私はここが出るんじゃないかと思う。 

ネット通販なんかを見ていると、この商品がないときはおすすめ品というのがぱって出てきま

すよ。 

やっぱりそういうふうに、ソフトを考えてつくったらいいんじゃないかと思うんですけど、今

後どうですか。挑戦してみる気はないですか。 

○日渡輝明企画調整課長 今の質問者から提案のありました、独自のポータルサイトを例えば市

のホームページ上に構築すること、これにつきましては、総務省基準に係るポータルサイト決済

手数料等を考えますと、経費率を低減させる効果として考えられる施策であると思います。 

ただし、インターネット上における決済システムの構築や多くの方が利用しているふるさと納

税の大手サイトから、どのように市のホームページに誘導していくのか課題も多いと考えており

ますが、どのような効果が生まれてくるのか、どのような手法により課題が解決できるのか、独

自のポータルサイトを立ち上げている自治体もございますので、そういったところの内容を整理

して研究をしてみたいと考えております。 

○９番禰占通男議員 今、課長がおっしゃったように、簡単にいえば本市は若者がいないわけで、

だんだん少なくなってきているでしょう。 

だから今ＩＣＴ拠点も紹介したんですけど、ふるさと納税の一部を使って若者に学習、そうい

う機会を与えてもいいんじゃないかと。 

だから今、もう金山のあそこは一般でも受け入れるわけでしょう。そういうものを利用して、

一時枕崎に滞在してもらって、覚えて出ていくのも残るのも、もう本人次第じゃないですか。 

そしてあと何年かして年金をもらうようになってきたら、またこっちに恩返しできるかもしれ

ないし、やっぱりその長い目で見たほうがいいんじゃないですか。今後はもう何が起きてもおか

しくない時代ですから。 

それと紹介しますけど、42Ｔｏｋｙｏというのもあります。事業者が自分のお金で50億ぐら

いかけてつくったＩＴ専門学校で、入試があるそうです。 

それとあと、南阿蘇村にも新しい拠点ができております。ＩＴカレッジ阿蘇っていう名前です

けど、そういったところで、若者にそのいい知識を持ってもらって、枕崎の活性化に私は利用し

てもらいたいと思っております。 

次の質問に移りますけど、今年度の目標設定っちゅうのは昨日はあまり答弁がなかったので、

お聞きします。 

契約書の中にも、寄附額の目標とか給付件数の予測というのを、委託業者、立候補者に書くよ

うに一部の入札様式となっておりましたので、それについてはどのように今後の予想を立ててい

ますか。 

○日渡輝明企画調整課長 令和５年度につきましては、これまで答弁をしているとおり、本市と

委託事業者との契約に至っておりませんが、寄附件数、寄附額につきましては、令和５年度当初

予算に計上した６万6,700件、20億円、ワンストップ特例申請１万6,000件程度を想定しており、

令和５年度の委託事業者が決定していない中、厳しい状況ではございますが、返礼品を通して財

源を確保する貴重な手段となっているわけですので、目標達成に向けて返礼品協力事業者の御協

力をいただきながら返礼品の充実を図り、広報・啓発、情報発信に努めていきたいと考えており

ます。 

○９番禰占通男議員 あとそれと、鹿児島県内でふるさと納税返礼品事業者等を育てるために、

補助金を設立している自治体もあります。 

その部分を紹介しますと、地域資源のＰＲ及び地域の活性化を図る事業者の事業継続や雇用維

持を促進し、地場産業の振興に寄与することを目的とし、そして、ふるさと納税返礼品開発等に
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要する費用を一部補助しますと、これも課長に言ったんですけど、総務省の指針に引っかからな

ければ、キックバック的なこともありますけど、やはり返礼品事業者の開拓、私はどうしようか

と思って、お金がないから設備もないというところには、こういうふるさと納税の益金から、あ

る程度のやっぱり資金を回してやるのも一つの手じゃないかと思っております。 

これはお願いしておきます。ぜひ取り組んでください。 

次の、少子化対策について質問いたしますけど、まず市長が所信でも述べておるんですけど、

そこで尋ねようとここで思ったんですよ。 

そしたら昨日、２人、３人、少子化対策についての質問があり市長も答弁しております。でき

れば具体策を私は聞きたいんですよ、これだけは私が任期中にやりたいとか、そういうのはない

んですかね、まず初めに。 

○前田祝成市長 施政方針で、少子化対策については昨日も少しお話ししましたが、子育て環境、

子育て支援という部分と経済的な視点、これがあると話をしてございます。 

特に経済視点のところの具体策ということで御質問かと思いますが、少子化対策の経済的視点

としては、先ほど質問者からも発言がございましたが、若い世代の雇用、所得を生む地域経済環

境をつくることが少子化対策につながると考えております。 

本市の主要産業であります農業、水産業、水産加工業をはじめとする製造業等の産業競争力を

向上させること、これが重要であると考えてございます。 

本市としての具体的施策としましては、当初予算等にも掲げてございます農林水産業費を中心

とした産業競争力向上に資する様々な施策、今回補正もお願いしてございます認定農業者等担い

手育成対策事業でありますとか、港漁場の継続的な整備事業でありますとか、市内の事業者等の

ＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業など、これらが具体的施策として挙げられるものと考えてござい

ます。 

そして、今年度の予算で申し上げますと、公共事業等に関しましても、新年度当初から事業を

進めることができるように事業の平準化を進めることで、建設業等の雇用の安定化を図るなどの

取組も行っております。 

国の少子化対策の施策が子育て支援に重点が置かれている点も踏まえて、本市としては経済活

性化について、さらに知恵を絞って地域経済を動かす施策を積極的に行っていく必要があると考

えてございます。 

私の任期中にということで申し上げますと、やはり継続的に産業競争力の向上、これはもう最

初からお伝えしていますが、そこをやっていくということが、まずは大事であると考えてござい

ます。 

○９番禰占通男議員 質問の趣旨に戻りますけど、この経済的支援についてという個別に質問し

てまいります。 

今回、子育て支援に対して国も項目だけは掲げて予算はもう来年10月まで凍結、防衛費だけ

はちゃんと取りましょうというちぐはぐな対策をやっていますけど、昨日も出ましたけど、実際

いったら、地方自治体は県や国より先に歩いたほうがいいんじゃないかと、昨日も指摘もありま

したけど、この中でも出てきますけど、やはり国から来たからするんじゃなくて、それより先行

ったほうがいいんじゃないですか。そしたらいずれはもう交付金対象、国庫支出金でまかなった

りしてもらえるんじゃないかと、議員になってから思っております。 

それで学費の部分もですけど、奨学金なるものがありますけど、これも政府も貸与型じゃなく

て給付型に、これは所得制限をまだ撤廃しないような感じなんですけど、本市としては、この奨

学金の返済支援というのは考えはないんですか。 

何でかっていうと、学校終わりました、仕事はそこそこ就いたけど返済に困る、また氷河期と

いう時代もあったけど、それについて、就職したいけどいいところが見つからない、だけど奨学
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金の借金だけは払わないといけない。 

これについては、支援をするには条件をつけたり、本市在住で本市の企業に勤めるとか本市在

住でほかのところに勤めてもいいけど、それは支援しますよという、そういうこの奨学金返済支

援というのは考えられないんですかね。 

今までこういうのを、私も何回かこれは言っていますけど、議題に上がらないんですか、この

庁舎内で。 

○高山京彦教育総務課長 奨学金は、家庭の事情など経済的な理由により進学が困難な学生に学

費を貸与もしくは給付する制度ですが、奨学金には大きく分けて２つのタイプがあります。 

大学等を卒業後から返還が始まる貸与型奨学金と、返還する必要がない給付型奨学金に分けら

れます。 

現在、本市では前者の貸与型奨学金において、これまで貸与額約12億8,000万円、人数にして

延べ4,200人に対しまして、貸与し支援してきたところでございますが、後者の給付型の奨学金

についての取組は実施しておりません。 

給付型奨学金とは別に、新たな支援策としましては、現在行っている貸与型奨学金において、

奨学資金の貸与を受けた者が市内に居住し市内事業者に就労していることなど、一定の要件を満

たせば、返還金を一定額免除する支援の取組、あるいは貸与した奨学金を計画どおりに返還し、

市税等の滞納もなく継続して市内に居住・就労しているなどの要件を満たすことで、奨学金を返

還している者に対して補助金を交付し、本市に定着する人材を確保する施策の取組などが考えら

れます。 

現在、こういった先進的な取組を実施する他市からの情報収集を行っていますが、今後は免除

等による財源の確保など全庁的に協議を進め、本市にとって効率的、効果的な取組の実現を目指

したいと考えております。 

○９番禰占通男議員 本市も例規集に奨学金なるものも載っていますけど、本当にこれ差別にな

るか分からんけど、優秀な子供だったら、大学まで出してやってもいいと思うんですよね。ただ

条件として本市に貢献するということ。 

それから、もう途中で諦めて都会に出て行く子もとどまるかもしれないし、やはりそれは我々

この行政に関わるものが、支援するべきじゃないかと思っているんですけど、市長としてはどう

ですか、こういう奨学金支援なるものにはどうなんでしょう。 

○前田祝成市長 ただいま教育総務課長から答弁がございましたが、庁内でも検討ということで、

議員からありました優秀な子供には大学まで、本市への貢献が条件でということも一つの選択肢

であろうかと思いますが、そのあたりも仕組みをどのようにすべきか、今後も協議を続けていき

たいと思っております。 

支給を受けた方にインセンティブというか、補助金を交付してっていうところも一つ方法論と

してあるなということで、協議自体は続けてございますので、できるだけ早く本市で奨学金制度

の改革に向けた結論が出せればと思います。 

○９番禰占通男議員 次の質問ですけど、給食費です。 

これは昨日もありました、受益者負担と永遠と言われていますけど、前の教育長のときでしょ

うかね、約5,000万ちょっとかかると。 

だけど、うちのこの子育て支援に対してのアンケートでも教育費で負担が大きいと感じている

ものということで、上げるとすれば給食費っていうのを、父兄の方なんかも答えている部分が多

いですよね。 

31年のアンケート調査という中で、そうした場合、受益者負担、受益者負担と、私も議員に

なってから何度この受益者負担ということを各課から言われたか分かりませんけども、それはそ

れなりに、本来それがそうなんだろうけど、やはりそれを支援するのもまた行政の仕事かなと思
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っております。 

それで、学校給食を全額助成しているところは、県内で13市町村、一部は９市町村、枕崎市

は食材値上げ分ということになっていますけど、やはりこれ、国も総務省（61ページに訂正発

言あり）が30年に調査しているんですよね、給食費について。 

総務省（61ページに訂正発言あり）が調査すること自体が異例じゃないかと思っております。 

ですから、いずれは、ある程度子供の人数が減ってくると取り組むんじゃないかという、だか

ら今ちょっと額が多過ぎるから、あと給食を取っていない自治体もありますよね。 

弁当を持っていくところも、これたしか都会に結構多いみたいで、やっぱりそうしたら、本市

の子育て支援といったら、いろいろありますけど、そこにかかる費用の助成というのも必要と思

うんですけど、やはりその自己負担と思って今後もそのようになっていくんでしょうか。 

今回給食費も振込になるというけど、あれ私がＰＴＡで集めるようになって、延々と50年ぐ

らいも続いて、四十何年続いてきたんですけど、それが振込方式になって、そしたらもういろい

ろ総務省（61ページに訂正発言あり）も何かアンケートでありましたよ、教師の負担を減らす

ためにどうのこうのっていう、それを見たら、全国的なことだったんだと私も理解したんですけ

どね。ですからこの給食費については、もう昨日の答弁どおり、受益者負担でいくんですか。 

○高山京彦給食センター所長 近年、県内の自治体の中では、学校給食費の無償化や生活困窮家

庭の保護者に対する取組が新聞等で報じられておりますが、本市におきましても、学校給食費の

負担軽減策としまして、就学援助費及び特別支援教育就学奨励費などの対象となる世帯に対しま

して、令和元年度から学校給食費の全額を助成、また令和４年度には物価高騰に伴う、新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業を活用した食材費への補助、さらに今年度におい

ても、全児童生徒の物価高騰等による給食費の値上げ分の補助は行っているところです。 

現在のところは、食材費の負担につきましては、引き続き保護者の皆様にお願いしたいと考え

ております。 

○９番禰占通男議員 先ほど、総務省って言いましたけど文科省でした。訂正いたします。 

それでこの給食費について、成果の例として、自治体は子育て支援の充実、少子化対策、定住、

転入の促進、今課長からありましたように、食材高騰による経費の増加の際の措置ということで、

この自治体の成果ということで上げられるんですけど、いわゆるこの子育て支援の充実というの

は、もうこれただ、学校給食の無償化の実施状況、それの調査結果について調べたけれど、もう

平成30年の７月27日付しか見当たらなかったので、今紹介したんですけど。できれば、もう子

育て支援の充実っちゅう、これが今政府でもう本決まりなったけど予算的には決まってないんだ

けど、これで言っているんだったら、いずれはなると思いますよ。先ほど言いましたように、や

はりほかの自治体もやっています。ほかの自治体に遅れるのが一番私はいけないかなと思ってお

りますので、対策を考えてもらいたいと要望しておきます。 

それで次が、この幼児教育のための副食費というのは、今どうなっているんですか。 

○福永賢一福祉課長 幼児教育保育の無償化が令和元年10月から始まったときに、３歳以上の

保育料が無償化されまして、そこについては、給食費そのものはまた別途、各施設でそれぞれが

算定した額で保護者から徴収することになっております。 

そして非課税世帯等の免除される方につきましては、公費で賄うということで、昨年度まで月

に4,500円の基準で公費で補助するということになっておりました。この4,500円が今年度から、

公定価格として4,700円に改定されているところです。 

○９番禰占通男議員 父兄からはこの副食費なるもの、これもう無償化のほうがいいという声が

多いですよね。できれば、副食費も私は取り組んでもらいたいと思っております。 

それと、うちは０歳から２歳児までの何ですか、所得に応じて保育料の無償化はこれ、半額程

度になるということですか。今ゼロから２歳はどうなんですか。 
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○福永賢一福祉課長 保育料の基準につきましては、住民税等の負担割合等に応じて８段階に区

分されております。 

それぞれ国が公定価格としてその基準を示している、その半額を枕崎市は設定して、保護者か

ら負担していただいているということでございます。 

○９番禰占通男議員 いろいろ手をつけるところがなんかいっぱいありますよね。 

それで一番私が要望したいのは、この住居費なんですけど、国も今回新婚世帯に家賃引っ越し

代をあげましょうかということがこの令和５年度の概要にもあるんですけど、新聞等であんまり

これ、大きく出てないんですけど、地域少子化対策重点推進交付金なるもので、それをしましょ

うと言っているんですけど、昨日もありました移住応援給付金、Ｕ・Ｉターンには本市は一応補

助金を設けております。昨日も説明がありました。それで、結婚して住むところがない、そした

ら家賃をどうしようかというのは、普通ほとんどだと思うんですけど、持家をお持ちでない方は、

これについて家賃分相当、家賃の２分の１とかそういうことは考えないんですか。会社とか公務

員とかであれば、住居手当はあるんですけど、一般の大きい会社でない中小企業、零細企業とい

うのはないわけですから、またフリーで働いている方には、それについてこう取り組もうとかそ

ういう考えはないですか。 

○日渡輝明企画調整課長 昨日の一般質問の中でも、定住者への補助に関する質問もございまし

た。 

答弁が重複することにはなりますが、住宅の確保に係る経費等を支援することの効果につきま

しては、本市への定住促進が図られることや地域コミュニティーの維持と、活力ある地域社会の

実現にもつながることが期待されます。 

質問者からありました住居に関する家賃など、特に若い世代が生活をしていく上で、負担を重

く感じられていることは承知をしておりまして、どのような施策が効果的であるのか、これまで

も議論を重ねてきているところであります。 

人口減少は、本市にとっても大きな課題であり、本質的な解決に向けての施策も必要であると

思っております。 

まずそのためには、第２期枕崎市地方創生総合戦略に掲げた、ひとと産業（仕事）をつなぐ、

市外のひと・まちをつなぐ、若者とまちをつなぐ、地域と地域をつなぐの４つの分野に掲げた取

組が総合的に進められなければならないと考えております。 

○９番禰占通男議員 若者を引き止めるために、額は少額でもあれば助かるんじゃないかと思っ

ております。 

紹介で言いますけど、大崎町なんか最大310万円の住宅取得補助というのが、これが一番県内

で大きいのかなと。本市で310万あったら中古住宅ぐらい下手するともう買えるんじゃないかな

と思っております。検討をお願いいたします。 

次に、子供の医療費の助成ですけど、これについては６月から18歳まで拡大されますよと市

報等いろいろ紹介があります。 

医療費の中で、私も前の市長のときにお願いして、今1,000円程度助成されているんですけど、

ワクチン接種で風疹とロタウイルスは別だったんだけど、今回もう何年からですかね、予防接種

11種類は対象年齢内は無料と本市もなっております。 

それで対象になっていないのがインフルエンザワクチン接種ですよね。一部助成ということに

なっていますけど、これについても国が認めていないからっちゅうことで、うちは１回につき

1,000円だけでも助かるという父兄もおります。 

ですからこれもできれば、半額か全額ぐらいにできないものだろうかと思って今回の質問に上

げました。どうでしょうか。 

子育てどうのこうのって言ったら、もう高校生まで無料になったんだったら、もうこのぐらい
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子ども・子育てについて、助成するっていう考えはないでしょうか。 

○西村祐一健康課長 ただいま質問者からありましたとおり、乳幼児期、学童期に行う予防接種

法で規定されております。 

定期の予防接種については、対象者個人に通知を行いまして、無料で接種を行っているところ

でございます。季節性インフルエンザのワクチンにつきましては、この予防接種法上の定期予防

接種に該当しておりません。 

現在のところ本市におきましては、単独事業といたしまして、生後６か月から小学２年生まで

の接種を希望する未就学児及び児童に対しまして助成を実施しておりまして、成人とは異なり免

疫獲得までに２回の接種が必要になることから、各1,000円ずつの合計で2,000円を助成してい

るところです。なお令和４年度の接種率につきましては、１回目が54.9％、２回目が43.3％と

なっているところです。 

今後の助成額の拡大につきましては、国県の動向や県内各市の状況、財源確保等を考慮しなが

ら、総合的に検討してまいりたいと考えております。 

○９番禰占通男議員 ２回で2,000円、予算は今やったら50％ぐらい。令和５年度の予算で195

万6,000円になっているんですけど、これは2,000円を１回1,000円、倍に上げてもこの予算が約

200万が400万になるっちゅうことですよね、単純計算で。可能じゃないですか、これ。 

先ほどから言いますように全額助成っていう、半額程度まで上げるのは、あと200万どうでし

ょうか。 

○西村祐一健康課長 ただいまのことについてなんですが、繰り返しの答弁になりますが、今後

の助成額の拡大につきましては、国県の動向や県内各市の状況、財源確保等を考慮しながら総合

的に検討してまいりたいと考えております。 

○９番禰占通男議員 あとそれと確認なんですけど、今回18歳まで医療費の助成が拡大される

ということで、子ども医療助成事業は水色、子ども医療給付事業はオレンジ色、この保険証、こ

れ色を分ける必要があるんですか。この18歳まで医療費が拡大されるということになると。 

○福永賢一福祉課長 受給者証の色が違うことにつきましては、まず、子ども医療費につきまし

て、給付される医療機関で窓口負担のない非課税世帯を対象とした給付の制度と、一旦窓口で支

払っていただいた医療費を２か月遅れで口座に振り込む助成制度と２つ分かれておりまして、そ

れを区分するために窓口で提示していただいて、オレンジの方についてはもう窓口の支払いはな

しという医療機関等で判断をしていただくために、そういった２つの受給者証の色の準備をさせ

ていただいております。 

○９番禰占通男議員 昨日だったけ、おとといか何か県議会やったっけな、どっかでも窓口負担

でいろいろやっていたんですけど、本当にもう現物給付に全部してもらいたいという行政側もそ

うしてもらいたいと要望しておきます。 

次の、もう時間もありませんので、この出産祝い金についてお尋ねしますけど、この枕崎市は

１人につき２万円分、たしか商品券か何かですよね。 

そして令和２年に恩恵がなかった分に10万円分、国の５万円・５万円を令和４年の出産から

助成すると。こうした場合ですよ、これはありがたいんだけど、一つ聞いておきたいのは、対象

にならない令和２年に恩恵がなかった分にとなっているんです。 

その二、三年前に生まれた子供なんかにはどうなるんですか、もう全然ないっちゅうことです

か。どうなんですか。 

２年分に恩恵がなかった分にという説明があったんですけどね。それ以前の１年か２年の前に

産まれた方にはこの国の分はないっちゅうことですか。 

○西村祐一健康課長 ただいまの質問につきましては、出産子育て応援交付金の件だと思います。 

出産子育て応援交付金、こちらにつきましては、令和４年の４月以降の出産に遡って支給して



- 64 - 

おりますので、それ以前の出産に係る分についての支給についてはないところでございます。 

○９番禰占通男議員 何か１年か２年違っただけでもらうものが違うっちゅうのは何か物すごく

不公平を感じませんか。できれば後づけでもいいから、こういうのは本当に半額でもいいからあ

げてもらいたいと要望しておきます。 

それとですね、今うちは２万円分を祝い金として商品券をあげているんですけど、県内は金券

と乳幼児品購入券が38市町村、うちは２万円。これが５万から10万なんですよね。もう何か額

が倍ぐらい違って、財政上のものもあると思うんですけど。それとあと南大隅町と十島村では、

４子から４番目から100万円支給、大崎町なんかまだいいですよね、出産支援に20万円支給して

入学援助に１人３万円。これはふるさと納税活用とこれも新聞に出ていました。 

だからまだ本市の祝い金なり何であれ、あげないよりはあげたほうがいいんだけど、その額も

もうちょっと考えてもらいたい。普通の自治体と懐事情は違いますけど、どうなんですか。 

○福永賢一福祉課長 子供の出生を祝い健やかな成長を支援するとともに、経済的負担の軽減に

よる子育てしやすい環境づくりに資することを目的に、令和２年度に新生児への臨時給付金とし

て５万円分の商品券の給付を実施いたしましたが、これは同年度に実施された特別定額給付金、

いわゆる国民１人当たり10万円支給の分の対象とならない令和２年４月28日以降に出生した児

童を対象にしたものです。 

令和３年度以降も新生児への給付金として、５万円分の商品券の給付を継続し、併せて記念品

の配付を実施しておりましたが、国の令和４年度第２次補正予算において、伴走型相談支援と経

済的支援を一体的に実施する出産・子育て応援交付金が計上され、本市でも令和５年度から令和

４年度対象者を含む同事業を開始することになりました。 

このことにより、新生児への給付金については、同様の国県補助事業が開始されることに伴い

廃止することとし、令和５年度からは、出生した児童を市民全体でお祝いすることを目的とした

むぞかベイビー誕生祝金を実施することとしました。 

給付額の２万円につきましては、出産・子育て応援交付金の本市負担分等を考慮し決定したと

ころです。 

また、その他様々な自治体が行っている支給等につきましては、今後も他市等の動向を把握し

ながら、子育て支援施策全体の検討をする中で、いろいろな必要性も含めて検討していきたいと

考えているところです。 

○永野慶一郎議長 以上で、禰占通男議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前10時33分 休憩 

午前10時42分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、平田るり子議員。 

［平田るり子議員 登壇］ 

○10番平田るり子議員 地域政党薩摩黒潮会、平田るり子です。 

通告に従いまして質問させていただきます。今回の質問に当たり、大枠、２点からの質問をさ

せていただきます。 

まず初めに、私の公約であります、少子化・人口減少。この解決には、本市でも取組が図られ、

枕崎が抱えている多くの問題の全てに関わる喫緊の課題であり、また大変困難な問題であること

は、市も市民の皆様も御承知のことかと思います。 

しかし、枕崎の問題の全てに関わるこの喫緊の課題、枕崎の問題の根幹であること、並大抵な

ことではないと分かっていても公約として掲げ、支持してくださった方々とお約束した以上、や

り遂げなければならないと思っております。一生懸命努めてまいります。 
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最初の質問に入ります。少子化・人口減少対策について、本市の人口現状をお示しください。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 本市の人口の現状ということでございますが、まず国勢調査を基準とした比較

で申しますと、令和２年の国勢調査における人口は２万0,033人で令和４年10月１日時点におけ

る推計人口が１万9,208人でこの２年間で825人減少しており、令和２年に改訂いたしました本

市の人口ビジョンにおける令和４年の独自推計人口に対して約500人下回っている状況にありま

す。 

このように独自推計人口を大きく上回る速度で人口減少が進んでいることから、今後の人口の

推移についても非常に厳しい見通しであると感じているところでございます。 

この人口の推移につきましては、担当参事から答弁させます。 

○田代勝義企画調整課参事 ただいまございました令和２年から令和４年までの人口動態につき

ましては、この２年間で社会増減数が約270人減少し、自然増減数はおよそ２倍の約550人が減

少しております。 

この自然減が大きい理由としましては、死亡者数が350人を超える数で推移している中、出生

数が近年100人を下回ってきたことで死亡者数が出生数を大きく上回ることとなり、この自然減

の増加が本市の人口動態に影響を与えているところです。 

令和５年６月１日時点での本市の人口につきましては、住基人口で１万9,480人となっている

ところです。 

○10番平田るり子議員 お示しくださった本市の人口現状、本市の人口人数、その中の外国人

籍の人数を教えてください。 

○田代勝義企画調整課参事 本市に在留資格を持つ外国の方につきましては、令和５年６月１日

時点で申し上げますと、474人となっております。 

○10番平田るり子議員 この枕崎の人口比率に対し、外国人の働き手の人数は県下上位を占め

ています。それだけ枕崎に産業が多い、とても喜ばしいことです。 

一方、枕崎の人口が減り続け、外国人のコミュニティーが大きくなると全体的に問題になって

いる犯罪も頭に入れ、お互いの関係を良好に保つために、抑止力のために防犯カメラなども必要

になってくるかと考えます。 

続きまして、少子化・人口減少による本市への影響についてお示しください。 

○田代勝義企画調整課参事 少子化による人口減少の影響につきましては、このまま少子化が続

きますと若年層の減少、ひいては生産年齢人口の減少につながり、労働力の確保が困難となるこ

とで地域の稼ぐ力が低下するなど、本市の産業面、税収面などに影響があるものと考えておりま

す。 

また、少子化の進展に伴って高齢化率が上昇することで、まちの活力やにぎわいなども失われ

地域社会の維持が困難となり、医療や介護等にかかる費用も増加することで、税収の減少も見込

まれる中で、社会保障費も増加することが見込まれるなど、本市の行財政運営を取り巻く環境が

厳しくなると考えております。 

○10番平田るり子議員 大変厳しいということは分かりました。少子化による働き手担い手問

題、まちが縮小してしまうと今以上の人口流出も考えられます。その中、国を挙げての異次元の

少子化対策、この後押しを受け、本市の少子化をどこまで解決できるのか、教えてください。 

○田代勝義企画調整課参事 国は、異次元の少子化対策につきましては、国を挙げて少子化とい

う最重要課題に取り組んでいかなければいけない。この六、七年がラストチャンスだとしてスピ

ード感を持って取組を進めていく考えを強調しております。 

これは出生数の減少により、このまま2030年に入ると結婚して子供を産める若い人たちの全

体数が減り、さらに少子化が加速していくということを意味しているものと思われます。 



- 66 - 

国は少子化を国の存続そのものに関わる社会全体の問題と捉え、少子化傾向を反転させるとし

て、多岐にわたる施策に取り組むとしており、本市におきましても、施政方針の中で、子ども・

子育て施策を今後の最も重要な課題と位置づけて、少子化対策に全庁的に取り組むとしておりま

す。 

少子化対策は、国と地方が雇用・社会保障・教育等の分野において連携しながら施策を進めて

いく必要があることから、国の動向に注視し、国が全国的に一律で実施する施策を機動的かつ積

極的に実施するとともに、市独自の施策や追加的施策を講じながら、少子化対策に取り組んでい

きたいと考えております。 

○10番平田るり子議員 ラストチャンス、スピード感を持って、これはもう大切なことです。

今の答弁に加え、少子化を解決するための施策などありましたら教えてください。 

○田代勝義企画調整課参事 少子化につきましては、結婚、出産、子育て、働き方など、多岐に

わたる分野の課題が交錯する難題でありまして、出生数の減少を食い止める特効薬はないと言わ

れております。 

1990年の1.57ショックから、国も過去30年にわたり少子化対策に取り組んできましたが効果

は現れず、さらにコロナ禍において出生数が急減し、少子化が加速している状況にあります。 

結婚、妊娠・出産、子育てや働き方に対する考え方は、時代が進むにつれて変化してきており、

また社会経済情勢も大きく変わる中で、出生数を急激に回復することは簡単ではないと思います

が、本市としても急激に進行している少子化の現状は極めて深刻なことと捉えており、一刻の猶

予もないという認識の下で、先ほどの繰り返しになりますが、少子化の解決に向けて、国が実施

する施策と併せまして、本市として成し得る支援策の実施をしたいと考えております。 

○10番平田るり子議員 本市も新生活支援事業補助、また福祉課の事業による０歳から２歳ま

での児童に関わる保育者等入所者負担金、またおむつ給付事業といった子育て世代に対する経済

的支援といった、若い方への取組、この出産・子育て環境の構築は、本市も力を入れて取り組ま

れていると思います。 

しかし、市としても、やはり踏み込みにくいこの人と人とが出会い、本市も婚活など頑張って

はおりますが、それでもとてもこのナイーブのところなのでなかなか難しいと思いますが、ここ

が１番の鍵です。 

まず、結婚をしていただく。巡り会う、そこの部分を難しいとは思いますが、この市の取組と

してしていくことが大事かと思います。この枕崎の過去のアンケート調査、男性につきましては、

１年以内に結婚するつもり、いずれ結婚するつもりを選んだ方が83％となっており、女性につ

きましては、１年以内に結婚するつもり、いずれ結婚するつもりを選んだ方が68.8％となって

おります。その方に現在、独身である理由を尋ねたところ、結婚したいと思う相手に巡り会って

いないからを選んだ方が53％、結婚はしたいと思う気持ちはあるものの結果的にしていない方

が増えていると思われます。 

女性の就職率上昇も結婚したくない理由の増加にという総務省の労働調査、基本集計2020年

（令和２年）平均結果の概要で、労働力人口の推移を見ると男性は横ばいであるのに対し、女性

は右肩上がりに上昇しており、2010年から2020年にかけてこの10年間でおよそ261万人も増加し

ています。女性の就業率が低かった頃は、男性と結婚して安定した生活を送るという考えが定着

していましたが、女性の就職、就業人数が3,000万人を超えている今、生活のために結婚すると

いう考えを持つ人は減ってきているとされています。女性にとって結婚しなければならない理由

が一つ減ったことにより、総体的に結婚したくない人の割合が増加していると見えてとれます。

この調査から見ても、女性の社会進出は少子化に大きく影響していると考えます。 

しかし、女性は結婚し子供を産み育てる時期と重なります。無責任に仕事を辞められない、そ

して、経済的な理由など女性に優しい社会をと言われるはずが、今世界で起きていることも含め、
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女性への負担はかなりのものがあると考えてとれます。今は女性の就業に頼らなくてはならない。

これはもう分かり切っております。女性に頼らないといけない大変難しい問題ですが、これから

まちを大きく発展させながら、枕崎のまちをつくるために若者のグループをつくる、そこに力を

入れ若者がまちづくりを展開させる。人と人とが出会う機会をつくる。ここに市は力を入れ枕崎

に興味を持ち、好きになってもらい、そこから、市議に出馬できる若いリーダーを育てる。企業

で言えば担い手でしょうか。いずれにせよ、少子化問題は喫緊の課題であり、本市を挙げて、人

と人とが出会う、ここに力を注がなければならないと考えております。 

次の質問に移ります。本市の水路、側溝の状況について、枕崎市の大きな産業の一つ。花卉栽

培ハウス周辺の側溝の状況についてどれくらい整備がされているかを教えてください。 

○松田誠建設課長 まずは、市道側溝の蓋版設置についての考え方について説明します。 

市道側溝の蓋版設置は、平成27年度に通学路危険箇所点検で取りまとめられた、各小中学校

から半径１キロメートル以内にある、断面40センチメートル掛ける40センチメートル以上の市

道側溝の蓋版を、優先箇所として計画的に実施しています。 

次に、通学路を含む生活道路内にあり、歩行者と車両との離合が難しい道路幅員４メートル以

下の市道側溝、次に道路幅員は６メートル程度の比較的広い道路であるが、通行車両が多いなど

歩行者の安全対策が必要な市道側溝へ蓋版を設置することとしています。 

いずれにしても、公民館長、議員、市民などからの情報提供を受けて、現場確認を行った上で、

危険性や必要性を判断して実施しています。 

お尋ねの大塚中町や大塚南町の花卉団地内の市道は、住宅地域内の生活道路ではなく、農業振

興地域にあることから、維持管理のしやすさと、草木や農業用資材の詰まりによる災害が起こら

ないように極力、蓋版を設置しないこととしています。 

○10番平田るり子議員 花卉ハウスの周りといったら、側溝をつけたほうがいいか、つけない

ほうがいいか、そういったこともあるとは思います。 

皆様もお分かりのとおりこのビニールハウスというのは、少ない雨でも大きく水を受け止め、

一気に水路に流れ込み幅の狭い水路からあふれ、道路一面が浅い池のようになります。この浅い

池のようになった水は、また下の民家へ一気に流れ込みます。側溝の必要な箇所の整備、またこ

の技能実習生、働き手のトイレの問題など、こういった整備も含め枕崎の産業としてより大きく

成長をしていただくために、市としてもこういった産業に力を入れていくということは大切かと

思っております。 

続きまして、本市の水路・側溝整備が行き届いていない弊害についてお示しください。 

○松田誠建設課長 市道側溝に蓋版がないことの弊害としましては、通行車両と歩行者との離合

の際の側溝への転落が懸念されます。特に高齢化が進む中で、シニアカーを利用する方が増える

ことが考えられることから、幅員の狭い道路については、優先的に実施していきたいと考えてい

ます。 

一方、市道側溝に蓋版を設置することで、側溝詰まりの点検など維持管理に支障が出ることや、

側溝断面が不足することによる道路冠水などの浸水被害も考えられることから、慎重に工法を検

討しながら実施していきます。 

また、市道側溝の蓋版でなく側溝がないことに対しましては、雨水が道路面を流下しても問題

ない路線については、側溝がない市道もあります。そのような路線においては、生活排水が流れ

出る場合は、衛生的な問題があることから、新築工事の際は、近くの側溝まで排水管による接続

を依頼しているところです。 

○10番平田るり子議員 今お示しくださったことを踏まえ、本市の側溝の整備計画があったら

計画についてお示しください。 

○松田誠建設課長 市道の維持補修工事には、蓋版設置のほか側溝改修、舗装補修、メンテナン
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ス工事などの工種があり、実施箇所の選定においては、道路パトロールや、年間100件を超える

市民や公民館長などからの情報提供をもとに現地を調査し、緊急性や必要性を検討した上で決定

しています。 

また、同じ地区に該当箇所が多い場合は、地域の公民館長などに優先順位を決定していただき、

年間計画に基づき実施することとなります。 

なお、蓋版設置においては、既設の側溝の劣化状況を確認した上で、蓋版だけの設置か、側溝

本体ともに改修するべきかを判断して実施しています。 

現在、実施予定の側溝改修を含む蓋版設置箇所は、路線数32、延長1,980メートル、事業費で

5,440万円を計画していますが、本年度においても情報提供などにより要望箇所が増えていくこ

とから、緊急性や必要性を考慮して計画的に実施していきます。 

○10番平田るり子議員 そもそもこの側溝というのは、市民の皆様の足元の問題です。全ての

民家の前、そして農地、本来なら整備されなければならないことだと考えています。市民の方の

声で必ずよく聞くのが側溝問題。市民の声、昔から住んでいる私のところは、いつまで待っても

側溝が入らないのに目の前のこの新しい家が建ったかと思ったらすぐに側溝が整備された。また、

私の家の手前で側溝が入り、私の家の前は整備されずに終わったなど、この気持ちの分断にもつ

ながりかねません。 

市長のお言葉の一人も取り残さない、この言葉をお借りするとしたら、市民の足元の側溝整備

が行き届かないというのは取り残されたという気分になると思います。市としては、危険なとこ

ろから一番に整備を計画し、そして計画どおり予算の範囲で進めていっても、到底、全ての市民

の声を聞き入れることなどかなわず、まして、農地、戦後復興で整備された修復期限がきている

側溝、戦後77年が経った今も、全ての改修工事となると市民の足元の側溝全部をなどと夢のよ

うな話かと感じます。やはり行き着くのは予算、残念なことです。 

私の前の質問、少子化・人口減少問題、枕崎市の人口は２万人を切り、枕崎唯一の産院も今月

末をもち分娩を終わります。赤ちゃんは生まれても枕崎で産声を聞くことはもうありません。ま

た、隣町への人口流出、空き地、空き家だらけの現状、もはや税収や地方交付税だけでは、市の

発展はおろか、私たちの生活まで逼迫するのではないかと危惧する方も多いのではないでしょう

か。ふるさと納税はとてもありがたい税収です。しかし、観光とかふるさと納税はプラスアルフ

ァとしてありがたい予算ですが、この世界情勢や制度の見直しを想定に入れておかなければなり

ません。そうなると、とてもこの税収としては不安定な予算となります。 

まちを発展させるため、安定した強い枕崎をつくるためには何かしらの国の直轄事業や国策事

業がないかを考え、一つの提案として、決めたらすぐに進んでしまう事業ではない、市民対話型

事業、話し合いをしながら誘致するかしないかを決めることのできるＮＵＭＯ（ニューモ）の提

案を一つとして考えました。今の私たち世代が手を挙げ、市民の命を守る災害にも役立つこの地

下調査をしてもらい、交付金90億円が枕崎に入る。ここに私たち大人が手を挙げる。最終的に

この誘致を決めるのは次世代の若者です。あくまでも私たち今の世代は選択できるチャンスを若

者につくってあげるだけです。私たち大人は若者の選択できるチャンスを奪うのではなく、つく

ってあげなければならないと思っております。 

国のエネルギー政策には、欠かせない私たちが使うエネルギー、この電気、原子力発電には避

けては通れない大きな課題があります。一人一人が様々な考え思いがあると思いますが、感情だ

けで賛成反対を議論しても、枕崎のために、ひいては日本の国のためにもなりません。 

今を生きる私たちは、日本の未来を背負っていく世代に対して大きな責任があると考えます。

この市民対話型事業、ＮＵＭＯ（ニューモ）、核のごみを正しく恐れて、何度も何度も説明を聞

く。聞いた上で議論を重ね、市、市議会議員、市民それぞれ一人一人が、次世代の若者が、枕崎

の未来が描けるように、市民一体になることが枕崎の未来につながると信じています。 
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以上をもちまして、私の一般質問を終わります。 

○永野慶一郎議長 以上で、平田るり子議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時11分 休憩 

午後１時10分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、豊留榮子議員。 

［豊留榮子議員 登壇］ 

○７番豊留榮子議員 午後の一番きつい時間帯ですが、しばらくの間お付き合いのほどよろしく

お願いいたします。 

今コロナ禍の中で、数々の行動が中断されてきましたが少しずつ動き出しています。 

今年は被爆者とともに、核兵器のない平和で公正な世界を人類と地球の平和のためにと、

2023年原水爆禁止世界大会が開かれます。 

広島と長崎に人類史上初めて原子爆弾が投下され、一瞬のうちに２つの都市が壊滅し21万人

もの命が奪われてから78年になります。 

ほとんどが一般市民だったといいます。 

生き残った被爆者も原爆症によって命を奪われ、あるいは健康を脅かされています。 

核兵器は、人間らしく生きることも死ぬことも許さない悪魔の兵器としか言いようがありませ

ん。 

核兵器のない平和な世界を求めて歩く、原水爆禁止国民平和行進は今年で65周年を迎えます。

４年ぶりに全国通し行進者がやってきます。枕崎には６月28日午後になりますが、みんなで一

緒に枕崎を歩きましょう。 

さて、本題に入りますが、全国各地で大雨や地震が多発し、不安な日々が続く中で、政治の動

きも国民にとっては不安だらけのことばかりです。 

５月31日参議院地方デジタル特別委員会で、マイナンバー法等改正案が賛成多数で可決され

ましたが、健康保険証と一体化したマイナンバーカードに別人の情報が登録されていた誤りは、

医療事故を起こしかねない危険なトラブルです。全国で7,300件以上も起きていたといいます。 

そのほかにも公金受取の口座の誤った登録、そしてコンビニでの別人へのマイナポイントの付

与など、個人情報を扱うシステムとしては役目を果たしていません。 

このようにマイナンバーカードに関するトラブルが多発しているようですが、本市における被

害状況などを調査し、市民の状況などを把握されているのでしょうか。まず、見解をお聞きいた

します。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 マイナンバーは、住民票を持つ日本国内の全ての住民に付番される12桁の番

号で、現在、社会保障、税、災害対策の分野のうち、法律または条例で定められた事務手続にお

いて使用されています。 

マイナンバー制度は、行政手続において各行政機関の間で情報連携することにより、行政の効

率化につながるとともに、必要な添付書類が削除されるなど事務処理もスムーズとなり、皆様の

利便性も向上されるなど、公平公正な社会を実現するための制度であります。 

御質問のありましたマイナンバーカードに関し、全国で発生し報告されている事案については、

国において問題が整理され、対策が講じられるものと考えております。 

本市における状況につきましては、担当課長から答弁をさせます。 

○日渡輝明企画調整課長 今般、健康保険証の情報のひもづけ誤りにより他人の情報がひもづけ

されているケースや、自治体においてマイナポイント事業の手続支援の一環として行っている支
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援窓口において、公金受取口座の登録の際、人為的なミスにより他人のアカウントに自分の預貯

金口座を誤って登録してしまう事例などが報告されております。 

また、マイナンバーカードを使用して行政手続ができる政府のサイト、マイナポータルで他人

の年金記録が閲覧できる状態になっていた事例もあり、この事例に関しましても、データ入力の

際の人為的なミスであることが原因とされております。 

本市におきましては、現在報告されている事例の該当や関連するトラブルは確認されておりま

せん。 

現在デジタル庁において、公金受取口座の誤った登録があった自治体として、16自治体22件

が公表されておりますが、本市においては該当がございません。 

本市におきまして、個人のデータを保有しているわけではありませんので、誤った登録の有無

を調査し確認することはできませんが、今回の発生した事案に対しては、国の責任の下システム

を再構築するなど、担当する機関で適切に対処されていくものと思っております。 

このことに関しましては、マイナンバーカードに関連するデータやシステムを秋までに総点検

するとされており、情報を共有する体制や人為的ミスを防ぐ仕組みも構築されることになります。 

公金受取口座の誤登録に関する事案につきましては、漢字氏名と仮名氏名の照合ができないこ

とが根本課題として、システム改修による自動照合の実現や漢字氏名と仮名氏名とを照合可能な

検知モデルの開発を行い、検知モデルの制度を確認した上で、登録データへの適用が検討をされ

ているようです。 

また、ログアウト忘れによる誤った登録を防ぐシステム改修については、６月７日に実装され

ており対策が講じられております。 

その他の事例に関しまして、万が一、医療機関・薬局で別の方の情報が表示された場合は、マ

イナンバー総合フリーダイヤルもしくは御自身が加入されている医療保険の保険者へ問い合わせ

て相談いただければ、オンライン資格確認等システムの実施機関である社会保険診療報酬支払基

金・国保中央会に迅速に連携し、御本人でない情報が登録されている疑いが高い場合は、直ちに

オンライン資格確認等システムの閲覧が停止されます。 

その後保険者において事実確認を行い、誤ったデータが登録されていた場合は、是正作業が速

やかに行われることになっております。 

○７番豊留榮子議員 本市においては、今、誤った被害は受けていないということだったんです

けれども、本当にこれは本人がもし間違っていることが分かっても、市に届けない限り市として

も把握できないってことなんでしょうか、それともシステムで分かるんでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 少し先ほどの答弁の中でも申し上げましたが、市で個人のデータを保

有しているわけではございませんので、市で独自に調査をすることはできません。 

ただ現在、国で秋までに関連するデータやシステムを総点検するということでされております

ので、そういった誤った情報等がありましたら、市へ連絡ができる体制となっているところでご

ざいます。 

○７番豊留榮子議員 市民の不安を少しでも解消するために、市がこのような対策を取っていま

すってことを公表できるんでしょうか。市民に伝えることができますか。 

○日渡輝明企画調整課長 まず１点、御自身の情報が正しく登録されているかを確認する方法に

ついて申し上げますが、マイナポータル対応端末、例えばスマートフォン等でマイナンバーカー

ドを使ってマイナポータルにログインし、注目の情報の最新の保険証情報の確認や公金受取口座

の登録変更、これを押していただきますと、健康保険証情報や登録されている口座情報を確認す

ることができます。 

また御自身で確認する方法が分からない場合やマイナポータル対応の端末をお持ちでない場合

は、現在市民ホールに設けてありますマイナポイント申込みに当たっての手続支援窓口で、一緒



- 71 - 

に登録内容を確認する体制を整えておりますので、不安な場合は御相談いただければ対応をして

いきたいと考えております。 

市民の皆様の不安を少しでも解消できるように、サポート体制を整えるとともに、最新の情報

の発信に努めていく取組を行っていきたいと考えております。 

○７番豊留榮子議員 いろいろな取組をしてくださっていることは分かるんですけどね。 

それを市民の方が知るすべを何かしてくださるといいなと思うんですけれども、自分で市民ホ

ールに行ってっていうのはなかなか難しいんじゃないかなっていう気もしないでもないんですね。 

そういうことで次の質問に入りますが、マイナ保険証に別人の情報が誤って登録されることは、

これはまさに命に関わることにもなりかねません。 

大きな過ちが起こる前に、このマイナンバーカードの活用は全て中止すべきだと思いますが、

この点について見解をお聞きいたします。 

○日渡輝明企画調整課長 マイナンバーカードは、マイナンバーを証明する書類として利用でき

るだけでなく、本人確認書類としての利用、各種行政手続のオンライン申請、各種民間のオンラ

イン取引など、日頃の生活の中で活用できるケースが広がってきており、安心安全な利用環境の

整備が進められてきているところです。 

デジタル社会の基盤であるマイナンバーカードについて、利便性向上の観点から、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆるマイナンバー法等の一

部改正について可決・成立しているところです。 

今回改正のポイントとしましては、マイナンバーカードの利用範囲の拡大、マイナンバーの利

用及び情報連携に係る規定の見直し、マイナンバーカードと健康保険証との一体化、マイナンバ

ーカードの普及・利用促進、戸籍等の記載事項への氏名の振り仮名の追記、公金受取口座の登録

促進といった内容になっており、例えばマイナンバーカードの利用範囲の拡大においては、社会

保障制度、税制及び災害対策以外の行政事務においても、マイナンバーの利用の促進を図る内容

となっており、具体的には理容師・美容師、小型船舶操縦士及び建築士等の国家資格等、自動車

登録、在留資格に係る許可等に関する事務において、マイナンバーの利用を可能とし、各種行政

事務手続における添付書類等の省略により利便性の向上が図られるものです。 

マイナンバーカードの活用は中止すべきであるとの質問者のお考えや御懸念に関しましては、

マイナンバーカードの使用に関し厳密な本人確認が行われ、なりすましができないようになって

おります。 

またカード自体には、氏名、性別、住所、生年月日のいわゆる４情報のみで、税情報など高い

プライバシーを持つ情報は記録されておりません。 

システム面におきましては、年金や税情報など高度な個人情報は一元管理されているのではな

く、これまでどおりデータは各行政機関で別々に管理されており、システムにアクセスできる者

は制限・管理されております。 

本市におきましても、個人情報が扱える端末へのアクセスは、ＩＤと静脈認証により個人が特

定されており、厳密に管理されております。 

平成29年１月から情報提供等記録開示システム、マイナポータルによりまして、自分の個人

情報をどのような機関が、いつ、どのような目的で使用したのか、確認することができますので、

二重、三重のセキュリティー対策が取られている仕様となっております。 

今後、国の責任の下、今回の人為的ミスによるトラブルに対応したシステムが構築されると考

えておりますが、本市としましても、市民の皆様の大切な個人情報が守られるよう、適切な運用

を行っていきたいと考えております。 

○７番豊留榮子議員 そうですね、マイナンバーカードには、医療情報や年金の情報さらに公金

の受取口座、そして別の人の情報が大規模にひもづけされたら、これはマイナ保険証も、医療機
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関でのトラブルが後を絶たない、このような状況が今ずっと続いているわけですよね。 

これを、まだ受け取っていない方たちにしたら、どういうことになっていくんだ。特に高齢者

でありますとか、ちょっと障害のある方などは、自分ではなかなかできない、誰かに頼まないと

できないというような感じでいらっしゃるかと思うんですね。 

これがマイナカードに慣れて親しんでしまえば、とっても便利になってくるんだとは思うんで

すけれども、これを本当にそんなふうに思えるようになるのには、何年ぐらいかかるんでしょう

か。 

○日渡輝明企画調整課長 現在、マイナンバーカードの申請交付手続におきましても、マイナン

バーカードの利便性、安全性、取扱等については十分、市民の皆様へも説明を行ってきていると

ころではございます。 

これから、デジタル化社会が形成されていく上で、マイナンバーカードにとっては、その基盤

となるべき大切なものだと思っております。 

そのようなカードを利用できる便利さを実感できる、そういったケースも今後国の責任の下、

体制が整備されていくものと考えております。 

○７番豊留榮子議員 もう私的にはどう考えても、このマイナンバーカードの活用は中止すべき

だと言わざるを得ません。 

このマイナンバーカードに対する市長の見解をお尋ねしていいですか。 

○前田祝成市長 ただいま企画調整課長からありました説明のとおりですけれども、今後のデジ

タル社会の中でどうしてもやっぱりその基盤として必要になってくるということは私も認識して

ございますし、それを扱う行政としても、しっかりとしたセキュリティー含めた体制というのを

整えていかなければいけないと考えております。 

市民の皆様の大切な個人情報が守られるように適切な運用を行っていきたいとそのように考え

ております。 

○７番豊留榮子議員 次の学校給食費の無償化についてなんですけれども、これは私が掲げたも

の全て前の議員が質問してくださって、答弁いただいていますので、これはもう省いていきたい

と思います。 

ただ最後の、子育て支援のためにも、ふるさと納税の活用や財政調整基金の活用で、給食費の

無料化を支援すべきではないでしょうかということと、市長の公約でもある少子化対策の一環と

して、学校給食費の無償化を実施すべきではないでしょうか。 

これは前にもお答えいただいているんですけど、ここだけ改めて御答弁をお願いいたします。 

○前田祝成市長 これまでの質問者の皆様方の答弁、給食センター所長の答弁にもございました

が、経済的理由によって就学が困難と認められる児童生徒の保護者には、就学援助費及び特別支

援教育就学奨励費として、令和元年度から全額助成ということを進めております。 

また物価高対策に対しましても、それぞれ給食費の値上げ分の補助等を行っているところです。 

ふるさと応援基金や財政調整基金の活用ということで御質問でございますが、それぞれの基金

については、事業の必要性や優先順位等によって検討されるものですが、児童生徒の給食費につ

きましては、何度も答弁してございますが、保護者に御負担いただきたいというのが考えでござ

います。 

少子化対策ということで、こういう御意見をいただいているわけですが、現在の少子化の一番

の課題は、何度も申し上げますが、少母化、母親が少ない状況にあると認識してございます。 

経済を活性化して、若い人たちの所得が上がり、結婚して子供を産み育てたいというような環

境をつくることがまず大事であって、そこの課題に対して具体的に取り組んでいかなければ、な

かなか少子化というのは解決しないだろうと思ってございます。 

ただ単に給食費が無償化された、あるいは少子化や子育てに対する支援や手当が拡充されたと
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いうことだけで、子供が増えて少子化が解消されていくとは、私自身は考えにくいと思っており

ますので、そのあたりについては、ぜひ御理解いただきたいと思います。 

○７番豊留榮子議員 子育てに関しては本当に若い方たちからの意見を聞きますと、もう全てが

あれなんですよね。支援してほしいという声がたくさん上がってきます。 

そういう点も含めて、御検討のほどよろしくお願いいたします。 

次に市民の相談窓口についてなんですけれども、これは市民のための相談窓口は各所に設置さ

れていることと思いますが、市民が訪ねやすいよう、各家庭にこの相談窓口の一覧表など、配布

できないものかと思うんですがいかがでしょうか。 

○山口太総務課長 ただいまの御質問に対してお答えいたします。 

ただいま質問者からの御提案に関する現在の市の取組といたしましては、市のホームページに

おきまして、本庁、出先の各課各係の主な取扱い業務や、直通電話番号が記載された一覧表を掲

載して周知を図っておりまして、そこでは、例えばその一覧表を見ましても、どこに連絡してよ

いか分からない場合もあると思いますので、本庁の代表電話番号に御連絡をいただければ、担当

部署におつなぎしますということも併せてお知らせしております。 

そのほかでは、お知らせ版においては、例えば先月の５月号のお知らせ版では、紙面の相談と

いうコーナーで、市民会館における年金相談所あるいは全国一斉特設人権相談所の開設について

お知らせをしておりますほか、広報紙におきましては、紙面の一番下の部分になるんですけれど

も、市が実施しております家庭児童相談、育児相談などの連絡先のほか、社会福祉協議会で実施

されている法律相談の実施日や連絡先、あるいは知覧法務局で実施されている法律・人権相談、

行政相談委員による行政相談などの連絡先についても毎月掲載しております。 

また来庁者に対しましては、主に庁舎総合案内の職員が用件をお聞きして、御案内を行ってい

るところでございますけれども、昨年度には、御承知のとおり本庁舎１階の案内板の整備も実施

いたしました。 

現在の市の取組につきましては、以上のようなことでございますけれども、ただいま質問者か

ら御提案がございました相談窓口の一覧表の作成・配布につきましては、そのような一覧表が市

民の御手元にあることで、市民が目的あるいは御相談したい事柄に応じて、市役所だけでなくて

他の行政機関等も含めて、どこに連絡すればいいか、あるいはどこを訪問すればよいかが、より

分かりやすくなると考えますし、今後とも、より便利で親切な市民本位のサービス提供の充実・

向上を目指していく上で効果的な取組であると思いますので、相談内容について、できるだけ具

体的に、また分かりやすい形で分類しまして、他の行政機関等も含めまして、担当部署や連絡先

を記載した一覧表を作成して、市民の皆さんに配布するとともに、ホームページにも掲載しお知

らせしていくことにつきまして、前向きに取り組んでいきたいと、そのように考えております。 

○７番豊留榮子議員 なかなかこのデジタルになじまない方たちというのは、紙を見ないと駄目

だって言われるんですよね。 

そういう点では、やっぱり一覧表があったら、とても安心して生活できるかなと思いますので、

これは一つよろしくお願いいたします。 

また次の質問ですけども、この総合的な窓口の設置ですが、これは今あるといえばあるんです

けれども、今受付の方に聞いて、どこここって言われる方が多いので、こういう設置ができない

ものかどうか。 

○福永賢一福祉課長 総合的な相談の窓口に関しましては、庁舎１階の総合案内が全体的な庁舎

の案内としては設置しておりますが、そのほか、じっくりお話を聞くという部分での総合的な相

談窓口につきましては、家庭児童相談室がございます。 

昭和39年厚生省通知に基づき福祉事務所に設置するとされている家庭児童相談室ですけれど

も、家庭や児童に関する総合的な相談窓口として、現在、市庁舎西別館１階に設置しております。 
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家庭児童相談員を１名配置しておりまして、時間をかけて傾聴することで、相談者に寄り添い

ながら、相談内容に応じて関係機関へつなぐなどの支援をしているところです。 

○７番豊留榮子議員 そうですね、利用者の方も多いかと思うんですけれども、現在の利用者の

状況と、相談を受けてくださる方への精神的な負担とかそういうのはどうなんでしょうか。 

○福永賢一福祉課長 家庭児童相談室の令和４年度の相談実績につきましては、142件相談を受

け付けております。 

主な相談内容としては、家族に関すること、老人福祉に関すること、人権法律に関することな

どを受け付けているようです。 

過去10年の相談件数については、平成25年度から令和元年度までは毎年度400件を超える相談

がありましたが、令和２年度以降は相談件数が減少しております。 

新型コロナウイルス感染症対策により、電話相談のみ受け付けた期間があったことや、外出や

人との接触を控えるなど、市民の行動の変化の影響があったと考えております。 

また、相談を受け付けている相談員に関しましては、相談内容によっては様々で複雑な家庭状

況など重たい内容のケースもありますので、家庭児童相談員の精神的な負担は相当なものだと思

っておりますが、現在の家庭児童相談員１名は、月14日以内勤務で家庭児童相談員が不在の場

合は、福祉課で相談を受け付けることとしております。 

また基本は相談室勤務でありますが、福祉課職員が小中学校や保育所、幼稚園などを訪問する

際は一緒に同行したり、あるいはまた各会議に出席したりするなど、外に出る機会もありますの

で、一種の気分転換にはなっているのではないかなと思っておりますが、１人で悩みを抱えるこ

とのないよう、また課・係全体でフォローしていきたいと考えているところです。 

○７番豊留榮子議員 私の質問はこれで終わりなんですけれども、ぜひ総合的な窓口設置、これ

をもっと皆さんが公にぱっとこう見えるところだと行きにくくなるんですけれども、今のところ

だと皆さん行きやすいかなあと思いますね。 

また、担当されている方々への精神的な負担なども、うんと和らげるような、そういう対策も

していってほしいと思うところです。 

ありがとうございました。 

○永野慶一郎議長 以上で、豊留榮子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後１時42分 休憩 

午後１時51分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、水野正子議員。 

［水野正子議員 登壇］ 

○５番水野正子議員 今回の選挙において、市民の皆様に、歩いて、見て、聞いて、市民の声を

市政へ届けてまいりますと御約束をし、議席を与えていただきました。 

市民の意思を把握し、執行機関の活動をチェックし、政策を提案できるよう努めてまいります。 

議長をはじめ、諸先輩議員の皆様、新人議員の皆様、市長並びに執行部、事務局の方々ととも

に枕崎のために頑張ってまいります。 

御指導、御鞭撻、よろしくお願いいたします。 

議員となって初めての一般質問です。 

お聞き苦しい点があるとは存じますが、何とぞ御了承のほどよろしくお願いいたします。 

それでは通告に従い、一般質問に入らせていただきます。 

虐待による重篤な死亡事例が後を絶ちません。 

令和２年度には、児童相談所の児童虐待相談対応件数が20万件を超えています。 
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依然として、子供、その保護者、家庭を取り巻く環境は厳しいと言われています。 

また、子育てを行っている母親のうち約６割が近所に子供を預かってくれる人がいない状況で

あること。各種の地域子ども・子育て支援事業が要支援児童等に十分に利用されておらず、子育

て世帯の負担軽減等に対する効果が限定的であると言われています。 

このような実態を踏まえ、政府は、市町村における児童福祉及び母子健康に関し、包括的な支

援を行うこども家庭センター設置の努力義務、子ども家庭福祉分野の認定資格創設、子育て家庭

への支援の充実等を内容とする児童福祉法等の一部を改正する法律を制定、子ども未来戦略会議

では、次元の異なる少子化対策の方針が決められ、児童手当も来年の10月から拡充され、異次

元の少子化対策を打ち出しているところです。 

先般の南日本新聞では、小中学校の給食費や保育料、医療費の無償化など、子育て支援につい

て、県内の市町村の取組に差があることを紹介していました。 

その記事によると、鹿児島県下の小中学校の学校給食は、既に13市町村が無償化となってい

ます。垂水市においては、今年の２学期から給食費を無償化するということです。 

枕崎市の小中学校の給食費の無償化については、これまでの枕崎市議会でも何回も質問があっ

たようですが、当局の御答弁は、学校給食法第11条第２項に定義されている、保護者の負担と

すると画一的な御答弁となっているようです。 

近隣の町では、既に取り組んでいる実態があるにもかかわらず、本市の学校給食費の無償化に

ついての御見解は変わってきていません。 

国も異次元の少子化対策を打ち出している中で、旧態依然として変わらない本市の学校給食費

の保護者負担について、市長の御見解をお尋ねします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 今回の定例会で、多くの議員の皆様から給食費につきましては、給食費の無償

化につきまして、いろいろ御意見をいただいたところでございます。 

答弁いたします。 

近年、県内の自治体の中では、学校給食費の無償化や生活困窮家庭の保護者に対する取組が新

聞等で報じられておりますが、本市では、学校給食費の負担軽減策として、就学援助費及び特別

支援教育就学奨励費の対象となる世帯に対しまして、令和元年度から学校給食費の全額を助成、 

また令和４年度には、物価高騰に伴う新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業を

活用した食材費への補助、さらに今年度においても、全児童生徒の物価高騰等による給食費の値

上げ分の補助を行っているところです。 

私としましては、今年の施政方針でも申し上げましたが、少子化対策には２つの視点が必要で

あり、子育て環境の視点、そして経済の視点の双方の視点から取り組むべきと考えています。 

子育て環境の視点としましては、支援の充実など環境整備のところに力を入れていくべきであ

ろうと思います。 

そして、現在の少子化の一番の課題は、母親が少ない少母化にあると認識しております。 

子供を産み育てるという、その前段階のところが問題であって、そこに対して経済的な政策と

いうのは非常に重要になると思います。それは、現在子供を持つ親に対する経済支援というより

も、もっと母親を増やす根本的なところの経済政策というのが必要であると思っております。 

経済を活性化して、若い人たちの所得が上がり、結婚して子供を産み育てたいというような環

境をつくることがまず大事であって、そこの課題に対して、具体的に取り組んでいかなければ、

なかなか少子化というものは解決しないだろうと思っております。 

ただ単に、学校給食費が無償化された、あるいは少子化や子育てに対する支援・手当が拡充さ

れたということだけで、子供が増えていき少子化が解消されていくということは、私自身はなか

なか考えにくいと思っておりますので、そのあたりもぜひ御理解いただきたいと思っております。 
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給食費無償化についての本市の考え方ですが、教育委員会からも考え方を述べさせていただい

ております11条第２項について、これが基本であると考えてございます。 

ただ今回４名の議員の皆さん方から、給食費無償化の考え方について市長の見解ということも

質問に出ておりますので、水野議員が今回の議会では最後の御質問者だと思いますので、私自身

の給食費無償化についての考え方をちょっと少し長くなりますが述べさせていただきたいという

ふうに思っております。 

給食費の保護者負担の考え方についてはこれまで答弁してきたとおりです。 

現在、市町村の自治体が給食費の全額を負担するなどの施策が報道等でも取り上げられていま

す。 

近隣自治体でも、これまで無償化にいち早く取り組んでいた南さつま市に続いて、南九州市で

も今年度から給食費の無償化の取組を行っています。そのような給食費無償化に踏み切る自治体

が全国でも増えていることは承知しております。 

給食費についての私の考え方を申し上げますと、子育てにおける食費については、保護者が賄

うものだという、ごく当たり前の考えが私の給食費に対する考え方です。 

人間としての営みである子育ては、将来へ、自身の、あるいはこれまで先祖から引き継いでき

た、その家族の子孫を育てていく最も重要な営みです。子供の衣食住を親が責任を持って賄うこ

とが、人間社会における親の大事な役割です。その大事な役割を単に大衆受けするからといって、

行政が奪ってはいけないというのが私の考え方です。 

子供の食事を賄うということは、親の役割の中でも最も優先度の高い役割です。子育てにかか

る費用の中で、一番先に割り当てなければならない費用を行政が賄うことに、私は違和感を覚え

ます。 

このような考えでありますので、私の判断で給食費の無償化に踏み切るということはございま

せん。 

このように答弁しておきます。 

○５番水野正子議員 お隣の南さつま市や南九州市では、無償化になっています。 

市民の間では、子育て支援が充実している隣の町に住居を構える若者がいる。枕崎市は子育て

支援の取組が遅れており、若者が定着しない要因になっていると多くの声があります。 

そのような中で、枕崎市の子ども医療費助成制度が今年６月から高校生まで無償化になり、評

価いたしているところです。 

子育て支援については、各自治体の独自の取組が行われています。 

枕崎市では、むぞかベイビー誕生祝金給付事業が始まりました。鹿屋市では、かわいい孫への

贈り物事業などを実施し、それぞれ独自の取組をしているところです。 

枕崎市のむぞかベイビー誕生祝金給付事業についてお尋ねします。 

新生児１人につき２万円の商品券と記念品の給付となっているようですが、むぞかベイビー誕

生祝金給付事業の内容について詳しくお聞かせください。 

○福永賢一福祉課長 むぞかベイビー誕生祝金は、出生した児童を市民全体でお祝いすることを

目的として、今年度から、出生児童１人当たり２万円分の商品券と記念品を支給するものです。 

令和２年度は新生児への臨時給付金として、出生児童１人当たり５万円分の商品券を支給し、

令和３年度からは新生児への給付金として、同じく５万円分の商品券と記念品を支給しておりま

したが、こちらは子供の出生を祝い、健やかな成長を支援するとともに、経済的負担の軽減によ

る、子育てしやすい環境づくりに資することを目的としていたところ、国が出産・子育て応援給

付金事業を実施することとなったため、令和４年度で廃止となったものです。 

○５番水野正子議員 ５月下旬に枕崎市の子育て支援のホームページで、むぞかベイビー誕生祝

金給付事業を検索しましたが、掲載されておらず、募集が終了した新生児への給付金・出生祝記
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念品贈呈事業が紹介されていました。 

４月にスタートしたにもかかわらず、６月に入りようやく、むぞかベイビー誕生祝金給付事業

として掲載されていました。 

ホームページへの紹介が遅れている実態について見解をお聞かせください。 

○福永賢一福祉課長 新規の事業を開始するときや既存の事業に変更が生じた場合など、広報紙

やお知らせ版、ホームページで対象者や市民に周知を図ることとしておりますが、今回おっしゃ

るとおり、むぞかベイビー誕生祝金についてのホームページでの周知が遅れた実態がございまし

た。 

対象者に関しましては、出生届の際に市民係から福祉課へ同行して案内をいたしておりますの

で、漏れなく手続ができているところでございますが、周知に関しましては遅れることがないよ

う職員への指導を徹底していきたいと考えております。 

○５番水野正子議員 子育て支援については、各自治体の取組に特色があるようです。 

本市の学校給食費を除く子育て支援では、保育所入所児童おむつ給付事業や０歳から２歳まで

の保育料５割負担などは、他市より若干本市のほうが充実しているようです。 

そこでお尋ねいたします。 

本市が取り組む魅力ある子育て支援は何があるのか、今後どのような施策を考えておられるの

か、お聞きします。 

○福永賢一福祉課長 昨日の一般質問の答弁と若干重複いたしますが、子育て支援に関する事業

は、子ども・子育て支援事業計画により実施しております。 

現在、第２期計画につきましては、令和６年度までとなっておりまして、令和７年度から令和

11年度までの第３期計画を令和６年度に策定することとしております。 

このため、今年度中に子育て中の保護者や子供に対しニーズ調査を行い、子育て世代等の要望

を確認しながら、必要な施策の実施を検討していきたいと考えています。 

また相談対応の部分に関しまして、子育て支援の環境整備に関しましては、改正児童福祉法で

各自治体へ設置が求められている、先ほど言及されたこども家庭センターについて、当面の間、

その機能を福祉課と健康課で担うことになりますが、市民の利便性や近年の児童虐待件数の増加

等を考慮いたしますと、子育て支援の環境整備については、こども家庭センターの設置場所をは

じめ、母子保健部門と児童福祉部門による一体的な相談支援体制の整備へ向けて、改めて検討を

進める必要があると考えているところです。 

○５番水野正子議員 ニーズ調査はとてもいいことだと思います。 

枕崎市に限らず、少子高齢化、人口減少は全国的な問題だと思います。 

今後の枕崎においても、子育て支援によるまちづくりは大事な課題であると考えております。 

核家族化や地域のつながりが希薄化しております。妊娠から子育てまで切れ目のない支援を行

い、子育て世代に安心感を持ってもらうことが重要だと考えます。母親が孤立や不安を感じない

施策が求められています。 

次に、産後ケアについてお尋ねしてまいります。 

産後ケア事業実施は、平成27年４月から取り組まれています。 

産後ケアは、出産後、母子の安心安全及び健康の保持増進を図る目的の事業であります。 

こども家庭庁は、産後１年以内の産婦に心身のケアや育児支援をする産後ケアについて、利用

条件を撤廃し、希望者全員が使いやすい環境を整えて、制度の活用につなげていくよう、政府は

2024年度末までの全国展開を目標にしています。 

産後ケアは、産婦の産後うつの防止や育児への不安抑制などが目的です。 

現在は、病児を抱える妊産婦のほか、育児に不安を抱えていながら、身近に相談できる人がい

ない人などを対象としております。 
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産後ケアについて、若いお母さんたちから寄せられた声をちょっと紹介します。 

産後ケア事業を知らなかったという方もいました。このような制度があるということを知って

いるのと、知らないでいるのでは、産後の負担が違ってくる。鹿児島市内の方からは、頼れる方

がいなくて利用できてすごくよかった。それから、お母さんが元気でいるためにこのサポートは

必要。 

妊婦期間の10か月もいろんな不安や制限があり、ストレスを抱えている妊婦も多く、人生の

大きな出産というイベントに疲れ果て、その後の赤ちゃんとの時間は、うれしくて幸せな時間で

あるとともに、母子の闘いの時間になってきます。 

産後ケアを利用し、赤ちゃんに慣れている助産師に赤ちゃんを預け、お母さんが体を休め、そ

の後、意見交換することでお母さんの不安も解消されます。 

それから、利用するかは利用料金にもよるという答えもありました。 

本市の令和４年度の出生数は73人であったようです。 

産後ケア事業が実施され８年になりますが、過去５年間の利用者数についてお答えください。 

○西村祐一健康課長 ただいま産後ケア事業の利用状況についてのお尋ねですが、議員からも紹

介がありました内容と重複するとは思いますが、産後ケア事業の概要につきまして、まず答弁い

たしたいと思います。 

産後ケア事業は、実施主体であります市町村が、分娩施設退院後から一定の期間、先ほど質問

者からもありましたとおり、出産後１年、病院、診療所、助産所等または対象者の居宅におきま

して、助産師等の看護職が中心となり、母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、

母親自身がセルフケア能力を育み、母子の愛着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児がで

きるよう支援することを目的とする事業でありまして、本市では子育て世代包括支援センターの

設置と併せまして、平成27年度から市内産科医療機関に委託を行いまして、本事業を実施して

いるところです。 

利用状況につきましては、平成30年度のショートステイの利用はありませんでした。デイケ

アは８人28日となっております。令和元年度はショートステイ３人17日、デイケア８人18日、

２年度はショートステイ２人21日、デイケア２人14日、３年度はショートステイ２人６日、デ

イケア１人４日、４年度はショートステイ１人５日、デイケア３人５日となっております。 

○５番水野正子議員 薩南病院が開設され、市内の産婦人科医院の出産受入れが６月末までと聞

いております。 

その市内の産婦人科医院が産後ケアの委託先と聞いておりますが、令和４年度における市内の

産婦人科医院の産後ケア事業の利用者は今お答えいただきましたが、宿泊と日帰りそれと市内・

市外に分けての利用者数を教えください。 

○西村祐一健康課長 ただいまの質問にありました令和４年度の市内産科医療機関の利用状況に

つきましては、市内の住民の方の利用については先ほども答弁しましたとおり、ショートステイ

１人５日、デイケアは３人５日となっております。 

また市外の住民の利用につきましては、人数のみを把握しておりまして、４年度につきまして

は、南九州市２人、県外の方が１人となっているようです。 

○５番水野正子議員 市内在住でなくても里帰り出産した方が利用可能ですが、その際にはどの

ような手続が必要でしょうか。 

○西村祐一健康課長 ただいま市外住民が市内の産科医療機関を利用するときの手続についての

お尋ねかと思うんですけれども、これにつきましては、近隣３市の実施要綱を確認いたしました

ところ、利用の申請及び決定につきましては、本市と同様の内容の手続となっているところでご

ざいます。 

○５番水野正子議員 産後ケアについては、そんな制度があるとは知らなかった、利用したかっ
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たという声が聞かれます。 

市役所に、私も産後ケアのパンフレットをいただけるのかなと思い、窓口でパンフレットをく

ださいと声をかけたんですが、健康センターへ行ってくださいと言われました。産後だとしたら

市役所でパンフレットをいただけるほうが負担が少ないのではないでしょうか。 

そこで、お尋ねいたします。 

産後ケアの周知方法はどのようになっているのでしょうか。申請から認定までの手続方法と認

可までの日数を教えてください。また、産後ケアを実際どのような方に勧めてきたのか、申請し

ても認定されなかった事例があるのかお尋ねいたします。 

○西村祐一健康課長 産後ケア事業の周知につきましては、現在母子健康手帳の発行時や、乳児

家庭全戸訪問、養育支援訪問等の機会に、利用料金と事業内容を掲載いたしましたチラシをお渡

しし説明を行っております。 

今後ともあらゆる機会を捉えまして、産後ケア事業の周知に努めていきたいと考えております。 

それから産後ケア事業の手続についてですが、産後ケア事業の利用の手続は、希望する対象者

またはその家族の方等から利用申請書を提出していただきます。 

この申請は、利用を希望する期間の初日の前日までに行っていただくことになります。ただし、

やむを得ない理由等により、期限までに申請ができないと認められるときは、期限後に速やかに

申請していただくこととなります。 

利用希望者から申請書を受理したときは、その内容を審査し、事業の利用が適当と認められた

ときは、産後ケア事業利用決定通知書により通知いたしまして、事業の利用が不適当と認められ

たときは、産後ケア事業利用却下通知書により当該申請をした方に対しまして通知をいたします。 

これに併せまして、利用希望者に利用の決定を通知したときは、その旨を当該決定に係る委託

医療機関等に通知をいたします。 

それから、利用決定までの期間につきましては、こういった内容審査等を行うため、二、三日

を要している状況です。 

それと、これまでに不認定となったケースについてのお尋ねですが、これまでの利用申請につ

きましては、本市の委託先であります市内産科医療機関を通じたり、乳児家庭全戸訪問等のとき

に、ケアが必要な方に勧奨したりして行われておりますので、平成27年度の事業開始から現在

まで不認定となったケースはございません。 

あとどのような方に産後ケアを勧めてきたのかというお尋ねですが、こちらにつきましては、

出産後に自宅に帰っても、育児を手伝ってくれる人がいなくて不安な方、あと授乳がうまくいか

ない方、乳児の世話の仕方や生活のリズムが分からない方、出産と疲れから体調がよくない方な

ど、育児等の支援が必要な方を対象に産後ケア事業を実施しているところでございます。 

○５番水野正子議員 今後、市内の産婦人科医院の産後ケアは、宿泊型は廃止して日帰り型の対

応になると聞いておりますが、宿泊型の受入れはどこに委託されるのかお伺いします。 

○西村祐一健康課長 市内産科医療機関につきましては、７月以降分娩を取り扱わなくなること

から、産婦が希望いたします医療機関や助産院と本市が個別に契約を行いまして、宿泊型の産後

ケアを受けていただくこととなります。 

○５番水野正子議員 霧島市の産後ケア事業のホームページを見ますと、委託先として９件紹介

され、宿泊型、日帰り型、訪問型に分けられ選ぶことができます。このような紹介の仕方だと、

本市でもより利用しやすくなるのではないでしょうか。 

子育て支援についてお伺いしてまいりましたが、最後に本市の取組の本気度についてお伺いい

たします。 

○前田祝成市長 子育て支援に対しての本市の考え方というのは、これまで議員の皆様方から今

回の定例会でも、様々な御質問がございました。 
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とにかく少子化を止めるということは、国家的な課題と認識してございますので、その中で、

本市でできる最大の努力をしていきたいと考えております。 

様々な支援というところが非常に強く出ているんですが、私自身としては、その支援というと

ころだけではなくて、やはり出産適齢期の年齢の男女の雇用、そして所得というところにもしっ

かりこだわって、取り組んでいければと思っているところです。 

○５番水野正子議員 今回の質問に当たり、各市のホームページを参考にさせていただきました。 

その中で気になったのが、各市の産後ケア事業実施要綱は、毎年のように更新され、課税、非

課税世帯ごとに利用料金が示されていました。それに対して、本市の産後ケア事業実施要綱の掲

載は、平成28年を最後に更新されていません。別表による利用料金も示されていない状況です。 

産後ケア事業実施要綱の更新について、御見解をお伺いいたします。 

○西村祐一健康課長 本市の実施要綱につきましては、平成28年に改正されて以降、改正され

ておりませんので、市ホームページの更新が現在ないところではございます。 

利用料金につきましては、母子健康手帳の発行時や乳児家庭全戸訪問、養育支援訪問等の機会

に、利用料金等事業内容を掲載したチラシをお渡しし、妊産婦へ説明いたしておりますが、事前

に事業内容を確認されたい方もいらっしゃるかと思いますので、同様のチラシを市のホームペー

ジに掲載したいと考えております。 

○５番水野正子議員 私も産後はとても体調が悪くて、こういう制度ができたというのを聞いて、

もっといろんな方に知っていただき、ぜひ活用してほしい、とてもいい制度だなと思っています。 

これから赤ちゃんを産む方を育てていくのも大切ですが、今、赤ちゃんを産み育てているお母

さんに寄り添い、支援をしていくこと、経済的支援、精神的支援が必要だと思います。 

市の情報は速やかに市民に提供する、開かれた市政、行政運営によって、子ども・子育て支援

の政策が充実したものになっていくことを願っています。 

次に、農政問題についてお伺いいたします。 

中立農業委員として２期６年勉強してまいりました。 

この間、多くの農家の方々とお会いして感じたことは、農地中間管理機構や農業委員のあっせ

ん等による取組が、認定農家への農地の流動化、集約化につながり、事業効果も上がっています。 

しかしながら、カンショ基腐病などにより中核農家が減少し、耕作条件の悪い農地の遊休農地

化が進行しているのが現状であります。 

今、農村部の活性化に求められているのは、兼業農家を含めた地域による農地の保全活動です。 

活動について、市の考えをお聞きします。 

○沖園信也農政課長 農地は、一旦耕作をやめますと雑草や樹木が生い茂り、農地として再生利

用するためには大きな重機やトラクターなどでの作業を要するなど、多額の経費と労力が必要と

なります。 

そのような状態とならないためにも、農地所有者の自己管理や借手の発掘が必要でありますが、

農業従事者の高齢化、後継者・担い手の減少、鳥獣被害などにより耕作放棄地が増加している状

況にございます。 

市といたしましては、耕作放棄地を再生利用して減らすことも必要ですが、まずは、現在耕作

している農地を耕作放棄地にしない、させない対策として、農地保全は重要であると考えており

ます。 

このため、農地の多面的機能を維持・発揮するための地域での活動や営農活動を支援する多面

的機能支払交付金事業や、中山間地域の農業生産活動の推進、多面的な機能の維持や農地の荒廃

防止を支援する中山間地域等直接支払交付金、低コストな肥培管理が可能な作物等による農用地

利用に対して支援する農山漁村振興交付金、最適土地利用対策事業を活用し、地域における農地

保全につながる活動に対し支援をしてきているところであります。 
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現在、多面的機能支払交付金事業では11組織、中山間地域等直接支払交付金では３地区、最

適土地利用対策事業は１団体が取り組んでいるところでございます。 

○５番水野正子議員 そこで大切なのが、保全活動に必要な農機具などの調達方法です。地域ぐ

るみで取り組む農地保全への機材調達は必須課題となっています。 

地域ぐるみの農地保全活動に対する助成制度の取組について御見解をお聞きします。 

○沖園信也農政課長 市では令和３年度から、単独事業といたしまして、認定農業者等担い手育

成対策事業を行っており、50万円以上の農業機械購入費に対して２分の１を補助しております。 

農家が導入する機械には、乗用草刈機やトラクター、草刈用のハンマーナイフモア、動力噴霧

器など地域の活動等にも利用可能なものもございますので、事業実施者全員に対して、導入した

機械を地域の環境美化活動や環境保全会の活動等にも利活用していただくようお願いをしている

ところでございます。 

また、先ほど答弁いたしました多面的機能支払交付金事業におきましては、財産と位置づけら

れる大型農業機械の導入は難しい状況にございますが、農家所有の大型機械を借り上げて活動を

行うことは可能でございますので、各環境保全会では、交付金の中から農家に借上料を支払う方

法で活動がなされているところです。 

このような取組や、先ほど答弁いたしました支援事業を有効活用し、農地保全につながる活動

等が円滑に実施できるよう、情報提供を行っているところでございますが、農地保全活動のみを

対象とした機械等の導入に対する助成は行っていないところでございます。 

○５番水野正子議員 市民の皆様に必要な情報が届くことを願っています。 

これで、私の一般質問を終わります。 

ありがとうございました。 

○永野慶一郎議長 以上で、水野正子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時31分 休憩 

午後２時40分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、立石幸徳議員。 

［立石幸徳議員 登壇］ 

○６番立石幸徳議員 通告に従い一般質問をいたします。限られた時間でございますので、的確

な答弁を最初にお願いいたします。 

私は、さきの市議選におきまして、当面の本市の主要課題として訴えたことは、１つ目に子育

て支援の在り方、２つ目にお魚センターの経営改善、３つ目にふるさと納税の復活再生、そして、

新クリーンセンターへの対応、この４点を市民の皆様に訴えてまいりました。そして、多くの宿

題をいただいたところでございます。このことを踏まえ、これからの議会におきまして、質問を

してまいりたいと思います。 

本市におきましては、令和５年３月、第２次枕崎市行財政改革推進計画を策定いたしておりま

す。これは、平成31年３月に策定されました第１次枕崎市行財政改革推進計画に引き続き歳入

確保や歳出抑制策を講じて、持続可能な財政運営を目指すため、必要な継続的推進項目を残し、

新たな視点による実施項目を盛り込んだものとなっております。実施する計画期間は、令和４年

度から令和７年度の４年間ですが、既に令和４年の１年間が経過しているのはなぜなのか。そし

て、新たに実施する推進項目としては、どのようなものを予定されているのか、最初にお尋ねを

いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 本市では厳しい財政状況を踏まえ、将来にわたり持続可能な財政構造を維持す
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るため、簡素にして効率的な行政運営の実現を目指し、行財政改革に取り組んでまいりました。 

そうした中で、事務事業等の見直し、指定管理者制度の導入、定員管理の適正化等による歳出

削減、また高い水準での市税収納率の維持やふるさと応援寄附金による歳入確保策に努めた結果、

財政調整基金等基金残高の増加とともに、経常収支比率、実質公債費比率及び将来負担比率の財

政指標も改善されるなど一定の成果を上げることが出来ました。 

しかしながら、少子高齢化の進展、人口減少に伴う社会経済情勢の変化、市民ニーズに対する

新たな行政サービスの提供、社会保障関係費や老朽化した公共施設等の維持管理経費、地域活性

化の推進、自然災害への対応など、様々な課題に対応していくためには、引き続き歳入確保や歳

出抑制策を講じて、持続可能な財政運営を目指さなければなりません。 

このような状況を踏まえ、限られた行財政資源を効果的・戦略的に活用する観点から、今後の

行財政運営の基本的な考え方や取組内容を示し、第１次枕崎市行財政改革推進計画から踏襲した

12の推進項目と、具体的な取組である実施項目については、継続的な取組が必要な項目を残し

つつ、新たな視点による実施項目も盛り込んだ令和４年度から令和７年度までを期間とする第２

次枕崎市行財政改革推進計画を策定したところです。 

詳細につきましては、担当参事から答弁いたします。 

○田代勝義企画調整課参事 計画期間を令和４年度からとした理由につきましては、次期計画で

は、行財政改革を進める12の推進項目につきましては、財政健全化の推進、市民協働の推進、

事務事業等の見直し、民間委託等の推進、組織機構の見直し、定員管理の適正化、職員給与等の

適正化、こういったその他５つほどのこの12の項目について、前計画を踏襲して作成したとこ

ろです。 

そして、この行革の推進に当たりましては、毎年度４月、新年度始まってすぐに庁内全課等に

対しまして、前年度の成果及び新年度の実施事業及び目標課題等の市長ヒアリングが行われます。

ヒアリングの中で新年度の行財政改革に向けた取組という項目がありまして、各課の行財政改革

に対する考え方や取組が示されております。時期、計画策定までの行財政改革の取組は切れ目な

く続いていることから、計画期間の初年度内の策定ということになりましたが、令和４年度から

と計画期間をしたところでございます。 

○６番立石幸徳議員 最初に申し上げたように、甚だ短い時間です。第２次の行財政改革推進計

画、26ページにわたる冊子も私ども選挙の当選告知日に担当課からいただいていますので、私

も数回目を通しています。計画に書かれている要点のみを的確に説明いただければ結構です。 

通告した項目に基づいて掘り下げてまいりますけれども、まず財政健全化の推進。今後の市債

残高と市債償還計画、この部分では、計画の３ページに行財政改革推進計画の取り組む記述を少

し読み上げますと、広域で取り組む新クリーンセンターの整備に関わる負担金の増などに伴い、

地方債の借入額が多額になることから、他の公共事業への影響が懸念されている。この市債残高

については、少し説明書きがありまして、これ４ページに実は本市のこの市債残高の推移といい

ましょうか、ずっと過去に遡って調査しますと、平成15年度末に約142億円の最高の市債残高が

あったんですね。しかし、その後、ずっと市債、いわゆる借入額を抑えてきて、平成16年から

26年までの11年連続でずっと借入額を減らしてきて、103億円までに落としたんです。減らした。 

しかしながら、今度の行財政計画では、令和５年度末が130億円、令和６年度が136億円まで、

急遽上がってまいりました。これは当然ながら、先ほど言いました新クリーンセンターへの負担

に関わる市債発行が影響しているわけですけどね。私が申し上げたいのは、もうクリーンセンタ

ーの負担っていうのは、数年前から分かっているわけです。行財政計画に先立つ令和３年３月の

本市の財政計画でも同様に、令和５年度の市債残高を130億円、令和６年末は136億円と出して

いるんですが、こういった対応で果たして行財政改革と言えるのか。つまり、もうはるか数年前

に、そういった財政需要は予想されているにもかかわらずですよ、ただ、これまでの市債残高に
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クリーンセンター分を上乗せして、これだけの残高になりますと言ったんじゃ、行財政改革には

値しませんよ。その辺の検討はどうされたんでしょうかね。 

それともう一点はこの市債も先ほど言ったように、償還計画についてはどうなっているのか、

簡潔に説明をいただきたいと思います。 

○篭原正二財政課長 市債残高の推移等につきましては、質問者のおっしゃるとおり、財政計画

で申しますと、令和６年度に136億円に達し、令和７年度の最終年度には135億円、136億円程度

になるということで計画を策定しております。この行財政改革推進計画につきましては、令和２

年度に策定いたしました財政計画を基本としてその分を転用している形になっておりますけれど

も、この令和７年度に、この136億円となるこの市債残高の額について申し上げます。この中身

について申し上げますが、この136億円という額につきましては、平成19年度の市債残高とほぼ

同額でございます。この136億円という市債残高に対しまして、平成19年度当時は住宅使用料な

ど償還に充てられる財源や、今年度の交付税で措置される交付税措置額を差し引きました実質的

な負担額は約54億円でございました。 

それに対しまして、その後、過疎対策事業債や繰上げ償還などを進めてきたことから、令和７

年度の実質的な負担額を約28億円と見込んでございます。つまり、平成19年当時の約半分程度

となると見込んでございます。この計画の策定に当たりまして、新クリーンセンター整備の財政

運営に与える影響が大きいということは見込んでございました。 

一方、学校をはじめとする施設の老朽化、そして安全対策、環境改善、さらには、防災対策に

係る整備など、市民の安心安全、利便性の向上といった優先度の高い必要な投資を行っていくと

いう中で、交付税措置率の高い有利な地方債の活用により市債残高に対する実質的な負担額の軽

減を図るとしております。あわせまして、将来の公債費負担に備え、財政調整的な基金である財

政調整基金と減債基金の充実により、持続的な財政構造を維持するものという計画になってござ

います。 

それと併せて御質問のございました、償還の計画について申し上げます。市債の償還につきま

しては、これまで元金と利子を合わせた公債費が、各年度11億円程度で推移しておりました。

この度、新クリーンセンターの整備に係る借入れに伴いまして、市債残高が増加することにより、

後年度の公債費負担が増加する見込みとなっております。 

具体的に申し上げますと、新クリーンセンターに係る借入れは、令和３年度から６年度までと

なっておりますが、特に令和５年度の当初予算に計上いたしました14億4,480万円の借入れにか

かります元金償還が始まる令和９年度から公債費負担が大きくなります。令和９年度が１億

6,000万円程度、令和10年度から令和20年度までの11年間が２億円を超える元利償還金となりま

して、現在の見込額で総額約27億円となっております。25億円の借入れに対しまして、利子償

還分を合わせますと27億円程度と試算してございます。この借入れに当たりましては、全額を

過疎対策事業債の活用を予定しておりますので、元利償還金の７割が後年度の償還に合わせまし

て、交付税で措置されることになります。７割が交付税で措置されることから、実質負担額は３

割となりますので、27億円程度の約３割ということで、約８億円程度が実質負担額となるとの

ことでございますので、この８億円が今後追加される財政負担となりますけれども、一方で、財

政調整基金の残高が令和４年度末で、これ実績ですが23億6,585万円となりまして、本計画の数

値推計値であります13億9,700万円を９億7,000万円上回っております。 

このことから、公債費の財源に活用される減債基金の充実を今後図っていくと。財政調整基金

のほうはもう計画を上回っておりますので、今後、計画的に償還に備えているということをお示

しするためにも減債基金の充実を図ることを優先してまいります。そして、現在数値なしとなっ

ております将来負担比率の値に注視しながら、現在の財政構造を維持し、この公債費負担に備え

てまいりたいと考えております。 
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○６番立石幸徳議員 財政課長の説明は理解できるんですが、とにかく財政の見通し、将来計画

というのは、現在の状況がそのまま継続されるであろう形で見通しを立てるわけですよね。 

私がこの持続可能な財政運営が本当にできていくのかと懸念しているのは、本市の人口構成、

いわゆる生産年齢の部分っていうのは、がた減りしていくわけです。そういう面で非常に懸念さ

れるものがあると。このことは単に抽象的な表現でもよろしくないですので、今度の９月決算時

点でも、今財政課長が説明された見通しについては資料要求をさせていただきます。新クリーン

センターの部分についても、通告、質問しておりますので、そこで、クリーンセンターに関わる

財政もまた論議をさせていただきます。 

ただ、いずれにしても、持続可能な財政運営が本当に果たしてきちっと保障できるか、この点

については、また後日、９月決算時点の資料をもとに検証させていただきます。 

それから、本市の財政上、これまで、もう決算統計が出るたびに、ひやひやさせられたこの将

来負担比率、県下19市で最も高いと言っておりますが、最も高いというのは最も悪い将来負担

比率ですよ。これが、最近のこのふるさと納税の歳入、先ほども、財政課長が言われた基金の部

分、これが非常にいい形で基金が確保できた。 

それともう一点、将来負担比率の部分で確認したいのは、比率を出す分母になる標準財政規模、

これが本市の財政書類の３か年分をまとめてみますと、令和元年が本市の標準財政規模、約で申

しますが60億1,600万円。令和２年が61億9,000万円。令和３年までの財政書類が出ていますの

で65億7,000万円。ずっとこの標準財政規模が上がってきているんですね。標準財政規模が上が

るということは、比率を出す分母が増えてきますので当然、比率は下がっていく。 

それで、お尋ねしたいのは標準財政規模がなぜ上がってきているのか。 

それと将来負担比率はまた今のところゼロ以下になっていますが、これが、きちんとした数字

が出てくる可能性はないのか、この２点簡潔にお答えいただきます。 

○篭原正二財政課長 お尋ねの標準財政規模のこれまで上昇してきた要因と申しますのが、標準

財政規模のもとになりますのが、標準税収入額、そして、普通交付税、臨時財政対策債、これを

合わせたものが標準財政規模として算定されるものでございます。推移については今、議員がお

っしゃったとおりでございますが、ここが上昇してきた要因と申しますのが、国の地方財政措置

の中で、地方公共団体が使うべきお金、一般財源がデジタルの事業であるとか、様々な事業で、

地方公共団体が必要であろうという基準財政需要額、これが大きくなってきているということで、

標準財政規模も合わせて大きくなってきている。 

つまり、国の地方財政措置がそれだけ多く見られるようになったということが要因でございま

す。これは全国的な傾向にあろうかと思います。それと本市の場合、１つ特質的なものといたし

ましては、過疎対策事業債を平成26年度から借り入れてございますが、この借入れに対する後

年度の元利償還金に対しまして、先ほど申し上げましたとおり７割が交付税措置されますから、

その分が基準財政需要額の増加要因としまして、１つ伸びてきている要因となっております。こ

のようなことで、標準財政規模が増加しているということになっております。 

それと、もう一つ、御質問のありました将来負担比率についてでございますが、１つ少しだけ

説明を申し上げますけれども、地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払っている可能性の

ある負担等の現時点での残高を指標化いたしまして、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す

ものでございます。本市の将来負担比率につきましては先ほど質問者からございましたとおり、

平成19年度の215.5％ということで質問者の言葉をお借りすれば県内最悪の数字であったという

ことになりますけれども、その後、平成26年度からの過疎対策事業債の活用でありますとか、

財政調整基金、ふるさと応援基金の充実などによりまして、早いペースで低減してまいりました。

そして、令和３年度に初めて数値なしとなったというところでございます。この将来負担比率が

数値なしとなるのは、比率でございますので、構成する分子が、まず将来負担額、今後支払って
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いく地方債残高も含めてです、今後支払っていかなければならない額から差し引かれる充当可能

財源等、これは基金でありますとか、この地方債の残高に対する、将来、国からいただける地方

交付税措置額、これらが差し引いたもの、将来負担額から充当可能財源等を差し引く計算になっ

ております。それが分子でございますが、この分子が将来負担額を充当可能財源が上回る場合に

この数、マイナスとなりまして、それが数値なしとなります。 

今回この計画の推計におきましては、具体的に新クリーンセンターの整備に係る約25億円の

借入れが大きな要因となりまして、その分将来負担額が増加いたしますが、その借入額の７割、

17億5,000万円程度が交付税措置として差し引かれる充当可能財源等に加わります。 

また、財政調整基金をはじめとする基金も増加すると見込んでおりますことから、分母のマイ

ナスは維持され、計画期間中は数値なしとなると現在のところ見込んでいるところでございます。 

○６番立石幸徳議員 あと具体的に、まず事務事業の見直し、それから組織機構の見直し、この

部分について１点ずつですね。 

事務事業の中では、新たに企業版のふるさと納税に取り組むと出されているんですね。これは

従前の議会でも本市もやったらどうかということを盛んに議会でも申し上げてきました。その際、

企業版ふるさと納税を取り組むには、地域再生計画なるものを策定しないといけないんだという

答弁でずっときたんですが、今後、企業版ふるさと納税を取り組むに当たって、本市はこの地域

再生計画はできているのかどうか。 

それともう一点、組織機構の見直しですね。先ほど質問でもありますが、本年４月から国でス

タートいたしましたこのこども家庭庁関係で、本市の組織機構はこのままでいいのか、つまり私

も選挙が終わって以降も、いろんな自治体にお邪魔する機会がありまして、他市の広報紙を見る

ともう本年４月１日から、健康課あるいは健康増進課から母子保健部分はもう切り離して、例え

ばこども課、いわゆる児童福祉と一体化できるような組織を本年４月１日からスタートさせてお

ります。 

当然、国のこども家庭庁の意向を受けると、私は母子保健と児童福祉の連携ではなくて、一体

となった業務が必要であると考えるからです。この組織機構の見直し、この部分は全然書かれて

いないんですよね。これどうされるのか、取りあえず２点、具体的にお答えいただきます。 

○田代勝義企画調整課参事 企業版ふるさと納税におけます地域再生計画の提出ですが、企業版

ふるさと納税を実施するに当たりましては、この地域再生計画を作成し、国に提出する必要がご

ざいます。これまで地域再生計画の作成につきましては非常につくりにくいというか、作成が難

しいということでございましたけれども、法改正により地域再生計画も簡易でつくれるようにな

ったことから、昨年９月に地域再生計画を提出し、11月に国から承認を受けたところでござい

ます。 

続きまして組織機構の見直しということで、こども家庭センターについてでございますが、こ

ども家庭センターの業務につきましてはもう、御存じかと思いますので省略いたしますが、本市

におきましては、福祉課と健康課が重複している業務を拠点施設で一体的に集約することで、人

や業務において、行革的な効果も現れるのではないかと考えていたところです。取組につきまし

ても、今後、こども家庭センターのガイドラインの発出等、国の動向も注視しながら、子育て支

援の環境整備について、こども家庭センターの設置場所をはじめ、一体的な相談支援体制の整備

に向けての検討を進める中で、組織機構の構築についても併せて検討していきたいと考えており

ます。 

○６番立石幸徳議員 先日、用事がありまして、こども家庭庁に直接電話をする機会がありまし

た。そのとき、担当が幾つか変わったんですが、まず、こども家庭庁の中には母子保健係ってい

うのがあります。それから虐待係っていうのもあります。改めてこの２つはもうこども家庭庁で

しっかり業務を取り組んでいるんだなと。さっきの質問でもありましたけどね、この虐待は。先
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ほどの質問者は全国レベルの件数を言われましたが、つい最近、鹿児島県内の昨年度の虐待の実

態が報道されていますよ。相談件数4,037件、そのうち、県あるいは児童相談所で虐待だと認定

した件数が2,823件。この2,823件という件数は11年連続で上がってきている、ずっと。この虐

待防止のためにも、私はいち早く、本市のいわゆる母子保健業務、それから児童福祉の業務連携

では駄目だと思います。一体的に業務をすることを要望しておきます。 

次に、定員管理の件でお尋ねしますが、これも資料の中に出ているんですが、まず本市の市職

員の実態。これは毎年度、４月１日現在の枕崎市職員の給与・定員管理の概要というのが発表さ

れます。これが、定員管理の概要の中で、本市の実態がどうなっているかということもですが、

いわゆる本市と同様の類似団体、例えば、自治体名を挙げて申し上げますと、県内では阿久根市、

垂水市、西之表市といった県内の枕崎市との類似団体の比較が出ているんですね。比較で本市職

員数がどうなるかというと、人口１万人当たりで本市の職員、一般行政部門を入れると、本市が

89.41人。類似団体が82.56人で、類似団体より７人オーバーしているんですよ。本市は職員が

多い。それから、教育、消防を入れた分野いわゆる普通会計部門でいきますと、本市は122.38

人。類似団体で106.19人。16人、本市の職員数は類似の団体とすると多いんですよ。そういう

実態にある中で今度の行革の定員管理の目標とかを見ますと、行政改革ですから定員が減るのか

というと、逆に増えているんですよ。この定員の令和７年までの目標がなぜ増えるのか。そして

増える中身を、この15ページでよく見ると病院関係が増えるんですね、現在、病院は38人いる

んですが、42名に４名増えるんです。増える要因はなぜなのか。 

それから、これまでの議会で申し上げて指摘してまいりました、本市の職員定数条例は一応職

員は416名と定数条例では定めているんですが、ここで実数は317人、実に99名、100名近くの定

数と実数の乖離があるんですよ。これは早く条例改正をしてくださいと意見も言っているんです

が、いまだに実現していない。 

この２点についてお答えいただきたいと思います。 

○平塚孝三市立病院事務長 第２次枕崎市行財政改革推進計画に掲げる市立病院事業の職員の定

数管理の適正化に係る目標値について御説明いたします。 

市立病院事業の条例定数は43名であります。令和４年４月１日現在の正規職員数38名と掲げ

ておりますけれども、令和３年度末に看護師が１名退職いたしまして、現在は引き続き募集して

おります。薬剤師１名が採用に至らず、その内容といたしまして、医師１名、事務６名、技師４

名、看護師27名となっております。令和４年度におきまして、９月に看護師を２名採用、また

10月には看護師が１名退職いたしまして、令和５年４月１日現在は39名となっております。 

現在ですけれども、令和５年５月に看護師が１名退職し、現在は38名の職員数になっている

ところです。 

令和５年の計画といたしまして、薬剤師１名、看護師１名が不足している状況であるところで

す。看護師、薬剤師については随時募集とし、現在も求人を行っておりますが、応募がなく採用

に至っていない状況であります。看護師につきましては、施設の基準上では充足しているところ

ですけれども、夜勤の交代要員と育児休業などの子育て世代の負担軽減等で働き方改革を推進す

る上で、令和７年度までに段階的に看護師を増やしていきたいと考えているところです。 

現在、全国的にも医療従事者の確保については、苦慮している状況でありまして、医療従事者

の確保は重要な課題となっているところでございます。 

○山口太総務課長 定員管理の適正化について御質問いただきました。枕崎市職員の給与・定員

管理の概要について、内容を御紹介いただきまして、ただいま質問者が言われたとおりの内容と

なっております。おっしゃるとおり、県内19市のうち、令和４年４月１日現在において本市と

人口や産業構造が類似するグループに属する類似団体、これが阿久根市、西之表市、垂水市、御

紹介いただきましたけれども、ほかに７市ございまして、10市ございます。それで、本市にお
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ける県内の類似団体との職員数の比較においては、公営企業等の実施状況、あるいは消防などの

一部事務組合への加入状況等の違いが影響しないように、ただいま質問者からもございましたよ

うに、教育部門、消防部門、公営企業等会計部門を除いた一般行政部門において比較を行って、

職員総数の相対的妥当性を確認、検証しているところでございます。 

令和４年４月１日現在における本市の一般行政部門の職員数は、179人で人口１万人当たりに

置き換えると89.41人、類似団体の人口１万人当たりの職員数の平均は82.56人、おっしゃると

おり７人程度多い状況にございます。あと、全国にこの129の類似団体というのがあるわけです

けれども、その中で人口１万人当たり職員数の比較においては、本市は少ないほうから72番目

というデータになっております。令和２年４月１日現在において、本市の一般行政部門における

職員数は170人でありました。人口１万人当たりの職員数は80.93人となり、県内10市の類似団

体の中で少ないほうから４番目となっておりました。 

しかしながら、令和３年度から、いわゆるスポーツ・文化振興課が新設されまして、学校体育

を除くスポーツに関すること、あるいは文化財保護を除く文化に関すること、これをスポーツ・

文化振興課の新設によりまして、同課で事務を行うことになりました。それによりまして、これ

まで教育部門に計上されていた職員が一般行政部門に計上されるようになったことが、一般行政

部門の職員数の増加、押し上げにつながっているような状況でございます。このスポーツ・文化

振興課の新設の影響を除く令和４年４月１日現在における、本市の一般行政部門における職員数

は173人となりまして、人口１万人当たりの職員数は86.41人となり、県内10市の類似団体の中

で少ないほうから５番目、全国129の類似団体の中では、66番目と中位に位置しているところで

ございまして、極端に職員数が多い状況にあるということは考えてないところですけれども、今

後とも行財政改革推進計画にもあるとおり、定員管理についての適正化に努めていかなければな

らないと考えております。 

○６番立石幸徳議員 ポイントだけ答えてください。もう時間がないですので。 

○山口太総務課長 次に、職員定数条例についてのお尋ねでございます。これにつきましても、

質問者からただいま令和４年４月１日現在の職員数と条例定数について御紹介がございました。 

このように本市の条例定数と職員数との開きが生じている原因というのは、過去の議会でも申

し上げましたとおり、保育所や老人ホームの民営化、図書館業務や学校給食センターの調理・配

送業務の民間委託などによる定員削減を反映した定数となっていないことなどが挙げられますが、

市としてはこれまでも、定員管理の適正化を図る上で職員数の削減にも取り組んでまいりました。

参考までに県内の条例定数と職員数の状況について申し上げますと、現在の職員定数条例におけ

る定数と令和４年４月１日現在の職員数に基づくデータになりますけれども、条例定数の90％

を超える職員数となっている団体もある一方で、条例定数の約63％の職員数となっている団体

もございます。ただし、だからといって条例定数と職員数との開きがあるということは、私ども

も決して好ましい状態とは考えておりませんので、本来はできるだけ双方を近い数値にしていく

べきものであると考えております。 

行財政改革推進計画にも記載しておりますとおり、定年年齢が引き上げられることに伴い、定

年退職者が生じない年度も出てまいりますけれども、職員の年齢構成も考慮しながら新規採用職

員の枠の確保を図るとともに、やはり定員管理という趣旨が業務量に応じて人員を適正に配置す

るということにありますので、この定員管理の趣旨に沿った対応が今後も必要となることから、

引き続き適正な定員管理に向けた取組に努めていきながら、来年度か早ければ来年の３月定例会

におきまして、現在の職員数を基に、行財政改革推進計画に定める今後の職員数の計画・目標値

なども踏まえた形で条例定数の見直しを行っていく方向で検討していきたいとそのように考えて

おります。 

○６番立石幸徳議員 また掘り下げる機会はいっぱいあろうかと思いますので、私の時間配分が
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まずくてかなり時間を消化していますのでね。 

最後に行財政計画の１番のまとめといいましょうか、この経費削減等も財政効果ですよね。こ

れが今回の第２次では、削減効果額は出していないですよね。第１次のとき、2018年から2021

年度までの財政効果額は、合計で明細も書いているんですけどね、約３億0,600万円、財政効果

がありますと最後に結んでいるんです。 

今度は第２次について、ＫＰＩ、いわゆる目標の重要業績評価指標費用というんですが、効率

的に活用するということだけで、財政効果額が出ていないです。こんなおかしな計画はないです

よ、私に言わせれば、行財政計画に取り組みますって言ってですよ。その効果がどうなるのって

いうのは何も書いてない。 

まず、第１次の３億0,600万円、これは目標達成されたんですか。それから、今回なぜこの目

標額を書いてないのか。２点について簡潔に答弁をお願いします。 

○田代勝義企画調整課参事 まず、第１次の効果について申し上げます。平成30年度から令和

３年度までを期間とした、この第１次枕崎市行財政改革推進計画につきましては、12の推進項

目を掲げ、その12項目を柱とする46の個別実施項目に取り組ました。 

この４年間の財政効果額としましては、５億5,835万9,000円となっております。効果額の主

なものとしましては、歳入面では、臨空工業団地の土地売払収入、歳出面では、維持修繕費、使

用料及び賃借料、消耗品費の削減などとなっております。 

そして、次の財政効果額を記載していないということにつきまして答弁いたします。これまで

の本市の行財政の取組につきましては、組織のスリム化や定員適正化が図られ事務事業等の見直

しによるコスト削減型による取組を長年にわたって進めてきました。その結果、その効果額も小

さくなってきております。業務が多様化・複雑化する中で、職員一人一人の負担が増大する一方、

少子高齢化に伴う社会保障費の増大や世界情勢を背景とした急激な物価上昇が広範囲に及び、人

員や財政面を見直すだけの量的削減では限界を迎えていると考えられ、社会情勢の変化や技術の

進展を踏まえ、行財政資源の最適化による事務事業の効率化と市民サービスの改善・拡充を意識

した質的改革にシフトしていく必要があると考えます。 

このような質的改革の効果につきましては、実施項目の効果検証をＫＰＩを活用して目標達成

に向けた進捗を確認していきます。また、経費削減等によるこれまでやってきた量的改革も引き

続き取り組んでいかなければならないと考えておりますので、事務事業の見直し等による財政効

果額につきましては、今後も把握していきたいと考えております。 

○６番立石幸徳議員 残り時間大変少なくなってきましたので、議長、大変申し訳ないんですが、

ごみ処理コストについても相当な担当課との打合せもさせていただきました。 

１点だけ申し上げまして、あと２項目、３項目については割愛をさせていただきます。また、

９月議会でも掘り下げますが、このごみ処理コストのここ数年の予測される経費をどう考えるか。

これは意見としてだけ出させていただきますが、今建設中のクリーンセンターの建設負担金、本

市分は約26億1,000万円です。それから建設が出来上がって、ごみ処理を運営していく20年間の

経費は104億円ですが、本市負担分、平年ベースで１億1,000万円。それから、本市は独自に、

今の内鍋に中継施設、整備費が交付金を除いて１億2,500万円。この中継施設ができても、それ

をまたずっと運営をするこの運営費はまだ算出できないっていうことで出していません。 

それから、もっともっと大きいのが、今、内鍋にあるこの内鍋清掃センター、この解体がまた

負担金が伴ってきます。今後、枕崎市分の負担金が交付金で２億1,400万円。これだけ、合計し

ても30億6,400万円。ごみ処理にこれだけは枕崎市が真水といいましょうか、交付金抜きで、つ

くらんといかん金額ですね。このために、私はごみ袋も安価なものっていうことで、組合議会で

も質問もしました。これもまた一応保留させていただきまして、昨日から、今本市が一番重要な

テーマにもなっておりますふるさと納税の件でですね。大事な今のタイミングでないと、お尋ね
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できないことを質問させていただきます。 

まず、２項目出しておりますが、この経過説明は、６月12日の初日本会議で市長から詳しく

全員協議会で経過説明がありました。そして昨日もいろいろとその経過についての不足分もあっ

たんですが、まだはっきり判然としないことがある。それは、５月25日に寄附金の受付を停止

したと。ということは、市長説明でも、担当課長説明でも明確ですね。まずこの５月25日に停

止をしたのは、これはどこの意向ですか、市の意向ですか、業者の意向なんですか、まず確認い

たします。簡潔に答えてください。 

○日渡輝明企画調整課長 今質問者からございました、５月25日から、ふるさと納税ポータル

サイトの受付を終了することに関しましては、５月31日をもって委託業務が終了するというこ

ともありまして、委託期間終了による業務整理のため停止したものであり、そこにつきましては、

市と委託事業者の協議のもとに一旦停止をしたものであります。 

○６番立石幸徳議員 いや、実におかしなことをされているんじゃないですか。つまり、この委

託事業者と市は５月31日まで契約されていたわけですよね。契約期間中に寄附の受付をストッ

プする。 

それから、もう一点、本日の新聞報道でも、これ間違っているんじゃないのっていう記載があ

るんですが、それは、終わりのところにですよ、５月中旬にプロポーザルを実施した、これはい

いんですね。委託候補を決めた業者がその後、辞退した。次点との交渉も不調に終わってその後

寄附の受付を一時停止した。寄附の受付の停止は５月25日ですね。最初に選定された業者が辞

退した日にちはいつですか。 

○日渡輝明企画調整課長 最優秀者の辞退意向が示されたのが５月29日の17時頃、連絡があり

まして、翌日の５月30日に辞退届が提出されたところです。 

○６番立石幸徳議員 ですから、この新聞記事の期日は間違っていますよ。新聞社のほうにしっ

かり正確な報道をしてほしいと申し入れるべきだと思いますよ。これは指摘しておきます。 

ただ、ここで実におかしいのは、まだ選定された業者が、辞退も正式にといいましょうかね、

出してもいないのに、サイトは閉鎖したと、そういうことがなぜ起きるのか、私は時間があれば

もうこの辺いろいろ申したいことはたくさんあるんですけどね。ただもう、あまり済んだことを

変にあら探しをする気はございません。 

要するに今後どうするか、これが枕崎にとって非常に大事なふるさと納税の復活・再生につな

がると思うんでね。今度の件で、実は私も、市役所でふるさと納税の業務をやっている宮崎県の

自治体に視察に行かしてもらいましたよ。あそこはもう本当に夢を持って、楽しくふるさと納税

に取り組んでいる。20億円前後の実績がありますけどね。そこが何をやっているかというと、

まず、返礼事業者を極めて大切に大事にしている。返礼事業者のいろんな協議会を立ち上げたと

いうことは私は非常にいいことだと思います。ただ返礼事業者が例えば本市の広報紙に幾度とな

く掲載されることもない。ここに私は手に持ってきていますが、その市は返礼事業者を広報紙に

２業者ずつ掲載していますよ。そこで市役所で実際、このふるさと業務をやるっていっても、全

然難しいことは何もない。そして一番、返礼事業者の皆さんが注目しているその画像、ネットに

アップをする画像作成については、外注といいましょうか、プロの方に頼むようなことを市役所

でやっていっていただければという意見も承っております。それから、ワンストップの場合もそ

こは関西に外注しているとかですね、いろいろやり方はあると思います。職員も会計年度任用職

員を２人ふるさと納税業務に入れているばかりですよ。今後市役所内でしばらくの間やるという

ことについて、どういう課題を担当課では設けているのか最後に聞いておきます。 

○日渡輝明企画調整課長 まず、今回のふるさと納税返礼事業業務委託につきましては、今回実

施しました公募型プロポーザルの実施要領、各仕様書に定めた項目や内容の精査を企画調整課で

行っている段階となっております。また並行して、庁内関係各課において、議論を深めながら、
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今後の方針を決定していきたいと考えております。 

まずは、早急に本市のふるさと納税返礼事業の体制を整える必要があります。今後、委託事業

者の決定方法に関して結論を急ぐ必要がありますが、委託の方法、実施要領等を慎重に検討し、

委託事業者を選定していきたいと思っております。また、先ほどありました返礼事業者に対する

支援につきましても、ふるさと納税につきましては、返礼事業者があってのふるさと納税でござ

います。午前中の一般質問の中でも、返礼事業者に対する支援、そういったものも要望等もあり

ましたので、そういった部分も含めて、他市自治体の事例なども参考にしながら研究をしていき

たいと思っております。 

現在、企画調整課で事務を行っておりますが、これから順次ポータルサイトを開設していきた

いと思っております。今後の課題としましては、受注がありました製品の発注管理、そういった

ものに対して、人的リソースがどの程度確保できるか、作業内容がどの程度なっていくかという

ところも不明確な部分もありますので、そういった対応につきましても、支障が生じないように、

対応をしていきたいと考えているところでございます。 

○永野慶一郎議長 以上で、立石幸徳議員の一般質問を終わります。 

これをもって、一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午後３時42分 散会 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 永 野 慶一郎 議員     ２番 下 竹 芳 郎 議員 

３番 辻 本 貴 志 議員     ４番 上 迫 正 幸 議員 

５番 水 野 正 子 議員 ６番 立 石 幸 徳 議員 
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山 口 美津哉 書記 
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鮫 島 寿 文 水産商工課長 松 田 勇 一 市民生活課長 

篭 原 正 二 財政課長  福 永 賢 一 福祉課長 

中 嶋 章 浩 スポーツ・文化振興課長 松 田   誠 建設課長 

沖 園 信 也 農政課長 西 村 祐 一  健康課長 

鮫 島 眞 一 税務課長 川 野 優 治  地域包括ケア推進課長 

上 園 秀 人 水道課長 今給黎   仁  水道課参事 

平 塚 孝 三 市立病院事務長 橋 口 和 洋  監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   天 達 純 子 地域包括ケア推進課参事 

中 村 俊 彦 農政課参事 桑 原 英 樹 水産商工課参事 

立 石 秀 和 市民生活課参事 板 敷 勝 利 会計管理者兼会計課長 

大工園 昭 則 建設課参事 田 代 勝 義 企画調整課参事 

平 田 寿 一 総務課参事 木之下 浩 一 教育長 

高 山 京 彦 教育総務課長兼給食センター所長 森   健一郎 学校教育課長 

木 浦 勝 美 生涯学習課長 永 江 靖 博 農委事務局長兼農業振興係長 

木口屋 和 彦 選管事務局長 中 原 広 次 警防課長兼消防署長 

中 山 俊 吾 総務課行政係長 山 神 修 一 企画調整課主幹兼企画調整係長 
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午前９時30分 開議 

○永野慶一郎議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

日程第１号から第５号までの５件を一括議題といたします。 

総務文教委員長に報告を求めます。 

［上迫正幸総務文教委員長 登壇］ 

○上迫正幸総務文教委員長 ただいま議題となりました日程第１号から第５号までの５件につい

て、総務文教委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第１号枕崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て申し上げます。 

本件は本年５月８日から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが２類相当から５

類へと変更されたことに伴い、同日、人事院規則の改正が行われ新型コロナウイルス感染症対策

業務に係る防疫等作業手当の特例が廃止されたことから、これに準じ枕崎市職員の特殊勤務手当

に関する条例に規定している防疫作業手当の特例を廃止しようとするものです。 

委員から、当該手当の支給実績について質疑があり、手当は主に消防職員が新型コロナウイル

ス感染症の患者等の移送に従事した際に支給したものであり、令和３年度は８件で３万2,000円、

令和４年度は180件で72万円の支給があったほか、令和４年度に福祉課職員が新型コロナウイル

ス感染症の患者の送迎に従事した際に１件で3,000円の支給があり、支給実績の合計が181件で

72万3,000円であったとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第２号枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 

本件は、地方税法等の一部改正により、燃費・排ガス等の不正行為に係る軽自動車税の環境性

能割及び種別割の賦課徴収の特例の見直しが行われたこと等に伴い、所要の改正をするほか、森

林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の施行による森林環境税の導入に伴い、賦課徴収の方

法等について規定を整備しようとするものです。 

委員から、令和元年度から令和４年度までの森林環境譲与税の交付状況について質疑があり、

令和元年度が255万8,000円、令和２年度が543万6,000円、令和３年度が535万1,000円、令和４

年度が850万円であり、令和５年度の予定は850万7,000円とのことです。 

また、委員から、森林環境譲与税の交付按分に人口割が入っているため、山林の多い田舎より

も山林の少ない都市部への交付金が多いという不公平感の声があることに対しての本市の取組に

ついて質疑があり、関係団体からも森林環境譲与税の譲与基準の見直しについて要望があるため、

南薩地区総合開発期成会等を通して国等へ要望していきたいとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第３号枕崎市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 

本件は、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱に関する条例の制

定に関する基準を定める省令の一部改正により、急速充電設備の全出力の上限が撤廃されたこと

等に伴い、所要の改正をしようとするものです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第４号財産の取得について申し上げます。 

本件は、立神分団及び桜山分団の消防ポンプ自動車が平成11年の導入から23年経過し老朽化

していることから、車両整備計画に基づき更新するものであり、消防ポンプ自動車２台を取得し

ようとするものです。 

なお、取得する消防ポンプ車については、車両総重量3.5トン未満のオートマチック車を導入

することとしているとのことです。 
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委員から、3.5トン未満のオートマチックの消防ポンプ自動車は、鹿児島森田ポンプ株式会社

しか取り扱っていないのかとの質疑があり、今回の契約に当たり、消防ポンプ自動車の艤装がで

きるメーカーは全国に18社あるが、このうち現時点で3.5トン未満の消防ポンプ自動車の艤装が

可能なのは株式会社モリタ１社のため、それを取り扱っている鹿児島森田ポンプ株式会社と随意

契約を行うとのことです。 

本件は、全会一致で可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第５号ゆたかな学びの実現・教職員定数改善をはかるための、2024年度政府予算

に係る意見書の提出を求める陳情について申し上げます。 

本陳情は、枕崎市明和町在住の方から提出されたものです。 

委員から、本市小学校の35人学級の導入状況について質疑があり、現在、本市の小学校の状

況としては、小学４年生までは導入がされており、小学５年生が来年度、小学６年生は再来年度

に導入する計画になっているとのことです。 

また、中学校においては小学校における効果を検証した上で導入を検討するとの説明がありま

した。 

また、委員から県内の公立小中学校の児童生徒数は５年間で約2,500人減っている一方で、学

級数は約350クラス増えていることに関連し、本市の特別支援学級の状況について質疑があり、

令和４年度の数値を見ると全国平均では通常学級に在籍している特別な支援を要する子供たちの

割合が8.8％となっているのに対し、本市の割合は14.6％になっている状況があるとのことです。 

また、特別支援学級の１クラス当たりの在籍人数は上限８名となっていることで学級数が増え、

教員不足の一因となっているとの説明がありました。 

本件については、陳情の願意は理解できるものであり、全会一致で採択すべきものと決定いた

しました。 

以上で、報告を終わります。 

○永野慶一郎議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の通告がありますので、これを許可いたします。 

豊留榮子議員。 

○７番豊留榮子議員 議案第36号枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について、賛成の

立場から討論いたします。 

令和６年度から実施される森林環境税ですが、国民の約6,200万人から年間1,000円を徴収す

るという税金です。 

森林に囲まれた本市としては、地球温暖化防止のためにも森林の維持管理は大事なことだと思

いますし、そのためには地方自治体に安定的な税財政を割り振ることは必要なことだと思います。 

しかし、国の配分方法が森林の少ない、人口密度が高い都市部に森林は少なくとも多額に配分

されるという矛盾が出ていると言われます。 

市としても森林をしっかりと守っていくためには、国や県に対して森林の維持管理に森林環境

譲与税をしっかりと充ててほしいと要望していくということですが、私からもこのことを申し添

えまして討論といたします。 

○永野慶一郎議長 これをもって討論を終結いたします。 

これから採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第１号から第５号までの５件は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 
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よって、議案第35号、第36号及び第38号は原案のとおり可決、議案第40号は可決、陳情第１

号は採択と決定いたしました。 

次に、日程第６号及び第７号を一括議題といたします。 

産業厚生委員長に報告を求めます。 

［眞茅弘美産業厚生委員長 登壇］ 

○眞茅弘美産業厚生委員長 ただいま議題となりました日程第６号及び第７号の２件について、

産業厚生委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第６号枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定について申し

上げます。 

本件は、町の区域の変更に伴い、片平山児童センターの位置について、条文の整理をしようと

するもので、内容としては、令和５年３月定例会に提案した本市山手町及び日之出町の区域を変

更し、大字枕崎地番の一部を同町に包含する議案が同定例会において議決されたこと、及び地方

自治法第260条第２項の規定に基づき令和５年４月24日から当該町の区域の変更の効力が生じる

旨の告示が行われたことにより、同日をもって当該町の区域の変更の効力が生じたことに伴い、

本条例で枕崎281番地の１として規定されている片平山児童センターの位置について、山手町

177番地に改めるものです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第７号枕崎市立総合体育館等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について申し上げます。 

本件は、総合体育館等の入館の制限に係る規定を改めようとするもので、条例第11条第１号

の「伝染性の疾患にかかり、又は精神に異常があると認められる者」を削除するものです。 

経緯については、県の精神障害を理由とする制限条項についての調査により全ての条例、規則

を確認したところ、本案件の該当が判明したため、早急に対処する必要があったとのことです。 

委員から、精神に異常があると認められるという部分は、差別的な用語という点で削除も理解

できるが、伝染性の疾患という文言については、例えば流行性のインフルエンザなどのように他

の利用者に迷惑をかける状況を考慮すると、削除する必要はあるのかとの質疑があり、これにつ

いては第２号の「他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑となるおそれがある者」という規定で対

応ができるとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○永野慶一郎議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第６号及び第７号は、委員長報告のとおり、決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第37号及び第39号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第８号を議題といたします。 

予算特別委員長に報告を求めます。 

［禰占通男予算特別委員長 登壇］ 

○禰占通男予算特別委員長 ただいま議題となりました日程第８号令和５年度枕崎市一般会計補

正予算（第３号）について、予算特別委員会の審査の経過並びに結果について御報告いたします。 

委員会は、去る６月23日に開催し、委員長に禰占通男、副委員長に下竹芳郎委員を選出いた

しました。 
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付託された補正予算１件は、議長を除く全議員で構成された特別委員会を設置し、慎重に審査

を行いました。 

委員会における詳細な審査経過につきましては、配付のとおりでありますので、審査の結果に

ついて御報告いたします。 

審査の結果といたしましては、日程第８号令和５年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）は、

全会一致で、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○永野慶一郎議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

ただいま上程中の案件につきましては、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第８号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第34号は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第９号を議題といたします。 

提出者に提案理由の説明を求めます。 

［上迫正幸議員 登壇］ 

○４番上迫正幸議員 ただいま議題となりました日程第９号ゆたかな学びの実現・教職員定数改

善をはかるための令和６年度政府予算に係る意見書について提案理由の説明をいたします。 

先ほど採択されました陳情第１号の趣旨のとおり、国会及び政府に対しまして地方教育行政の

実情を十分に認識され、地方自治体が計画的に教育行政を進めることができるようにするため、

中学校・高等学校での35人学級を早急に実施することとし、さらなる少人数学級について検討

すること。 

また、学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配教員の増員や少数職種の配置

増など教職員定数改善を推進することを強く要請することとし、地方自治法第99条の規定によ

り意見書を提出するものです。 

以上で、提案理由の説明を終わります。 

○永野慶一郎議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第９号は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第52号は原案のとおり可決されました。 
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なお、ただいま可決されました意見書の事後の取扱いにつきましては、議長に御一任願いたい

と思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

次に、日程第10号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

総務文教、産業厚生の各常任委員長から御手元に配付のとおり、閉会中の所管事務調査の継続

調査の申出がありましたが、それぞれ申出のとおり決定することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、申出のとおり決定いたしました。 

次に、日程第11号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

会議規則第125条の規定を適用し、御手元に配付のとおり、議員を派遣したいと思いますが、

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

お諮りいたします。 

ただいま議決されました議員派遣については、変更を要するものについては、その措置を議長

に一任されたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前９時55分 休憩 

午前10時３分 再開 

○永野慶一郎議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、日程第12号について、地方自治法第243条の３第２項の規定に基づき、市長から提出さ

れました、枕崎市土地開発公社、公益財団法人南薩地域地場産業振興センター、一般財団法人枕

崎市水産センター、株式会社枕崎お魚センター及び南薩エアポート株式会社の経営状況を説明す

る書類を受理しあらかじめ配付してあります。 

これから質疑を行いますが、回数は３回とし、質疑については簡潔に、また重複した質疑とな

らないよう願います。 

また、人事、庶務会計、財産管理、事業経営権等に関係する詳細なものについては、議会の権

限を超えてしまいますので、そこらを踏まえて質疑をお願いいたします。 

提出された書類に関し、質疑はありませんか。 

○８番眞茅弘美議員 私はお魚センターと南薩エアポートについて質疑させていただきます。 

まず、お魚センターの５年度予算額の中の販売促進費が増えておりますが、その理由をお願い

します。 

それから、エアポートの収支予算書の常勤役員手当と給料手当の金額が変わっておりますが、

そちらの説明をお願いします。 

○桑原英樹水産商工課参事 まず、お魚センターの予算における販売促進費が増えているという
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ところでございますが、こちらに関しましては、多くは市の委託事業である国内外観光客誘客事

業の費用ということになるかとは思うんですが、そちらの中で今年度は様々な事業を計画してお

りまして、恐らくこの委託事業に関しても増額されているかと思いますので、その辺りが増額に

なっているということになるかと思います。 

○日渡輝明企画調整課長 南薩エアポートの第34期収支予算書の中で常勤役員報酬の減、給料

手当の増についてお答えをいたします。 

本年６月30日で常勤の専務取締役が退任となることから、現在４月21日より１名が採用され

て統括部長として勤務をしているところでございます。 

７月からの職員体制については、これまでのとおり４名となりますが、今回、専務取締役が退

任となることから常勤役員報酬を減にしておりまして、１名を統括部長として採用しております

ので、その分を含めた給料手当ということで増額となっているところでございます。 

○８番眞茅弘美議員 はい、販売促進費の件については分かりました。 

それから、お魚センターは大規模改修が計画されておりますが、私以前から結果を出している

コーディネーター等にお願いして、どのような取組をしていくかっていうところをお願いしてい

たのですが、その辺について何か分かっておりましたらお願いします。 

それから、エアポートの件ですけども、専務取締役の方が退任っていうことで新しい方が採用

されて、その職員は変わらず４名ということで、統括部長でしたかね、この方が責任者として務

めていかれるのでしょうか。 

○日渡輝明企画調整課長 今回専務取締役が退任ということで、新たな役員としましては７名と

いうことで、これまでからすると１名減になっているところでございます。 

今後の運営につきましては、統括部長を中心とした形で業務が進められていくことになります。 

○桑原英樹水産商工課参事 お魚センターへの専門家等による支援状況ということですが、まず、

大規模改修の進捗状況ということで、国のデジタル田園都市国家構想交付金、地方創生拠点整備

タイプ事業に採択され、令和５年３月定例会で補正予算として提出しました、太陽と鰹のまち

『枕崎』ウォーターフロント拠点整備事業につきましては、令和５年３月30日付でお魚センタ

ーに補助金交付決定の通知を行い、事業が開始されているところです。 

４月にはお魚センターと県内のシンクタンクの間で、当該事業の伴走型支援業務に係る委託契

約が締結されておりまして、その中で４月17、18日には特産品販売関連の専門家とお魚センタ

ーの職員とともに高知県及び徳島県の物産施設等の視察を行っているようです。 

また、４月19、20日には長崎市の景観専門家として活躍されている、景観デザインの専門家

及びまちづくりアドバイザーとして、多くの実績を有している専門家を招聘して施設改修計画の

ブラッシュアップも行ったということで聞いております。 

さらに、昨日は販売関係の専門家の方を招聘して、直営売店そしてテナントの皆さんに対して

販売促進のセミナーも行ったということで聞いております。 

○８番眞茅弘美議員 それから、お魚センターで令和２年度に4,000万円の借入れをしておりま

す。 

２年据置きということでこれ返済改善を検討中ということで以前聞いておりますが、令和５年

度の予算額が長期借入金返済額、こちらが1,297万7,840円となっておりますが、4,000万円の返

済計画と内訳をお願いします。 

○桑原英樹水産商工課参事 予算の中には4,000万円の返済、そして平成22年に金融機関から１

億9,000万円を借りたときの返済というのも入っておりまして、令和５年度につきましては、現

在どちらの借入金も元金据置きをしておりまして、令和５年７月から元金の返済が始まるという

ことになっております。 

そのような中で、まず平成22年に借入れた１億9,000万円の分、こちらに関しましては、元利
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均等返済になっておりまして、令和５年度は元利金合わせて毎月116万5,431円の返済となって、

おおよそ令和５年度で1,100万円程度、元利金合わせて返済があるということになっているよう

です。 

また、4,000万円に関しましては、令和２年に県の信用保証協会の危機関連保証による借入れ

になっておりますが、こちらはもう同じように７月から元金の返済が始まりまして、こちらは元

金均等返済になっております。 

令和５年度につきましては、元利金合わせて毎月約45万円の返済となる見込みとなっている

ようで、年間で約420万円が元利金合わせた額ですが、返済見込みということで聞いております。 

○永野慶一郎議長 ほかにございませんか。 

○２番下竹芳郎議員 地場センターの予算額で、事業収入、売店通信販売、これ令和４年が

9,500万円、令和５年が１億0,500万円で1,000万円の増になっています。 

これで経常費用、仕入れは変わらないんですが、この1,000万円増えるという理由を教えてく

ださい。 

○鮫島寿文水産商工課長 提出しました資料の最後にあります、令和５年度収支予算書、この部

分の事業収入のところでしょうか。令和４年度１億2,600万円、そして令和５年度１億3,800万

円のことでしょうか。（「そうです」という者あり）売店通信販売と物産館・物産展販売、貸館

事業合わせて、令和５年度１億3,800万円ということで上げております。 

この事業収入の予算の立て方につきましては、下のこの表の予算書の注意書きでもありますと

おり、公益法人の会計基準で作成をしております。 

今年度の決算もありますとおり、前のページを見ていただければありがたいんですが、資料の

３ページが令和４年度正味財産増減計算書、これが一般企業、会社法に基づく、企業の一般企業

の損益計算書になっております。 

この中で先ほど議員からありました事業収益の部分の販路対策事業、施設利用促進事業、こう

いったものが売上げの合計が一般企業の売上高というのが、経常収益計、中盤にありますここが

１億6,200万円ということで決算が出ております。 

これに基づきまして、前年としますと１億3,900万円が2,000万円程度多いようでございます

が、上を見ていただきまして、事業収益の中の販路対策事業、これが前年度8,400万円に対しま

して、当年度１億0,800万円で2,400万円程度伸びておりますので、こういったものを含めて今

質問のあった令和５年度収支予算書、売店通信販売この部分の売上げを、前年よりも1,000万円

程度収入増を見込んでの予算計上としております。 

細かく申し上げますと、売店業務、物産館業務、物産展の県内外への販売について、全てが前

年よりも上回ったところです。 

ＥＣ事業も令和３年度から実施をしておりますが、この部分についても売上げが少しずつ伸び

てきておりますので、そういったことで令和５年度の予算につきまして1,000万円程度増額で予

算を計上したと伺っております。 

○２番下竹芳郎議員 そのＥＣ事業ですが、これ今年度予算では大分減っているんですよね、そ

の要因は何ですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 令和３年度から、先ほど申し上げましたＥＣ販売促進事業を展開して

おりますが、令和３年度につきましては、補正予算で約半年分を見たところです。 

令和４年度が１年間分見まして、10分の10の補助で予算を上げて、そして地場産業振興セン

ターの伴走支援をしたところですが、令和５年度につきましては、ＥＣ事業の見直しをしまして、

令和４年度に実施をしました特産品開発のプロモート事業、これは皆減してゼロにしております。 

そういったことを含めて、ＥＣ事業についても自走、振興センター自体の事業運営で走れます

ように、今年度は補助率を５分の４にして実施をしたいと考えております。 
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計画的に自走できるように、自分の力で事業運営できるように、経営のそういった見直しを進

めていくということで当該法人とは行政と協議をしながら進めていこうと考えております。 

○永野慶一郎議長 ほかにございませんか。 

○６番立石幸徳議員 私は枕崎市お魚センター、それから南薩エアポート、この２つの経営につ

いて質疑をさせていただきます。 

お魚センターの関係では、昨年12月議会で令和４年度が資金ショートを起こすと。そういう

もう極めて逼迫した状況がお魚センターにはございまして、市からお魚センターに5,000万円の

貸付けを決定したんですね。 

その際、議会としては附帯決議として４項目。１点目が経営体制の在り方を見直し新しい体制

にせと。２点目は経営実績を定例会ごとに文書で報告しろと。３点目が固定収入確保のために委

託事業を導入しなさい。４点目が総務省の指針による早期の抜本計画に努力しろという４項目を

附帯決議したわけです。 

本年３月議会において、２点目の経営実績については報告書が提出されました。 

本日、定例会ごとの報告書ということでは、新たな報告書は提出されていませんが、この点に

ついてはどのようになっているのか。 

それから、ほかの３点についても、お魚センターではどのような検討がなされているのか、こ

の点をお魚センターについては最初にお尋ねします。 

それから、エアポートについては先ほども出ましたが、いずれにしましても、これまでエアポ

ートが設立されてから、ずっと現場といいましょうか、常勤の取締役、専務取締役が存在をして

きていたにもかかわらず、令和５年度からは現場には常勤の取締役は存在しないということにな

るわけですね。 

この点について、人材不足でこういうことになっているのか、将来的にはまた取締役をエアポ

ートの常勤として採用する考えなのか、取りあえずこの２点についてお尋ねをいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 私からは昨年12月の予算特別委員会で附帯決議がありまして２点目

の定例会での経営実績の報告について申し上げますが、12月の附帯決議を受けまして令和５年

３月議会では、前期令和４年度のお魚センターの12月までの経営実績を文書にて報告したとこ

ろです。 

それ以降、１月、２月、３月と最後の決算期まであったわけですが、これにつきましては、今

議会に提出しております決算書、これについて１、２、３も包含して全て１年間の経営実績とい

うことで提出しておりますので、この提出で御理解をいただきたいと思っております。 

また今年、令和５年の第１四半期、４、５、６の経営実績については、また同様に９月議会で

文書にて経営実績を報告したいと考えておりますので、御理解をいただければと思います。 

先ほども質疑がありましたとおり、前期の決算につきましては決算報告書、貸借対照表、損益

計算書等出しておりますが、質問等があればまた答えられる部分はしっかりと数値も含めて答え

ていきたいと考えております。 

○桑原英樹水産商工課参事 附帯決議の４つの内容につきましては、お魚センター取締役会の中

で、代表取締役から各取締役に説明しているということで聞いております。 

あと、本年度の株主総会、取締役会において、代表取締役、専務取締役、取締役の選任という

のも議案として上がっていたようですが、こちらに関してはこれまでと同じ方が選任されたと聞

いております。 

また、４つ目の総務省自治財務局の指針による整理、再生を含む早期の抜本的改革に努めるこ

とということですが、これにつきましても、現在お魚のセンターでは大規模改修に取り組んでい

るところですのでそのような認識でいるところでございます。 

○前田祝成市長 南薩エアポートの件につきまして、人事の御質問でしたので答えかねるところ



- 101 - 

があるんですけども、一つだけ常勤専務ですね、取締役についてはずっといらっしゃったわけで

はなく、今回退任された常任取締役も入社されたときは統括部長として仕事をされておりまして、

ちょうど私が社長に就任したときに取締役会の中で取締役になられたということです。 

ですので、１年ないし１年半ほどは恐らく統括部長として仕事をされていたとなってございま

すので、そこは事実をお話ししておきたいと思います。 

○６番立石幸徳議員 エアポートから先に整理をいたしますけど、ずっとというより一時的には

当然、取締役のほうに栄転といいましょうか、採用する予定で部長という形を取ったんでしょう

けれども、いずれにしても現場に常勤の取締役があるなしでは私は経営上相当いろんな影響が違

ってくると思うんですよね。 

これはもう要望という形で捉えてくださって結構ですけれども、このエアポートの在り方とい

うものについても、そういった役員体制からいろんな声も市民から、私どものところに入ってき

ますけれども検討していただきたいと思います。 

それから、お魚センターの関係で市議会は昨年、全会一致で附帯決議を可決したところですね。 

お魚センターの現況について意見になるかと思いますが、少し申し上げますと、これは倒産と

いうよりも破産をしている状況、公的資金でもって何とか運営がなされているわけですよ。そう

いう状況をもう少しそれこそ緊張感を持って受け止めていただきたい。 

今回の５年度予算を見ても、予算自体が経常利益で利益じゃなくてこれは赤字ですよ。686万

円、700万円ぐらいの赤字の予算を立てている。このとおりいくと、５年度ももう赤字になる見

通しということになります。そうしますと７年連続の赤字の株式会社、こういったものが通常許

されるのか。 

それから、先ほども出ました長期借入金、これも４年度は約260万円しか返済していない。こ

れ一時的に元金据置きを金融機関に条件変更でお願いして、昨年度は借入金は返済していないわ

けです、元金の返済はしていない。 

そういった状況、取りあえず、まずは単年度黒字を目指すべきだと思うんですよ、もう全体的

に債務超過になっているわけですからね。まずは単年度黒字を目指す。この単年度黒字を目指す

ために、いわゆる損益分岐点、昨年12月に５か年計画も出されましたけどね。売上げが幾らに

なったら利益が出るというその損益分岐点の見極めっていうのはお魚センターではしっかりなさ

れているんですかね。そういったものも含めて単年度黒字を実現するためにはどうしたらいいの

か。この点についてお尋ねをしておきます。 

○桑原英樹水産商工課参事 まず、損益分岐点でありますけど、令和４年度決算は出ているとこ

ろですが、幾ら売上げがあればよかったかという損益分岐点は、おおよそ１億7,000万円程度の

売上げがあったらというところではあったと思います。 

そして、令和５年度の予算がマイナス予算になっているということですが、こちらに関しまし

ては、お魚センターで令和４年度に策定した５か年の経営改善計画に基づいて今回予算は立てて

いるということになっております。 

なお、令和５年度予算においては、コロナ禍前の売上げ状況と令和３年度、そして令和４年度

の決算を参考に積算されているということですが、減価償却前で100万円、200万円くらいプラ

スになる形にはなっているかと思います。なお、計画の中では令和６年度から損益計画としては

プラスに転じていくということになっております。 

○６番立石幸徳議員 最後の質疑ですけど、私はにわかには信じがたい話としか聞き取れないん

ですよ。というのがお魚センターの決算報告書の一番最後の６ページ、令和４年度の予算額がま

ず出ています。売上げの総額１億5,600万円、決算額は１億4,800万円、この差額800万円ぐらい

足りないわけです。今度もまた令和５年度の予算を１億5,800万円計上しておるんですね。何を

申し上げたいかというと、これまで私もずっとお魚センターの予算決算の比較対比の中で、この
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売上高毎年度のごとく、もう実現もしない売上高を出して結果は1,000万円ぐらい違ってきてい

る、そういった形でずっと出されているんです。今、参事から１億7,000万円あれば単年度黒字

は実現するでしょう、みたいな話ですけどね。令和５年度予算でも１億6,000万円ぐらいの売上

高を計上していても、700万円ぐらいの赤字になるわけですよ。この予算決算の関連っていいま

しょうか、この前もずっとこれまでの推移を私は今日全部そのファイルを持ってきていませんけ

ど、全て売上げの予算を実現した決算は私は記憶にございません。 

ですから、その辺も含めて先ほども出されたその販売促進費、これだって工事期間中は２階レ

ストランも開店すると言いますけれども、工事期間中に客が増えるような私はあまりその辺も期

待できないんじゃないかと思いますよ。工事期間も相当な期間だろうと思うんです。そういった

ものも含めてもう少し私はお魚センターを今さら言うことでもないんですが、本当に取締役会・

役員会を含めて真剣な対応をお願いしていただきたい。 

そしてもう一つ、あまり文句ばっかり言うことじゃまずいかと思いますのでね。一つはお魚セ

ンターの名称といいましょうか、単にお魚センターというんじゃなくて、市民があるいは市外の

方も非常に馴染みがあるような親近感を持つようなセンターの名称も検討していただきたいと思

います。リニューアルされるわけですので、新しいお魚センターは、こういった名称で市内にも

対外的にもアピールするとそういったことの検討についてどのような考えをお持ちか、最後に聞

いておきます。 

○桑原英樹水産商工課参事 名称の変更という御意見もあったところですが、そのような御意見

があったということで当該法人には伝えていきたいと思います。 

○10番平田るり子議員 お魚センターについて質問をさせていただきます。先ほどもう工事は

進んでいるという話ですが、進んでいるということはもうお魚センターの経営の方向性というも

のは決まっていると見てとれるんですが、この４つのこの附帯決議の中の新たな経営の見直しの

部分で経営の方向性が決まっていたら教えてください。 

○桑原英樹水産商工課参事 附帯決議の中で、現在の経営体制の在り方を見直し新しい体制を構

築することでの方向性かと思いますが、こちらにつきましては先ほど申し上げましたとおり、こ

の附帯決議の内容については、取締役会において代表取締役から各取締役に説明していることで

聞いているところでありまして、本年度の株主総会、取締役会において代表取締役、専務取締役、

取締役の選任についての議案も出されていたということで聞いておりますが、その中で選任につ

いてはこれまでと同じ方に選任されたと聞いております。 

○10番平田るり子議員 ということは工事が進んでいる中、この方向性はまだ決まっていない

と見えてとれます。このお魚センターの経営をどうするかというのは、もう最初にこの方向性は

きちんと決めておかなければ借金というのはどんどん埋まらない、また増えていくと思います。 

まず、この枕崎のまち、この観光客に特化したお魚センターにするのか、市民も受け入れるお

魚センターにするのか、大枠ここはもう必ず初めに決めておかなければいけないことで、よく出

てくるお魚センターの話で、市民の皆様も買いに来るとか道の駅のようにという話も出ます。と

てもいいこととは思いつつ、枕崎のこの状況は途中で寄るようなまちでもないですし、大型店舗

がたくさんあります。立神地区、桜山地区、いろんなところにたくさんあります。こういうのを

考えれば、最初にこの道の駅はとても考えにくいのかなと思うので、やはりこの最初に観光客に

特化するものなのか、市民が利用できるものなのか、ここぐらいは決めていく必要はあるかと思

います。 

○永野慶一郎議長 すみません、平田議員。質疑でございますので、なるべく意見等を控えてい

ただいて、質問になっちゃっているので、簡潔に質疑をしていただくようお願いいたします。 

○10番平田るり子議員 要するに、この最初の方向性、大きな方向性というものを決める、こ

れは考えていらっしゃいますでしょうか。 
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○桑原英樹水産商工課参事 まず、附帯決議の中での現在の経営体制の在り方を見直し、新しい

体制を構築することっていうのは経営陣の役員の話であるかと思いますので、そういったことで

は先ほど答弁しましたとおり、今の同じ方々が再選任されている状況になっているところです。 

そして、お魚センターの今度の大規模改修をした後の方針でありますが、こちらは昨年度、お

魚センターで５か年の経営改善計画を策定しておりまして、その中に詳しく掲載されているとこ

ろではありますが、経営改善のための具体的な取組として、観光拠点、海業推進、市民活躍の３

つのコンセプトに基づいて、お魚センターの再生に取り組んでいくことにしております。 

あと現在も市民の方々の利用につきましては、コロナ禍のときもマイクロツーリズムというこ

とで、近場の方々の集客も増やしていく取組も結構お魚センターではしてきたと思いますので、

そういった意味では近隣の方々の利用は増えていると聞いております。 

○11番橋口洋一議員 私もお魚センターについて質疑をさせていただきたいと思います。 

まず、お魚センターの売上高、売上原価、それと給与ですね。こちらの内訳になるものをお伺

いしたいところですけども、売上高はこちらに売上高、テナント料収入、共益費収入としてお魚

センター収支報告書６ページのところに予算額決算額等が記載されているところです。この売上

高につきましては５年度予算額でいくと１億4,900万円となっておりますが、レストランが主だ

と聞いております。レストランのほかにも小売りをする店舗もあると、そういった内訳を見たと

ころの売上げっていうのは幾らになっているんだろうなというのが一つ。 

売上原価はそれぞれの直営のレストラン、小売店舗、それぞれで仕入れているところが幾らほ

どあるかというのが、お伺いしたいところが２点目。 

あと、給与は給与支給人員、何名になっているのか。販売員と事務員と２つに分かれていたか

と思いますので、そこらあたりを分かるところ御答弁ください。 

○鮫島寿文水産商工課長 前期の決算について申し上げます。 

まず、お魚センターの決算報告書の２ページをお開きいただきたいと思います。１ページが貸

借対照表バランスシートとなっておりますが、２ページが損益計算書でお示ししてあります。こ

こで橋口議員がおっしゃいましたとおり、売上高、上からここに売上高とあとテナント料収入、

それと自販機、その他の売上げということであります。合計額が記載されておりますが、Ⅲが販

売費及び一般管理費というここが支出になっております。ここで一般管理費の中で9,300万円と

ありますが、この中で人件費等が入っておりますので決算の状況、内訳については、参事が申し

上げたいと思います。 

○桑原英樹水産商工課参事 お魚センターの各部門での売上高について御説明いたします。令和

２年度決算における売上高としまして、レストラン部門で5,647万8,919円。直営売店部門で

2,985万3,139円。鮮魚部門で2,059万9,395円。みなと食堂で1,117万8,255円。自動販売機部門

で55万4,933円。水族館部門で56万5,267円。ふるさと納税部門で913万6,112円。なお、ふるさ

と納税部門に関しましては令和４年７月から新たな部門として立ち上がっていますので、実際は

ふるさと納税の売上高としては1,100万円ほどあったと聞いております。管理部門で1,994万

0,720円となっております。 

また、原価につきましては、レストラン部門につきましては2,440万円程度ですね。そして直

営売店部門につきましては2,010万円程度。鮮魚部門は1,300万円程度。みなと食堂につきまし

ては360万円程度。自動販売機部門につきましてはゼロ。水族館部門につきましてもゼロ。ふる

さと納税部門につきましては550万円程度。管理部門につきましては売上原価という考え方がな

いかと思いますので、売上原価という考え方ではゼロになるかと思います。 

給与に関しましては事務員給与が販売管理費の中で３ページ、事務員給与があると思うんです

が、ここが事務所の職員の給与になりまして、管理部門の方々が正社員２名とパート２名という

構成になっているようです。そして残りの販売員給与に関しましては、レストラン、鮮魚、直営



- 104 - 

売店、みなと食堂の方々の給与になっておりまして、レストランでこれは令和５年３月31日末

時点ということですが、社員が３名、パートの方が９名、鮮魚部分でパートの方が６名、売店で

社員が１名、パートの方が２名、そして、みなと食堂で社員の方が２名、パートの方が１名とい

う構成になっているようです。 

○11番橋口洋一議員 その数字をお伺いしたところが、毎年売上げ原価のほうが結構な比率に

なっているなというところがありまして、45％、50％っていう年もあるようです。非常に高か

ったものですから、それぞれ、レストランであれば飲食業、物販であれば小売業、そういったと

ころの一般的な売上総利益に対する売上原価が大体あると示されているようなところです。 

それでいきますと今、レストラン部門が売上げ原価の割合として55％ぐらいあったのかなと

思います。同じ飲食だとすると、みなと食堂の場合は30％ぐらいかなと思いました。同じ飲食

というくくりでいくと、レストラン部門はかなり原価が高いというのが正直なところです。その

ほかの直売所とか仕入販売になりますので、ある程度の価格は致し方ないところとは思いますが、

レストランとみなと食堂で大きく売上原価が違うのはどのようなことが考えられるかをお示しい

ただきたいと思います。 

○桑原英樹水産商工課参事 まず、レストランの令和４年度の原価率に関しては恐らく43.3％

になるかと思います。そして、みなと食堂は32.5％で確かにみなと食堂のほうが原価率は低い

ということはあるんですが、みなと食堂に関しては今度の大規模改修の関係で３月末で一旦店を

閉めたところではあるんですが、どちらかというとランチに来られる観光客ではない方向けの昼

食が主になっておりまして、レストランと比べると、仕入れの価格が抑えられているところもあ

るかとは思います。 

そして、レストランに関しましては43.3％ですが、こちらの原価率は令和３年度も同じく

43.3％、そして令和２年度で43％、令和元年度で42.1％、若干上がりつつはあるのかなとは思

うんですが、令和４年度でいえば、非常に物が上がっていく、原材料が上がっていく中で、レス

トランも２回ほど料金の値上げもしたということで聞いておりまして、非常に苦慮されていると

ころもあったのかなとは思うところですが、レストランもいろんな工夫をしながら何とか去年と

同じ原価に抑えられたということで聞いているところです。 

今年度につきましては、メインのリニューアルをまた夏以降にして、原価計算もしっかりして

いくと聞いておりますので、改善されていくんじゃないかと思っているところです。 

○11番橋口洋一議員 分かりました。このような率をお伺いしているというところは、今も大

赤字のお魚センターでございますので、そこの在庫管理的なところ、先ほどお伺いした賃金につ

きましては、賃金の適正、人数の適正配分、そういったところも考えていかないといけないよと

いうところを思ったものですから、お伺いしたところでした。 

先ほどの売上原価の関係でいきますと、物が上がっていることで適正管理に努めるという話で

ありましたが、その中でも鮮魚を扱うところになりますと、廃棄ロスはどうなっているのかとか

そういったところも徹底して確認してチェックして次の売上げにつなげていくと、そういったこ

とが非常に重要だと思いますので、そこの部分についてお伺いしたところでした。 

今後もお魚センターの質疑はするかと思いますけれども、徹底してっていうところをお願いし

て私の質疑を終わりたいと思います。 

○鮫島寿文水産商工課長 今、レストラン関係の特に私ども行政としましても、議員から指摘が

ありました売上に対する原価の比率は非常に重要視して見ております。市内の飲食店また小売店、

飲食店のそういった売上げの原価率と比べますと、やはりレストランのほうが少し高いのかなと

認識をしておりまして、そこにつきましてもやはり魚を多く使うレストラン部門ですので、やは

り歩留りといいますか生鮮品ですので、有効な利活用の仕方も含めてロスの少ないような商品の

仕入れ、そして販売について検討したいということで考えておりますので、当該法人には経費そ
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して売上げについての数値的なものも含めて、徹底した見直しとか、そういったものを含めて、

今回大きくリニューアルということでレストランも様変わりしますので、それらも含めて行政と

しても指導、連携を図っていければなと思っております。 

引き続きそういった取組をすることによりまして、少しでも減価償却前の利益の確保、黒字の

確保と当該年度の当期の経常損益の黒字化を図っていけるよう、監督を強化してまいりたいと思

っております。 

○永野慶一郎議長 ほかに質疑はありませんか。 

○10番平田るり子議員 すいません最後に２つだけ、このふるさと納税部門というのが、オン

ラインショップ売上げになりますか。それとあと市民の税金が使われております、市民の意見と

いうものはこれから取り入れるアンケートというのは考えておりますか。 

○永野慶一郎議長 平田議員、どこの部門でしょうか。（「お魚センターです」と言う者あり）

ふるさと納税のオンラインというところがあるんですけど、どこにそれが載ってらっしゃいます

か、平田議員。 

○10番平田るり子議員 先ほどの橋口議員の売上げの部分の説明の中で、ふるさと納税部門を

紹介されました。 

私としてこのオンラインショップの売上げというのが知りたかったんですが、このふるさと納

税部門の金額がこのオンラインショップ売上げと考えてよろしいでしょうか。 

○桑原英樹水産商工課参事 ふるさと納税部門につきましては、ふるさと納税のみの売上げにな

りまして、オンラインでの販売した売上げというのは、例えば枕崎牛とかであれば、直営売店の

売上げに入っていって、カツオの刺身であれば、鮮魚部門の売上げに入っていくというようなイ

メージになります。 

あともう一つ、市民からのアンケートであったり、意見とかを聞いていく予定はないのかとい

うことであるんですが、お魚センターの大規模改修においては、現在２階のレストランがあるス

ペースについては、大規模改修後は多目的ホールということで、イベントホールにしたりとか、

そういったものを考えておりまして、先日このお魚センターの計画のブラッシュアップに来られ

た専門家の方々からも御意見をいろいろいただいたんですが、２階の利活用方法については、今

後市民の方々の御意見も取り入れながら、みんなで考えていったほうがいいんじゃないかという

御意見もいただいていると聞いております。 

○永野慶一郎議長 ほかに質疑はございませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

この際、お諮りいたします。 

本定例会で議決された案件について、その字句等の整理を要するものについては、その整理を

議長に委任されたいと存じますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○永野慶一郎議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これをもって、本定例会の議事の全てが終了いたしましたので、令和５年第３回定例会を閉会

いたします。 

午後11時６分 閉会 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 般 質 問 の 要 旨 
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令和５年 第３回定例会一般質問及び要旨 

質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

①上迫 正幸  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②橋口 洋一  

 

 

 

部活動の地域

移行について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水被害対策

について 

 

 

１ 少子化で年々、児童生徒が減少してきているが、

市長の見解は 

 

 

２ ４校区の小学４、５、６年生の児童数と中学１、

２年生の生徒数は 

 

 

３ 今後の運動部活動は、どうなっていくのか 

 

 

４ 地域移行に伴い、保護者の経費負担はどのように

なるのか。市としての支援は 

 

 

５ 今まで中体連の大会は先生が中心となって運営し

てきたと思うが、今後はどうなるのか 

 

 

６ 指導者に必要な資格はあるのか 

 

 

７ 地域移行に伴い外部指導者の派遣について、どの

ように考えるのか 

 

 

８ けがなどをしたときの保険対応はどうなるのか 

 

 

９ 文化部活動の地域移行はないのか 

 

 

10 コロナ禍で保護者同士が話し合う機会を持てなか

ったと思うが、保護者は理解しているのか 

 

 

 

１ 市内河川の改修状況について 

 

 

２ 水防箇所10地点の中で、鹿篭麓町（山下地区）と

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふるさと納税

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙見町（瀬戸口地区）における危険対象雨量及び波

高が時間降水量ではなく、日間降水量で300ミリと

なっているのはなぜか 

 

 

３ 本市における雨水管理総合計画の策定状況につい

て 

 

 

４ 降雨シミュレーションにおいて想定される浸水被

害地域について 

 

 

５ 浸水被害が想定される地域において見込まれる災

害対応について 

 

 

６ 同計画の対象とならない地域の雨水管理対策の方

針について 

 

 

７ 山下地区の一時避難所について 

 

 

 

１ 本市への納税額・件数の過去５年間の推移につい

て 

 

 

２ 市外地方自治体へのふるさと納税額・件数の過去

５年間の推移について 

 

 

３ 返礼事業協力事業者の募集状況・選定方法につい

て 

 

 

４ 返礼事業協力事業者との協力体制について 

 

 

５ ６月以降のふるさと納税に関する対応状況につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

③眞茅 弘美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校の個室ト

イレへの生理

用品設置につ

いて 

 

 

 

 

 

ふるさと納税

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火之神地区養

豚場跡地につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 昨年度、県の事業を活用し生理用品を配布したと

聞いているが、どのような方法で配布されたのか 

 

 

２ 子供たちが安心して学校生活を送れるように各学

校の個室トイレに設置できないか 

 

 

 

１ 公募型プロポーザルの応札・落札の結果は 

 

 

２ 最優秀者が辞退したと聞いているが、その理由は

何か 

 

 

３ サイト上に５月25日より寄附受付を一時停止する

とあるが、協力事業者への説明または対応はどのよ

うにしたのか 

 

 

４ ふるさと納税の運営を今後どのようにしていく考

えか 

 

 

５ 第三セクターであるお魚センターで運営していく

考えはないか 

 

 

 

１ 基本構想策定に向けた検討の場としてワークショ

ップが開催されたと聞いているが、回数・内容・結

果は 

 

 

２ 市長は施政方針の中で、幅広い意見を収集して本

市のさらなる魅力発信につながる基本構想について

検討を続けると述べているが、現時点での市長の見

解は 

 

 

３ 火之神地区建物解体事業の計画はどのようになっ

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

④辻本 貴志  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤下竹 芳郎  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の人口流

出の現状につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における

学校の不登校

の現状と課題

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校におけ

る教科担任制

について 

 

 

かごしま国体

について 

 

 

 

 

ているのか 

 

 

 

１ 昼間の仕事は枕崎で行い、住まいは近隣市という

現状も多く聞かれている。本市の人口流出の現状に

ついてどのように把握しているのか（中でも子育て

世代はどうか） 

 

 

２ 昼間人口、夜間人口についての現状はどうか 

 

 

３ 人口増に対して、市の考えは 

 

 

 

１ スクールカウンセラーの配置状況はどのようなも

のか 

 

 

２ 本市で深刻なケースはあるのか。また、そのケー

スへの対応はどのようにされているのか 

 

 

３ 大阪府吹田市立吹田第六小学校では、いじめ予防

事業に取り組んでいるというテレビでの紹介があっ

たが、本市のいじめ予防への取組状況はどうか 

 

 

 

１ 令和４年度から小学校で本格的に始まった教科担

任制。本市の取組状況はどうか  

 

 

 

１ ３年間、延期を余儀なくされた「かごしま国体」

が令和５年10月７日から開幕し、14日からは本市が

会場となっている「なぎなた」競技が開催される。

市長の意気込みは 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥禰占 通男  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定住者支援に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふるさと納税

について 

 

 

 

 

２ 本市では14日からの３日間、選手団・関係者・応

援団等、全国から多数の人が訪れるが、迎える準

備、おもてなし等はどのようになっているのか 

 

 

３ 国体終了後も「なぎなた」競技を盛り上げていっ

てもらいたいが、どのように考えているのか 

 

 

 

１ 市長は公約でも施政方針でも子育て支援を前面に

押し出している。本市も今月から高校生の医療費が

無償化になる。先日地元新聞発表の県内自治体の子

育て支援比較でもあったが、支援策が近隣市と比べ

て遅れ気味ではないのか 

 

 

２ 国も「異次元の少子化対策」などとして、大変力

を入れているが、本市も子育て支援をどのように取

り組むのか 

 

 

 

１ 定住者・移住者支援の中で住宅取得、リフォーム

関係の過去５年間の実績は 

 

 

２ 定住者支援（住宅関係補助）も近隣市と比べ手薄

ではないのか 

 

 

３ これから本市独自の支援策を拡充していく考えは

ないのか 

 

 

 

１ 令和４年度の納税額の減収要因は何か 

 

 

２ 本市と委託事業者との令和５年度における契約内

容はどのようになされているのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦平田るり子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧豊留 榮子  

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化対策に

ついて 

 

 

 

 

 

 

本 市 の 少 子

化・人口減少

対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水路・側溝の

状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイナンバー

カードについ

て 

 

３ 令和５年度の目標設定はどのようになっているの

か 

 

 

 

１ 本市の少子化対策としての子育て支援の施策はど

のように進めるのか 

 ⑴ 経済支援について 

  ① 学費、給食費、住居費、医療費、出産祝い金

について 

 

 

 

１ 本市の人口の現状はどうなっているのか 

 

 

２ 少子化・人口減少による本市への影響について 

 

 

３ 国の「異次元の少子化対策」により、本市の少子

化を解決することができると思うか 

 

 

４ 必ず少子化を解決するための施策について 

 

 

 

１ 花き栽培施設周辺の側溝状況について 

 

 

２ 水路・側溝が整備されていないことによる弊害に

ついて 

 

 

３ 本市における側溝の整備計画について 

 

 

 

１ マイナンバーカードに関するトラブルが多発して

いるが、本市における被害状況など調査・把握され

ているのか、見解を 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨水野 正子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食費の

無償化につい

て 

 

 

市民の相談窓

口について 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育

て支援につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

産後ケア事業

について 

 

 

 

 

 

農村振興につ

いて 

 

 

２ マイナ保険証に別人情報が誤って登録されること

は、命に関わることにもなりかねない。大きな過ち

が起こる前にマイナンバーカードの活用は中止すべ

きだと考えるが、見解を 

 

 

 

１ 子育て支援のためにも、ふるさと納税の活用や財

政調整基金の活用で支援すべきではないか 

 

 

 

１ 市民のための相談窓口は各所に設置されているこ

とと思うが、市民が訪ねやすいよう各家庭に相談窓

口の一覧表を配布できないのか 

 

 

２ 総合的な窓口は設置できないのか 

 

 

 

１ 学校給食費の無償化について 

 

 

２ むぞかベイビー誕生祝金給付事業について 

 

 

３ 魅力ある子育て支援策について 

 

 

 

１ 産後ケア事業の利用状況について 

 

 

２ 今後の産後ケア事業の在り方と周知方法について 

 

 

 

１ 地域ぐるみの農地保全活動に対する助成制度につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

⑩立石 幸徳  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の行財政

改革推進計画

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ処理コス

トの軽減策に

ついて 

 

ふるさと納税

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 令和５年３月策定の第２次行財政改革推進計画の

趣旨・目的及び計画期間について 

 

 

２ 財政健全化の推進について（市債残高、市債償還

計画など） 

 

 

３ 将来負担比率について 

 

 

４ 事務・事業（企業版ふるさと納税など）及び組織

機構の見直しについて 

 

 

５ 定員管理の適正化について 

 

 

６ 経費削減等の財政効果について 

 

 

 

１ ごみ処理コストの軽減策について 

 

 

 

１ ふるさと納税返礼事業委託事業者の選定方法及び

契約手続について 

 

 

２ 今後の返礼事業の在り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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地方自治法第 123 条第２項の規定により署名する。 

 

枕崎市議会議長 永 野 慶一郎 

 

枕崎市議会議員 辻 本 貴 志 

 

枕崎市議会議員 平 田 るり子 

 


